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大学基準４．教育内容・方法・成果 
４-１ 教育目標、学位授与方針、教育課程の編成・実施方針

中期目標 
【目標１】教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針を、定期的に検証し適切に維持する。 
【目標２】教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針を、大学構成員(教職員および学生等)に周知し、 

社会に公表する。また、認知度を向上させる 

（１）全学教務委員会
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】

[1-1] 教育目標と学位授与方針との連関性および一致度を測るための指標を作成し、両者 
の間の整合性を検証する。

[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針との連関性および一致度を測るための指標を作成 
し、両者の間の整合性を検証する。

[1-3] 教育課程の編成について、入試・就職等多様な観点からの設計を行う。 

[1-1,1-2,1-3 共通] 
①連関性対照表を作成し対照表に基づいて一

致度を検証する。あるいは連関性の低い項目

を抽出する。

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 教育目標の到達度を定量的、 
定性的に示す指標を引き続き検討す

る。

[1-2] 学科間のカリキュラムの通用 
性を見出すために、カリキュラム

マップのフォーマットの共通化を

引き続いて検討していく。

[1-1] 学生が所属学科の教育目標等を意識 
しながら学べるよう、①2016 年度からシラ 
バスガイドラインにおいて当該科目と教

育目標との関連を記すように改訂、②

2018 年度履修要項から教育目標と学位授

与方針との関連性について説明書を掲載し

た。また、2018 年度からの教養科目課程の

一部改正に合わせて、教育目標と学位授与

方針の確認等を各学部学科へ要請した。

[1-2] 共通フォーマットのカリキュラムマ 
ップを作成した。

[1-1] 学生が所属学科の教育目標等を意識しな 
がら学べるよう、①2016 年度からシラバスガ

イドラインにおいて当該科目と教育目標との

関連を記すように改訂、②2018 年度履修要項

から教育目標と学位授与方針との関連性を平

易な表現で説明する文書を掲載した。教育目標

と学位授与方針との関連性・一致度の検証につ

いては、各学部学科へ確認を要請するにとどま

り、具体的な指標の提示には至らなかった。

[1-2] 共通フォーマットのカリキュラムマップ 
を作成した。

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1]教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針の適切性等を検証する指標を引き続き検討する。 

（２）経営学部
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】

[1-1] 教育目標と学位授与方針との連関性および一致度を測るための指標を作成し、両者の

間の整合性を検証する。

[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針との連関性および一致度を測るための指標を作成し、

両者の間の整合性を検証する。

[1-1] 
①連関性対照表（参考例参照）を作成し対

照表に基づいて一致度を検証する。ある

いは連関のない（弱い）項目を抽出する。 
[1-2] 
①連関性対照表（参考例参照）を作成し対

照表に基づいて一致度を検証する。ある

いは連関のない（弱い）項目を抽出する。 
2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 他学部・他分野とのより緊密・高 
度な連携・協力関係構築を視野に入れ

て、受け入れる学生の変化に適合した教

育目標、学位授与方針を新たに構築す

る。

国際化問題を視野に、外国語教育分野の

教員と連携し、学部カリキュラムの改訂も

実現した。それに合わせた教育目標、カリ

キュラムポリシーなどの充実化を行った。

基礎教育、語学教育などに関するカリキ

ュラム改訂を行った。教育目標、カリキュ

ラムポリシー、カリキュラムマップなどを

新たに作成した。

[1-2] これまで指標の作成が行われな 
かった原因を分析し、新たな教育目標と

教育課程の編成方針との連関について

検討を進める。

指標作成未達の原因究明は、新カリキュ

ラム検討の作業により、実現できなかった。

カリキュラム改訂に沿った新たな教育目標

と教育課程編成方針の連関は検討した。

指標作成には至らなかったが、カリキュ

ラム改訂作業は行い、それに合わせた教育

課程の編成方針などを検討し、教授会で教

員相互の共有を図った。

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 社会科学系学部再編に積極的に参画し、これまでの教育成果・教育資源を活かした、新たな教育目標と教育課程の編成方針 
を策定する。

[1-2] 既存の教育課程についても、随時、改善できるものについては検討し、改善を行う。 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】

[2-1] 刊行物、ホームページ等を通じて公表する。またガイダンス等で周知し認知度の向上を

図る。

①刊行、掲載実績

②教育目標、DP、CP の認知度調査

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1]  社会に向けてホームページでの公表 
を引き続き行う。また情報ポータル等を利用

し個々の学生への周知を図る。

ホームページで公表を継続している。 認知度を測ることはできなかった。

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 全学的にリニューアルしたホームページを活用し、社会への公表を引き続き行う。 

（３）経済学部
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】

[1-1] 教育目標と学位授与方針との連関性を確定し検証する。 

[1-2] 教育目標と教育課程の編成・実施方針との整合性を検証する。 

[1-1]①教育目標とディプロマポリシー

[1-2]①カリキュラムマップ
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2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 教育目標と学位授与方針に沿った教

育ができているかを引き続き検証する。 

教育目標と学位授与方針を確認した上

でカリキュラム編成を行った。 

教育目標と学位授与方針との連関性

を確定し継続して検証している。 

[1-2] 
1) 教育課程の編成・実施方針に基づいてカ

リキュラム運営できているかを引き続き検

証する。

2 )現カリキュラムの完成年度にあたり、カ

リキュラムの点検を行う。

1) コースの魅力が伝わる履修をするた

めにコースごとに推奨する科目を選定し、 

シラバスに掲載している。

2) カリキュラム検討 WGを立ち上げ、ス

リム化などについて議論し、5月教授会で

報告した。この報告については学部再編の

際に活用したい。

整合性を整えるためシラバスに記載

した履修すべき科目について、学生への

周知を徹底し、カリキュラム運営に支障

がないようにしたい。 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 教育目標と学位授与方針に沿った教育ができているかを引き続き検証する。

[1-2] 
1) 教育課程の編成・実施方針に基づいてカリキュラム運営できているかを引き続き検証する。

2) 現カリキュラムの点検を行い、適宜変更を行う。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】

[2-1] 刊行物、ホームページ等を通じて公表する。 

[2-2] オープンキャンパスやガイダンス等で周知し、認知度の向上を図る

①刊行、掲載、説明実績

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 
1) 学科パンフレットにおいて教育目標、学

位授与方針および教育課程の編成・実施方針

を掲載し、周知を図る。

2) ホームページを有効に活用し、ゼミナー

ル活動や授業内容などを広報する。

3) 予算がかかる事業についてはホームペー

ジ等で外部への公開を義務付けることを検

討する。

1 )年度初めに学部広報委員会を 2回実

施し、広報戦略や広報の方法を確認した。 

また、パンフレットを作成した。 

2) ホームページへの記事掲載を各教員

に依頼し、さまざまな行事の記事を掲載す

ることができた。

3）公開を呼びかけたが、すべての事業を

公開することはできなかった。

就職実績をまとめたパンフレットを

作成するとともに、25件の記事を大学ホ

ームページで公開した。ただし、予算が

かかる事業についての外部への公開を

呼びかけたが、すべての事業を公開する

ことができなかったため、来年度以降は

確実に実行したい。 

[2-2] 教育目標、学位授与方針および教育課

程の編成・実施方針等について、学部ガイ

ダンスやオープンキャンパス、父母懇談会

にて説明を行い、周知を図る。 

各学年の学部ガイダンスおよび 4 回の

オープンキャンパスにおいて、教育目標、

学位授与方針および教育課程について説

明を行い、周知を図った。

すべてのイベントにおいて説明し、周

知を図った。 

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 
1)学科パンフレットにおいて教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針を掲載し、周知を図る。

2)ホームページを有効に活用し、ゼミナール活動や授業内容などを広報する。

3)予算がかかる事業についてはホームページ等で外部への公開を義務付けることを検討する。

[2-2] 教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針等について、学部ガイダンスやオープンキャンパス、父母懇談会

にて説明を行い、周知を図る。 

（４）人文学部人間科学科
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 教育目標と学位授与方針との連関性および一致度を各年度の学科会議で検証し、齟

齬があれば修正する。

[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針との連関性および一致度を各年度の学科会議で検

証し、齟齬があれば修正する。

[1-1] 学科会議での検証の過程と結果を記 
録し、定期的な検証と維持が行われているこ

との指標とする。

[1-2] 学科会議での検証の過程と結果を記 
録し、定期的な検証と維持が行われているこ

との指標とする。

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 教育目標と学位授与方針との 
連関性および一致度を定期的に検証

し適切に維持するための方法の確定

（連関性対照表の作成も含めた）と、 
それを活用するためのマニュアル化

の具体的検討を行う。

[1-1] 教育目標と学位授与方針との連関

性および一致度を定期的に検証し適切に

維持するための方法の確定（連関性対照表

の作成も含めた）と、それを活用するため

のマニュアル化については、カリキュラム

マップの作成を行って提示した。

[1-1] 教育目標と学位授与方針は大きく変

わるものではなく変化が激しいことでもな

い。適切であった連関性および一致度が損な

われている状態になることは科目の開講がで

きなくなるような、原因が明らかなことなの

で、中期目標の見直しがあってもよいのでは

ないだろうか。  【指標なし】 
[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針 
との連関性および一致度を定期的に

検証し適切に維持するための方法の

確定（連関性対照表の作成も含めた） 
と、それを活用するためのマニュアル

化の具体的検討を行う。

[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針と

の連関性および一致度を定期的に検証し

適切に維持するための方法の確定（連関性

対照表の作成も含めた）と、それを活用す

るためのマニュアル化の具体的検討を行

うには至らなかった。

[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針も現

状では適切である。現在の人間科学科とは異

なる教育目標が立てられ、教育課程が編成さ

れるとき、マニュアルがあれば役立つとすれ

ば、検討は行われるべきであろう。【指標なし】 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1]  教育目標と学位授与方針との連関性および一致度を、来年度の履修要綱を作成する時期までに学科会議で検証し、必要が

あれば修正する。

[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針との連関性および一致度を、来年度の開講科目を確定する時期までに学科会議で検証し、開

講科目に適切に反映する。
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中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】

[2-1] 年度当初の学年別ガイダンス等で周知し認知度の向上を図る。

[2-2] 刊行物、ホームページ等を通じて公表する。

[2-1] 
①教育目標、DP、CP の認知度調査

②新年度ガイダンス資料実績

[2-2] 
①教育目標、DP、CP の認知度調査

②刊行物、ホームページ等の掲載実績

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 教育目標、学位授与方針および教育課 
程の編成・実施方針を、年度当初の学年別ガ

イダンスにおいて周知する。教育目標、DP、 
CP の認知度調査については、調査の対象と

調査を行える機会を具体的に検討する。

[2-1] 教育目標、学位授与方針および教育 
課程の編成・実施方針を、年度当初の学

年別ガイダンスにおいて周知した。教育

目標、DP、CP の認知度調査については、 
調査の対象と調査を行える機会を具体的

に検討する。

[2-1] 認知度調査については具体案がな 
い。

新年度学年別ガイダンス資料実績

教育目標、DP、CP の認知度調査 

[2-2] 引き続き、学科ホームページにも教育 
目標、DP、CP の掲載を行い、認知度の向上 
を図る。

[2-2] 引き続き学科ホームページにも教 
育目標、DP、CP の掲載を行い、認知度 
の向上を図った。

[2-2] 学科ホームページにも掲載した。

刊行物、ホームページ等の掲載実績

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針を、年度当初の学年別ガイダンスにおいて周知する。教育目標、 
DP、CP の認知度調査については、全学的な調査を実施することができないか、適切な機関に働きかける。 
[2-2] 引き続き、学科ホームページにも教育目標、DP、CP の掲載を行い、認知度の向上を図る。 

（５）人文学部英語英米文学科
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 教育目標、学位記授与方針および教育課程編成方針を適切に維持するために、現状を分 
析し点検と評価を行う。

連関性対照表（参考例参照）を作成し

対照表に基づいて一致度を検証する。あ

るいは連関のない（弱い）項目を抽出す

る。

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1]  教育目標、学位記授与方針および教 
育課程の編成・実施方針を適切に維持するた

め、点検と評価を引き続き行う。

来年度に教養科目の一部が変更される

のに伴い、学科のカリキュラム・ポリシー

の一部を見直した。また、3 ポリシーの相

関性についても点検した。

次年度も教育目標、学位記授与方針お

よび教育課程編成方針の適切な維持に

向けて、点検と評価を継続する。 

【指標 2017 年度第 10 回学科会議資料 
「カリキュラム・ポリシーの見直し（案）
について」】 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 教育目標、学位記授与方針および教育課程の編成・実施方針を適切に維持するため、点検と評価を引き続き行う。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】

[2-1] 教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針を、出版物や大学ホームペー

ジに掲載し、広く一般に公表する。また新入生には、ガイダンス等で周知し、学生の認知度の

向上を図る。

①大学ＨＰ

②新年度ガイダンス資料

③履修要項

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 教育目標、学位授与方針および教育課 
程の編成・実施方針をガイダンス等で学生に

周知させる方法について、引き続き検討す

る。

教育目標、学位授与方針および教育課程

の編成・実施方針を入学式の学科企画や新

入生ガイダンス等で触れることはできた

が、周知させるまでには至らなかった。

大学 HPや履修要項への記載を継続す

るとともに、ガイダンスや授業などを活

用して周知させる具体的な方法につい

て検討する。 

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針を学生に周知させる方法について、引き続き検討する。また 4 月 
ガイダンスにおいて、学科独自で認知度調査を試験的に行い、その結果を検証する。 

（６）人文学部こども発達学科
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 教育目標と学位授与方針、教員養成の理念などを現状と将来を配慮して検証し、再構 

成する。 

[1-2] 教育目標と教育課程編成方針との関連性および一致度を測るための工夫をする。 

[1-1] [1-2]
①教育目標に基づいた学位授与方針や教

員養成の理念 

②教職課程履修カルテ

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 現在の教育目標と学位授与方針を

総括して、教職課程・保育士養成カリキュ

ラムの目標を確認し、再編へと活かしてい

く。

第１段階として、これまでの現在の教

育目標と学位授与方針の明確化をおこな

って、それに満たない学生には学位を授

与しなかった。また、保育士養成カリキ

ュラムでの完成年度の「養成施設等指導

調査」で保育士養成カリキュラムを、再

課程認定のために教職課程を、教育目標

と学位授与方針に関する検証作業をおこ

なった

 調査を 3/3実施。検証を 2/2を実施。達

成 2/3を実施。 

【指標「計画表」D4-1-1:「第 1 段階」】 
【指標「保育実習ハンドブック」】※現物 
【指標「5．卒論評価 2017 年度」】 
【指標「8．講義ごとの単位修得率」】 
【指標「7．卒業率推移表」】 
【指標「卒業研究の評価」】 
【指標「再課程認定の資料」】＊性格上添
付せず 
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[1-2]  教員希望学生の「教職課程履修カ 
ルテ」の記入と活用を促し、保育士養成課 
程の完成年度として「保育実習ハンドブッ 
ク」の有効性を検討し、教育目標と教育課 

程編成方針との整合性を図る。 

全学年での「教職課程履修カルテ」の

記入を担当教員全員でチェックをおこな

った。保育士養成課程の進行状況を実習

報告会などでおこない「保育実習ハンド

ブック」の有効性を確認した。教育目標

と教育課程編成方針と再課程認定の関連

で検証して再編への方針を作成した。 

 調査を 1/1実施。検証を 1/2を実施。達

成 0/1を実施。 

【指標「計画表」D4-1-1:「第 2 段階」】 
【指標「教職課程履修カルテ」※現物提出】 
【指標「保育士実習報告会」資料】 
【指標「再課程認定の資料」】書類の性質
上添付せず 

2018

年度 

 

年次計画内容 

[1-1] 現在の教育目標と学位授与方針を総括して、教職課程・保育士養成カリキュラムの目標の再検討を行う。 

[1-2]  教員希望学生の「教職課程履修カルテ」の記入と活用を促し、保育士養成課程の完成年度後の「保育実習ハンドブック」 
の有効性を検討し、教育目標と教育課程編成方針の再検討を行う。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 刊行物、ホームページ等を通じて公表する。またガイダンス等で周知するとともに、教育実 

習・保育実習等を通して認知度の向上を図る。 

①刊行、掲載、閲覧実績 
②教育目標、DP、CP の認知度調査

（全学） 

③ホームページ更新数、閲覧数 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] こども発達学科の最新情報をホームペ 
ージや各種メディアなどで公表する。学生・保 
護者へも周知するために、学科のホームページ 
を全教員が更新できるようにする。また新シス 
テムへの移行を重点的に行う。 

 こども発達学科の HP を 2017 年 2 月中

旬にリニューアル版の運用を開始した。学

科の様々な授業風景や行事、教職採用試験

対策の取り組み、卒業生との交流などにつ

いてブログから抽出した記事を簡潔にまと

めたカラー版の通信を作成し、在籍する全

学生の保護者宛に発送した。大学のホーム

ページに全面改訂に向けて新規データ作成

をおこなった。 

現状分析を 3/3 実施。検証を 2/2
を実施。達成 2/2 を実施。 

【指標「計画表」D4-1-2】 
【指標「履修要項」】※現物 
【指標「HP のアクセス状況」】 
【根拠資料 リニューアルしたホー
ムページ】＊HP から 
【根拠資料 2017 年度版「こ発の
森」通信】 

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1]  こども発達学科の教育目標、学位授与方針および教育課程について、各種会議において周知することによって認知度を高め 
る。オープンキャンパスや進路相談会、父母懇談会、卒業生会などでも周知するよう工夫し、電子媒体でもこれを周知徹底できる 
ように模索する。 

 
 

（７）心理学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 教育目標と学位授与方針について、連関性及び一致度を測る指標を作成し、両者の 
整合性を検証する。 
[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針について、連関性及び一致度を測る指標を作成し、 
両者の整合性を検証する。 

[1-1] 連関性対照表（参考例参照）を作成し 
対照表に基づいて一致度を検証する。あるい 
は連関のない（弱い）項目を抽出する。 
[1-2] 連関性対照表（参考例参照）を作成し 
対照表に基づいて一致度を検証する。あるい 
は連関のない（弱い）項目を抽出する。 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-2] 教育目標と学位授与方針に関す 

る一致度を損なわぬよう現行の水準を 

保つ。 

一昨年度の一致度評価により、教育目

標と学位授与方針の一致は達成できてい

ると考える。 

次年度新学部設置に伴い新たな教育課程が

並行して施行される。新学部における教育課

程も学位授与方針と一致するよう、最終年時

のみならず 1 年時から継続して検証する必要

がある。【指標なし】 

[1-2] 教育目標と教育課程の間に、非一 

致性が認められるカリキュラムの不足 

を改善する。 

次年度新学部設置に向けて、教育目標

と教育課程の非一致性が改善されるよ

う、調整した。 

次年度新学部設置に伴い新たな教育課程が

並行して施行される。教育課程が実際に運用

されることで、教育目標と齟齬がないか、1

年時から継続して検証する必要がある。【指標

なし】 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-2] 人文学部臨床心理学科と心理学部臨床心理学科について、それぞれ教育目標と学位授与方針に関する一致度が損なわれてい 

ないか、1年次から継時的に検証する。 

[1-2] 人文学部臨床心理学科と心理学部臨床心理学科について、それぞれ教育目標と教育課程に非一致性がないか、1年次から継 

続的に検証する。 
 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 人文学部においては、「教育目標」、「学位授与方針」および「教育課程の編成・実施方 
針」は、大学ホームページ上で公開し、大学構成員（教職員および学生等）は、必要なときに 
自由にそれを参照することができるようにする。また、これらを「履修要項」に明示しこの媒 
体を利用して参照することも可能にする。更に、入試説明会、オープンキャンパスなども積極 
的に利用し、社会への周知を図る。 

①大学ホームページ 
②履修要項 
 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 「教育目標」、「学位授与方針」につい

て、周知できる機会を探る。 
「教育目標」「学位授与方針」は引き続

きホームページに掲載されている。その他

新入生にも口頭で説明している。 

今後ホームページの更新などの機会

を利用して、現行の周知方法のほかにも

さらなる機会で繰り返し発信していく

ことが必要である。またあわせて教育効

果についても発信していく必要がある

【指標なし】 
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2018

年度 

年次計画内容 

[2-1]  ホームページ更新などの機会に、「教育目標」と「学位授与方針」、さらにそれらによる本学の教育効果について、発信す 
る。 

[2-2] 公認心理師養成プロフラム等の整備状況について、ＨＰに公表し周知する。

（８）法学部
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 教育目標と学位授与方針との連関性および整合性を検証する。 

[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針との連関性および整合性を検証する。 

[1-1] 
①教育目標と学位授与方針を比較対照

して、文章上の整合性を示す。

[1-2] 
①教育目標と教育課程の編成方針を比

較対照して、文章上の整合性を示す。 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 教育目標と学位授与方針を比較対 

照して、文章上の整合性を検証する。 

[1-1]  教育目標と学位授与方針を比較対

照して、文章上の整合性を確認した。 

[1-1]  教育目標と学位授与方針を比較

対照して、文章上の整合性を確認した。 

[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針を 

比較対照して、文章上の整合性を検証す 

る。 

[1-2]  教育目標と教育課程の編成方針を

比較対照して、文章上の整合性をはかった。 

[1-2]  教育目標と教育課程の編成方針

を比較対照して、文章上の整合性を図

った。 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 教育目標と学位授与方針を比較対照して、文章上の整合性を検証する。 

[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針を比較対照して、文章上の整合性を検証する。 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】

[2-1] 刊行物、ホームページ等を通じて公表する。またガイダンス等で周知し認知度の向上 

を図る。 

①印刷物、HPなどへの掲示実績

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 教育目標、学位授与方針および教育課

程の編成・実施方針を、印刷物、HPなどを通 

じて公表するとともに、ガイダンス等で周知 

するように努める。 

[2-1] 教育目標、学位授与方針および教

育課程の編成方針については、その要点 

について法学部独自ホームページ、ニュ 

ースレターなどを通じて公表するとと 

もに、在学生のガイダンス等で紹介し認 

知度の向上を図っている。 

[2-1] 法学部の独自ホームページでは、

「カリキュラムの概要」「コースとカリキ 

ュラム」「法学部の学び」の項目を設け、 

教育目標、学位授与方針および教育課程 

の編成方針について、それらの要点を紹 

介している。またニュースレターを通じ 

て、高校に、また在学生に紹介し認知度 

の向上に努めてきた。 

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針を、印刷物、HPなどを通じて公表するとともに、ガイダンス等で

周知するように努める。 

（９）大学院法学研究科
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 本研究科の教育目標を踏まえ、学位授与方針および教育課程編成・実施方針を適切に設定す 
る。その際、2 つの方針の間の連関に留意する。 
2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 本研究科の教育目標を踏まえ、学位授与 
方針および教育課程編成・実施方針を適切に設

定されているのか検討し、必要性があれば見直

す。その際、2 つの方針の間の連関に留意する。 

[1-1] 今年度は教育課程編制・実施方針に 
ついての改定はなかったが、絶えず注意を

払い適切に運営されているか、運営会議等

で検証している。

新教育課程編成・実施方針、参照。 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 本研究科の教育目標を踏まえ、学位授与方針および教育課程編成・実施方針を適切に設定されているのか検討し、必要性 
があれば見直す。その際、2 つの方針の間の連関に留意する。 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】

[2-1] 刊行物、ホームページ等を通じて学内外に公表する。また、学生にはガイダンス等で周知し、 
認知度の向上を図る。

①刊行、掲載実績

②教育目標、DP、CP の認知度調査

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 2016 年度に引き続き、刊行物、ホーム 
ページ等を通じて学内外に公表する。また、

学生にはガイダンス等で周知し、認知度の向

上を図る。

[2-1] 
①『大学院案内 2017』及び大学院ホームペ

ージを通じて、教育目標、学位授与方針

および教育課程の編成・実施方針を学内

外に公表した。

②院生には 4 月初頭のガイダンスでそれら

を周知した。

①『大学院案内 2018』及び大学院

ホームページ、参照。

②教育目標、学位授与方針および教

育課程の編成・実施 方針の認知

度調査は特に実施していない。個

別組織ではなく、全学で行うこと

を検討した方がよいと考える。

2018

年度 

年次計画内容 

［2-1］2017 年度に引き続き、刊行物、ホームページ等を通じて学内外に公表する。また、学生にはガイダンス等で周知し、認 
知度の向上を図る。
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（１０）大学院臨床心理学研究科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 臨床心理士養成指定大学院として認定協会からの要請を満たすカリキュラムを維持し継続す 
る。 

①カリキュラム 

2017

年度 
年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 必要なカリキュラムを維持し継 
続する。 

計画に沿って遂行した。 
なお、次年度から開始する公認心理師資格に対応す

る新カリキュラムにおいても臨床心理師養成指定大

学院として必要なカリキュラムを維持する。 

① 達成 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 臨床心理養成指定大学院としてのみならず、公認心理師指定大学院としての、教育目標、学位授与方針および教育課程の編 
成・実施方針を、定期的に検証する。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 拡大事例検討会などのイベントやホームページに適切な情報を掲載する。 ①掲載実績 
2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 事例検討会などの案内や大学院入試 

説明会、ホームページなどにおいて研究科の 

情報を適宜､掲載する。 

計画に沿って遂行した。学科･研究科・

心理臨床センターが関わる市民講座にて

パンフレットなどを配置した。 

① 達成 

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1]  事例検討会などの案内や大学院入試説明会、ホームページなどにおいて研究科の情報を適宜､掲載する。 
 

 
（１１）大学院地域社会マネジメント研究科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 教育目標と学位授与方針との連関性および一致度を測定する指標を作り、大学院の構成 
員で検証する。 
[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針との連関性および一致度を測定する指標を作り、両者の 
間の整合性を大学院の構成員で検証する。 

[1-1] 
①連関性対照表（参考例参照）を作成し

対照表に基づいて一致度を検証する。

あるいは連関のない（弱い）項目を抽

出する。 
[1-2] 
①連関性対照表（参考例参照）を作成し

対照表に基づいて一致度を検証する。

あるいは連関のない（弱い）項目を抽

出する。 
2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1]  教育目標と学位授与方針との連関 
性にもとづき教育目標と学位授与方針の一 
致度を測る指標について検討する。 

指標を作ることにいろいろな点で問題

があり、今年度は出来なかった。 
 

[1-2] 教育課程編成方針との連関性にもと 
づき教育目標と教育課程編成方針の一致度 
を測る指標について検討する。 

指標を作ることにいろいろな点で問題

があり、今年度は出来なかった。 
 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 教育目標と教育課程編成方針の連関性および一致度を大学院の構成員で検証する。 
[1-2] 教育目標と教育課程編成方針の連関性および一致度の間の整合性を大学院の構成員で検証する。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 刊行物、ホームページ等を通じて公表する。またガイダンス等で周知し認知度の向上を 
図る 

①刊行、掲載実績 
②教育目標、DP、CP の認知度調査 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1]  
①大学院研究科の教育目標、ディプロマ・ポ

リシー及び教育課程の編成・実施方針を大

学院ホームページ、入試案内用パンフレッ

ト、大学院便覧等に記載し周知徹底する。 
②学科パンフレットを作成し、教育目標、教

育課程の内容等を記載する。 

①大学院研究科の教育目標、ディプロ

マ・ポリシー及び教育課程の編成・実

施方針を大学院ホームページ、入試案

内用パンフレット、大学院便覧等に記

載し周知徹底した。 
②学科パンフレットを作成し、教育目標、

教育課程の内容等を記載した。 

①入試パンフレット、ホームページ、大

学院便覧等に記載した 
②認知度調査は行っていないが、周知は

している。 

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1]  
①地域社会マネジメント研究科の教育目標、ディプロマ・ポリシー及び教育課程の編成・実施方針、学位論文審査基準、学位論文

提出までのスケジュールを大学院ホームページ、入試案内用パンフレット、大学院便覧等に記載し周知徹底する。 
②地域社会マネジメント研究科のパンフレットを更新、作成し、教育目標、教育課程の内容等を記載する。 
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大学基準４．教育内容・方法・成果 
４-２ 教育課程、教育内容

中期目標 

【目標１】教育課程の編成・実施方針に基づき、授業科目を適切に開設し、教育課程を体系的に編成する。 

【目標２】教育課程の編成・実施方針に基づき、各課程に相応しい教育内容を提供する。 

（１）全学教務委員会
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】

[1-1] 専門教育と教養教育をバランスよく配置し、順次性のある授業科目を体系的に配 
置して教育効果を高める。

[1-2] コースワークとリサーチワークをバランスよく配置し教育効果を高める。(修士 
課程)  

[1-1,1-2 共通] 
①入学年度別単位取得状況分布・推移

②入学年度別 GPA 分布・推移

③カリキュラムマップやナンバリングによる体

系性の表現と学生のアウトカム（成果）検証

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 順次性の明示化するコースナン 
バーの導入検討を行う。また、時間割運

営を円滑に行えるよう大学全体の授業

科目を削減する方法を検討する。

2018 年度から新カリキュラムに移

行する経営学部と、新設する心理学部

について検討を開始した。教養科目に

ついては科目の統廃合を進めた。

教養教育では、グローバル科目群、地域連携

科目群の新設、キャリア・総合科目群の見直し

等の教育課程編成の見直しを行った。あわせて、

科目の統廃合を進めた。

コースナンバー制については全学教務委員会

内で導入に向けた検討はしたもののシステム上

の課題等から実現にはいたらなかった。

2018

年度 

年次計画内容

[1-1] 教育課程の編成・実施方針に基づく授業科目の適正化や教育課程の体系的編成に資するため、順次性を明示するコースナン 
バーの導入等の検討を継続して行う。また、時間割運営を円滑に行えるよう大学全体の授業科目を削減する方法を検討する。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】

[2-1] 「社会人基礎力」の確認を行うとともに、その向上策を検討・実施する。また、 
「学習習慣」を身につけさせる方策を検討・実施する。

[2-2] 入学前学習の効果を検証し、高等学校との連携の方策を検討する。 

[2-1] 
①入学時の基礎力確認

②学年進行後の基礎力確認

③学習ポートフォリオの整備や、蓄積された学

修成果の検証

[2-2]①学前学習の効果の評価（入学後の成績と

の関連性）

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 基礎科目（国語、数学、英 
語）の入学時プレースメントテス

トの全学的導入を引き続き検討す

る。また、「学習習慣」や「時間外

学習」との関連性等を見出すため、 
学年進行時での学力測定の検討を

継続する。

[2-2] 入学前学習を「学力の三要 
素」「社会人基礎力」、大学での学

びへのマインドセットの診断のた

めに実施する。そしてその結果を、 
入学後の指導資料として活用す

る。同様の目的に基づいて、入学

前スクーリングを導入する。

[2-1]英語のプレースメントテストは全学で 
実施したものの、国語・数学については一部

学部での実施に留まった。

10 月に１年次・２年次を対象に時間外学

習等に関する調査を実施し、分析結果を教育

課程編成や修学指導等のデータとして活用

した。

[2-2] 新設する心理学部の入学予定者(AO、 
推薦、社会人)に対する入学前学習課題を、 
「学力の三要素」「社会人基礎力」、大学での

学びへのマインドセットの診断力を持つよ

う作成し、実施した。基礎ゼミナール担当予

定者間で診断結果を共有し、初年次教育に活

用するように準備を進めている。他の学部に

関しては、心理学部の取り組みを提示し、来

年度の導入を目指したい。 

[2-1] 基礎科目（英語、国語、数学）のプレイ 
スメントテストについては、英語と論述作文の

習熟度別授業のため、またキャリア数学の履修

誘導に使用している。採点結果・分析について

は学生本人にフィードバックしている。プレイ

スメントテストの全学的導入は英語のみで国語

と数学はそれに至っていない。１～２年生対象

の時間外学習に関する調査データを踏まえ、シ

ラバスガイドラインにおいて時間外学習を促す

よう内容を改訂した。

[2-2] 入学前学習については全学科で実施して

おり、課題の提出率はほぼ 100％となっている。 
提出された成果は１年生ゼミ担任、教務委員等

で情報共有している。入学前学習の成果と入学

後の学修成果との関連等について分析は進まな

かった。

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 基礎科目（国語、数学、英語）の入学時プレイスメントテストの全学的導入を引き続き検討する。

[2-2] 入学前学習を「学力の三要素」「社会人基礎力」、大学での学びへのマインドセットの診断のために実施する。そしてその結

果を、入学後の指導資料として活用する。

[2-3] 外国語（英語）の２単位化、40 名クラス編成（少人数教育）の実現について検討する。 
[2-4] 教養教育の運営（教員の組織的な連携）体制の点検を行う。

（２）経営学部
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】

[1-1] 専門教育と教養教育をバランスよく配置し、順次性のある授業科目を体系的に配置して

教育効果を高める。

[1-2] コースワークとリサーチワークをバランスよく配置し教育効果を高める。(修士課程)

[1-1,1-2 共通] 
①入学年度別単位取得状況分布・推移

②入学年度別 GPA 分布・推移

③カリキュラムマップやナンバリングに

よる体系性の表現と学生のアウトカム

（成果）検証

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1]  他学部・他分野とのより緊密・高度 
な連携・協力関係構築を視野に入れたカリ

キュラム改革の検討作業に入る。

カリキュラム改革について検討を行

い、4 月の教授会から数度議論を重ねた。

特に、国際プログラムの設置に向け、人

教職再課程申請等の事情で抜本的なカ

リキュラム改革には至らなかったが、幾

つかの改善、また国際プログラムの導入
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文学部との調整を行った。 を図り、カリキュラム改訂を実現した。

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 改訂したカリキュラムの実施を着実に行い、改訂の効果についての検証を行う。 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】

[2-1] 「読み、書き、計算」の基礎力の確認を行うとともに、その向上策を検討・実 
施する。また、「学習習慣」を身につけさせる方策を検討・実施する。経営学部では 2013 
年度からの新カリキュラムにおいて専門科目として計算能力の向上を目指すビジネス

数学Ⅰ、Ⅱを開設している。個別の検証を行いながら効果を測定していく。

[2-2] 入学前学習の効果を検証し、高等学校との連携の方策を検討する。 

[2-1] 
①入学時の基礎力確認

②学年進行後の基礎力確認

③学習ポートフォリオの整備や、蓄積された学

修成果の検証

[2-2]①入学前学習の効果の評価（入学後の成績

との関連性）

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1]  基礎ゼミ、経営学入門等の

基礎科目を含めた初年次教育の再編

を検討する。

基礎ゼミの方法について検討し、カリキ

ュラム改訂に反映した。基礎教育について

も同様に検討した。国際化の流れに合わ

せ、外国語学習の検討を行った。

基礎ゼミ・経営学入門Ⅰで共通テキストを使

い基礎概念の学習の徹底を図ることになった。

外国語学習を充実した。

[2-2]  初年次教育の再編と連動し

た入学前学習のあり方について検討

する。

他大学の E-Learning システムについ

て、調査検討し、学部への導入について検

討した。

有効な教育システムと判断し、導入すること

となった。

予算化され、次年度以降も継続的な利用を行

う。

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 改訂した初年次教育について、その効果を検証する。 
[2-2] 必要な改訂をさらに検討し、進める。 

（３）経済学部
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】

[1-1] 教養科目と専門科目を体系的に配置し、教養教育と専門教育の理念の融合を図り、基礎 

教養科目と専門科目のリエゾンあるいは統合を行う。 

[1-2] 異文化・多文化理解の深化、海外からの留学生(交換留学生)への教育、グローバル化で 

の学士力の検討を進める。 

[1-3] 経済学を中心とする社会科学分野を広く学習する。 

[1-1]「教養科目に関する方針」の策定と

その運用状況 

[1-2]海外留学・海外研修および国内留学

の派遣者数と受け入れ数の推移 

[1-3]「経済学部における社会科学分野の

学修方針」の策定とその運用状況 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 
1) 経済学部として重要視する教養科目を

シラバスに掲載することを検討する。

2) 汎用性技能（日本語や外国語のリテラシ

ー、情報リテラシー）の学習における基礎教

育科目とその後の専門基礎科目との関連付

けについて議論する。

1) カリキュラムマップに教養科目を加

えた。

2）英語教育について内容について担当者

には学部の意向を伝えた。併せて、２年生

以降の履修者を増やすために、指導教員か

ら誘導するよう決定した。

「教養科目に関する方針」については

策定していない。来年度策定するかも含

めて検討する。2 年生以降の英語につい

ては指導教員からの働きかけをしたも

のの履修者増には至っていない。 

[1-2] 
1) 異文化・多文化の理解とグローバル社会

に対応する 3・4年次に向けた英語教育の充

実を図る。具体的には、国際経済コースの学

生に「英語と海外文化」や「海外フィールド

ワーク」の受講を促し、受講者増を達成させ

る。

2) 学生の海外留学・海外研修あるいは国内

留学を推進する。

1) 「英語と海外文化 A，B」の履修者を確

保するため、国際経済コース登録者及び

英語の基礎学力がある学生には履修を指

導教員から促すことを決定した。また、

「海外フィールドワーク」は 5名の学生

が中国に行き、北京農学院大学の学生と

の交流を深めた。

2) セブ島への語学研修を実施し、2名の

学生を派遣した。

「英語と海外文化」の履修者が少なか

ったことから、来年度は増やすよう、履

修すべき学生のリストを作成した。海外

留学については２名、国内留学は沖縄国

際大学から 1名受け入れたが、派遣され

ていない。多くの派遣者が出るよう学生

に促すと同時に来年度以降も語学研修

を継続的に派遣できるよう働きかけて

いきたい。 

[1-3]
1) 経済学を中心とする社会科学分野（法律

学や情報社会や社会学）の学習内容の現状を

把握するとともに、改善策を検討する。

2) 新カリキュラムの具体化。完成年度を迎

え、カリキュラムを点検し、社会科学分野の

学修の到達点を検討する。

1) CUPコース担当教員から学習状況につ

いて情報提供を受けた。また、履修状況に

ついて教授会で確認した。

2) カリキュラム検討 WGで検討した。学部

再編の際に活用したい。

社会科学分野（法律学や情報社会や社

会学）の学習内容については情報提供を

確認するとともに、履修者の状況を把握

したにとどまっている。今後更なる検討

を行いたい。 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 
1)「教養科目に関する方針」について検討する。

2)汎用性技能（日本語や外国語のリテラシー、情報リテラシー）の学習における基礎教育科目とその後の専門基礎科目との関連付

けについて議論する。

[1-2] 
1)異文化・多文化の理解とグローバル社会に対応する 3・4年次に向けた英語教育の充実を図る。具体的には、国際経済コースの

学生に「英語と海外文化」や「海外フィールドワーク」の受講を促し、受講者増を達成させる。

2)学生の海外留学・海外研修あるいは国内留学および語学研修を推進する。

[1-3]
1)経済学を中心とする社会科学分野（法律学や情報社会や社会学）の学習内容の現状を把握するとともに、改善策を検討する。

2)新カリキュラムの具体化。カリキュラムを点検し、社会科学分野の学修の到達点を検討する。
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中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】

[2-1] 経済のグローバル化、ユニバーサル段階、職業能力に対応する学習方法の開発と推進 

[2-2] 基礎力と数的処理能力やコミュニケーション力や汎用的技能の養成・鍛錬 

[2-3] 経済的思考力のための学習 

[2-4] 社会人力（チームワーク、リーダーシップなど）を身に付ける 

[2-5] 情報社会を意識した学習や職業能力と職業を意識する学習およびコンピュータ実習と 

コミュニケーション力の養成

[2-6] 教育課程とエクステンションセンターの連続性を図る 

[2-7] データ収集／データ分析とマルチメディア処理と情報通信ネットワーク教育の連携 

[2-8] 入学前学習の効果を検証し、高等学校との連携の方策を検討する。 

[2-1] 
①学習ポートフォリオの整備や、蓄積さ

れた学修成果の検証

②海外留学・海外研修および国内留学の

派遣者数と受け入れ数の推移

[2-2] 
①英語資格試験の取得状況

②コンピュータ関連の資格取得状況

③ゼミナール所属率

[2-3] 
①授業評価アンケート

②講義の受講状況

③コンピュータ関連の資格取得状況

[2-4] 
①職業と人生の履修率

②インターンシップ参加者数

③ジョブパス 3級の合格率

[2-5] 
①コンピュータ関連の資格取得状況

②コンピュータ基礎の成績分布

[2-6] 
①エクステンションセンター受講状況

②エクステンションセンターによる資

格取得者の推移

③エクステンションセンター受講補助

利用者数

[2-7] ①情報関連科目の受講状況

[2-8] 
①入学前学習の効果の評価（入学後の成

績との関連性）

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 
1) 経済のグローバル化に対して、学生の日本

語能力、数的処理能力、ならびに英語などの

外国語の能力を鍛錬する学習方法の改善と

推進を引き続き図る。

2) 学生の異文化体験やコミュニケーション

力の向上を図るために、国内留学制度や海外

の留学制度を引き続き活かす。

3) 国際コースの学生に対して語学留学の補

助が実施できるよう学生に呼びかける。

4）初年次教育における自校教育について検

討する。

1) 経済のグローバル化に対して、英語教

育について検討し、履修者数を増やすため

の方策を作成するとともに教育内容の要

望を行った。学習ポートフォリオについて

は、書式および実施時期を変更し、活用で

きるように改善した。

2) 海外の交換留学で 2名の受け入れを行

った。

3) 「英語と海外文化 A」において、語学

研修補助について説明し、2名の応募者が

あり、派遣した。

4) 具体的な検討はしていない。

経済のグローバル化に対する学習方

法の改善は、次年度も継続して行う。自

校教育については、全学的な議論を待ち

たい。 

[2-2] 
1) ユニバーサル段階の学生に対応し、学生の

言語能力と数的処理能力などの基礎力の向

上をはかる。

2) 「論述・作文 A、B」との連携を維持する

とともに、能力別クラス編成の効果について

検証する。

3) ゼミナール活動などを通して学生のコミ

ュニケーション・スキルの向上を引き続き図

る。

4) 「英語と海外文化」受講者に対する TOEIC

の受講補助を活用し、語学能力向上の支援を

行う。

5) さらなるゼミナール間の相互交流などを

検討する。

1) 「論述・作文 A、B」では昨年度に引き

続き、能力別のクラス編成を行い、基礎力

の向上に努めた。

2) ゼミナール活動を通して学生のコミュ

ニケーション・スキルの向上に努めた。

3) 「英語と海外文化」受講者に対して

TOEICを 4名(前期 2名、後期 2名)受検さ

せ、受験者の語学向上に努めた。

4) 卒業論文・ゼミナール論文の発表会を

学部単位で行い、ゼミナールの相互交流を

実現した。

基礎力と数的処理能力やコミュニケ

ーション力や汎用的技能の養成・鍛錬は

継続して取り組んでいる。その中で、教

養科目の英語の履修指導を取り入れた。

[2-3] 
1) 経済（学）的思考力のための授業内容の充

実を引き続き図る。

2) 経済学などの専門の基礎を固めるために、 

専門基礎科目の連携の現状を検証する。－た

とえば「ミクロ経済学 I」と「ミクロ経済学

II」など科目の継続的な受講がどのくらいさ

れているか

3) コース別に的確な履修ができるよう学生

に指導するとともに、現状を確認する。

1) 各担当教員の努力により授業内容の充

実を図ることができた。

2) コースごとに推奨する科目をシラバス

に提示し、基礎を固めるための体系的な学

修を確立した。しかし、継続的な受講に関

しては調べていない。

3) 指導教員に指導をお願いしたが、学部

としては現状を把握していない。

経済的思考力のための学習の充実に

努めている。カリキュラムマップと整合

するように推奨すべき科目を学生に提

示した。また、アクティブラーニング教

室や産業調査実習室の利用の仕方につ

いては従来通りの方法であった。 

[2-4] 
1) キャリア教育科目間の相互関連・連携を図

1) 「職業と人生 Iから IV」、「インターン

シップ」、および「産業調査演習」などの

①職業と人生の履修者は昨年度並みで

あったが、出席率が低いと報告があ
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る。特に「職業と人生 Iから IV」、「インター 

ンシップ」の受講率を上げる。

2) ＯＢ・ＯＧや官公庁や民間企業の学外講師

を招き、学生の職業意識と職業能力の伸張を

図る。

3) ビジネス演習Ａにおいて、ジョブパス 3

級の合格率が 90％以上にするよう教育する。 

体験型学習を通じて学生の職業能力や社 

会人力（チームワークやリーダーシップな 

ど）の増進に努力した。 

2) 経済学特別講義 Bにおいて 13人の学外 

講師を招いた。また、専門ゼミナール II

の時間帯に 1回学外講師を招き、学生の職 

業意識の伸張に努めた。

3) ジョブパスの合格率は 92％と前年の

88％を上回る結果となった。

り、指導を徹底させている状況であ

る。 

②「インターンシップ」の履修者数は昨

年度に比べ増加した。 

③昨年度に比べジョブパスの合格率が

90％を超えることができたが、さらに

合格率を高めるために数値目標を設

定したい。

[2-5]
1) 学生の情報関連科目の履修状況の調査お

よびコンピュータ基礎の成績分布の分析を

行う。

2) CUPコース情報プログラムの学生には資格

取得するよう教育するともに実績を把握す

る。

1) 情報関連科目の履修状況の調査および

コンピュータ基礎の成績分布を作成した。 

2) 情報関連科目の履修者は少ないが、Ｉ

ＰＡ（情報処理推進機構）のパンフレット

配布・説明や過去問演習等を通して資格取

得指導を行った。その結果、ＩTパスポー

トの合格者を出した。

情報関連科目の履修者は少なく、また

資格取得希望者も少ない。履修者増と資

格取得に向けた新たな教育指導方法を

検討する。 

[2-6]
1) エクステンションセンターを活用し、学生

の資格取得の支援を行う。

2) 全学的に実施されているエクステンショ

ンセンターの受講料補助を積極的に活用す

る。

エクステンションセンターのいくつか

の講座に対して受講料補助を行う制度を

設け、6 名(前年度は 10 名)の学生に補助

を行った。 

受講料補助の案内は教員が知らない

中で進められたため、学生への呼びかけ

ができなく昨年度に比べて減少した。さ

らなる学生の資格取得の支援をするた

め、キャリア支援課との連携を深めた

い。 

[2-7] 経済学部カリキュラムにおいて情報

関連科目の履修者の状況を把握するとと

もに、情報教育の位置づけの検討を行う。 

CUPコース担当教員から学習状況につい

て情報提供を受けるとともに、履修状況を

確認した。推奨する履修方法についてもシ

ラバスに掲載することを決めた。ただ、学

生からは情報関連の履修科目が少ない等

の声もあった。

情報教育の位置づけは行われていな

い。IT社会で活躍できる人材の育成を目

指すため、新たな情報専門教育のあり方

の策定が今後の課題である。 

[2-8] 
1) 過去 2年間の入学前学習の状況と入学後

の成績を比較して、効果の検証を検討する。

2) 入学前学習の提出方法について moodleを

用いた方法の実施を検討する。

1) 入学前学習の状況は調査したが、入学

後の成績とは比較していない。

2) 数学は moodleを用いた解答方法を試

みたが、開始が遅れ、受験生に混乱を与え

ることになってしまった。次年度は計画的

に実施したい。

入学前学習の効果の評価には至って

いない。高等学校との連携の方策につい

ても定まっていない。また、moodleを用

いた解答方法を確立し、すべての教科に

おいて実施できないか検討を開始する。

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 
1) 経済のグローバル化に対して、学生の日本語能力、数的処理能力、ならびに英語などの外国語の能力を鍛錬する学習方法の改

善と推進を引き続き図る。

2) 学生の異文化体験やコミュニケーション力の向上を図るために、国内留学制度や海外の留学制度を引き続き活かす。

3) 国際コースの学生に対して語学留学の補助が実施できるよう学生に呼びかける。

4）初年次教育における自校教育について検討する。

[2-2] 
1) ユニバーサル段階の学生に対応し、学生の言語能力と数的処理能力などの基礎力の向上をはかる。

2) 「論述・作文 A、B」との連携を維持するとともに、能力別クラス編成の効果について検証する。

3) ゼミナール活動などを通して学生のコミュニケーション・スキルの向上を引き続き図る。

4) 「英語と海外文化」受講者に対する TOEICの受講補助を活用し、語学能力向上の支援を行う。

5) さらなるゼミナール間の相互交流などを検討する。

[2-3] 
1) 経済（学）的思考力のための授業内容の充実を引き続き図る。

2) 経済学などの専門の基礎を固めるために、専門基礎科目の連携の現状を検証する。－たとえば「ミクロ経済学 I」と「ミクロ経

済学 II」など科目の継続的な受講がどのくらいされているか

3) コース別に的確な履修ができるよう学生に指導するとともに、現状を確認する。

[2-4] 
1) キャリア教育科目間の相互関連・連携を図る。特に「職業と人生 Iから IV」、「インターンシップ」の受講率を上げる。

2) ＯＢ・ＯＧや官公庁や民間企業の学外講師を招き、学生の職業意識と職業能力の伸張を図る。

3) ビジネス演習Ａにおいて、ジョブパス 3級の合格率が 90％以上にするよう教育する。

[2-5]
1) 学生の情報関連科目の履修状況の調査およびコンピュータ基礎の成績分布の分析を行う。

2) CUPコース情報プログラムの学生には資格取得するよう教育するともに実績を把握する。

[2-6]
1) エクステンションセンターを活用し、学生の資格取得の支援を行う。

2) 全学的に実施されているエクステンションセンターの受講料補助を積極的に活用する。

[2-7] 経済学部カリキュラムにおいて情報関連科目の履修者の状況を把握するとともに、情報教育の位置づけの検討を行う。

[2-8] 
1) 過去 2年間の入学前学習の状況と入学後の成績を比較して、効果の検証を検討する。

2) 入学前学習の提出方法について moodleを用いた方法の実施を検討する。
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（４）人文学部人間科学科
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】

[1-1] 専門教育と教養教育をバランスよく配置し、順次性のある授業科目を体系的に配置して教 
育効果を高める。

[1-2] 各種資格課程で必要となる科目相互および学科カリキュラムとのあいだで、時間割の衝突 
などによる履修上の不利益ができるだけ発生しないような工夫を試みる。

①カリキュラムマップやナンバリング

による科目の体系性の表現

②入学年度別単位取得状況分布・推移

③入学年度別 GPA 分布・推移

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 専門教育からみて教養教育が効果的に 
配置されているかどうかについて検証する。 

[1-1] 履修要項やカリキュラムマップ作 
成・確認時にあらためて検証したところ、 
形式的配置に問題はない。

①実際の科目の内容や教養教育の実効

性については別に検証することが必

要であろう。

①カリキュラムマップ
②【指標なし】
③【指標③入学年度別 GPA 分布・推移】 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 専門教育からみて教養教育が効果的に配置されているかどうかについて検証する。とくにこのかん進められてきた教養科目 
精選が本学科学生への教育効果に与える影響を分析する。

[1-2] 各種資格課程で必要となる科目相互および教養・専門カリキュラムとのあいだで、時間割上どのような問題が発生している 
か、学科会議で検討する。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】

[2-1] 教育課程の編成・実施方針に基づいた、各課程に相応しい教育内容を提供するための創

意工夫に努める。

[2-2] 基幹科目「人間科学基礎論」や、公開講座として実施する「人間論特殊講義」において、 
教育目標 1．「人間と人権を尊重する精神を身につけた学生を育成する」及び教育目標 3．「既 
存の学問分野の相互連携と学際的な研究・教育を重視し、人間と人間を取り巻く環境の諸問題

に関して広い視野をもつ学生を育成する」の達成に向けた教育内容の充実を図る。

[2-1] [2-2]共通 
①入学年度別単位取得状況分布・推移

②入学年度別 GPA 分布・推移

③カリキュラムマップやナンバリング

による体系性の表現と学生のアウト

カム（成果）検証

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 各課程にふさわしい教育内容の提供に

つながる創意工夫のアイディアについて情報 

を収集する。

[2-1] 各課程にふさわしい教育内容の提

供につながる創意工夫のアイディアにつ 

いては領域ごとの打ち合わせや学科会議 

の場で話し合った。また、授業評価アン 

ケートの活用として情報を収集した。

[2-1]2015年度で指摘したように、指標

の妥当性を再検討する必要がある。 

「学生による授業評価アンケートの組 
織的活用について」（7 月学科会議資料） 

[2-2] 【人間科学基礎論】1 年次配当の必修 
科目「人間科学基礎論」は 2015 年度から、学 
科の教員が週替わりで担当し、共通テーマに

ついて各専門分野の視点から論じる形式を新

たに導入している。今年度もひきつづき「ダ

イバーシティ」を共通テーマとして実施する。 

[2-2] 【人間科学基礎論】ひきつづき教 
育目標 1 および 3 をふまえて、13 名の 
学科教員がそれぞれの研究領域の観点

から人間と多様性に関わるテーマを選

定して講義を実施した。教員同士による

授業の相互参観なども行い、とりわけ前

後する回の学問領域間の関連付けには

配慮した授業運営を実施した。欠席者を

少なくするための工夫などひきつづき

課題を共有しながら授業を運営してい

く。

履修者 108 名のうち、他学科履修者

10名を除く 98名中、1年生 88名、2年

生 3名、3年生 3名 4年生 3名、留学生

1 名。108 名中の合格者 91 名（84.3%、

秀 19名、優 33名、良 28名、可 11 名）、

不可 17 名（20.6%）。昨年度と同様に不

可評価学生のほとんどは、欠席が多く平

常点が不足。期末課題にて授業テーマに

ついての総合的な論評を課したが、受験

者 94名の平均点は 21.2点（22点満点）。

総合的に見て昨年同様に目標を達成し

た。「人間科学基礎論 2017 年度の結果
について」（10 月学科会議資料） 

【人間論特殊講義】受講者が伸び悩んできた

「特講」のあり方を検討する中で、OB・OG
ならびに本学関係者、福祉・教育の実務者へ

のリカレント教育的な位置づけをねらって、

夏季集中ではなく前期土曜午前 2 コマ続きに

設定した。またテーマを「人間の生命と尊厳

について考える：相模原事件から 1 年」とし

て、学内外の講師に登壇していただく企画と

なっている。最終日は学部創設 40 周年記念事

業の「対話集会」と位置づけ、作家・社会活

動家の雨宮処凛氏を招き、歴史ある人文学部

公開講座としての社会的認知を高めたい。

【人間論特殊講義】人間科学科の教員 4
名、臨床心理学科から 2 名、こども発達

学科から 1 名、法学部から 2 名、経済学

部から 2 名、学外講師 2 名が、連休明け

の 5 月 13 日から、土曜午前 1・2 講で 7
週にわたって左記のテーマで連続講義

を行った。履修者は全員人文学部で 42
名であった。そのほかに、学外者が 40
名前後参加しており、全体として例年以

上に盛況であった。

最終回の 7 月 8 日は人文学部創立 40 周

年記念事業として位置づけ、雨宮処凛氏

との対話集会を実施した。学内外から計

163 名の参加があり、活発なやり取りが

なされた。

・「人間論特殊講義」情宣チラシ 
・「40 周年記念事業 実施報告」（7 月

教授会資料） 
・「人間論特殊講義」の実施報告・出席

状況（9 月学科会議資料） 

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 各課程にふさわしい教育内容の提供につながる創意工夫のアイディアについて情報を収集する。

[2-2]【人間科学基礎論】人間科学科の初年次教育の一環として、人間科学に関する共通テーマで学科の教員のうち 13 名がそれぞ 
れの専門分野の視点から講じる形式となり、そのテーマを多様性（ダイバーシティ）として 4 年目になる。今年度も同様に継続す 
ることにした。人間科学科全体の学びの入門として、領域間のつながりについても考慮する。 

[2-3] 【人間論特殊講義】長年市民向けに公開講座として継続されてきた「人間論特殊講義」をつづけるため、2018年度も「道民

カレッジ」の連携講座および「えべつ市民カレッジ」との共催で実施する。開講の形は、夏季集中ではなく、昨年同様、前期土曜

日午前２コマ続きとした。テーマは、「人口減少時代の大学と地域の連携」とし、学生には地域社会の中に飛び込んで学ぶ学びの

魅了を伝えるとともに、市民の方々には学生が自ら住んでいる地域で活動する意義について理解していただくことをねらいとして

いる。
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（５）人文学部英語英米文学科
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】

[1-1] 教育課程の編成・実施方針に基づき、順次性のある授業科目を体系的に配置して教育効 
果を高める。

①学年度別単位取得状況分布・推移

②入学年度別 GPA 分布・推移

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1]  カリキュラムマップを活用し、順次 
性のある科目体系について、履修ガイダン

スなどを通して理解・周知させる。また授

業科目体系を評価する方策として、単位取

得状況・GPA 分布などのデータの検証を継 
続して行う。

カリキュラムマップは、教務課での掲示

を継続し、履修ガイダンス等で言及してい

るが、周知させるまでに至っていない。単

位取得状況は学科会議で随時報告した。ま

た、入学年度別 GPA 分布についても検証

した。各学年において 2.0 以上の学生が占

める比率は 4 年生が 82％、3 年生が 66％、

2 年生が 72％、1 年生が 80％と、学年に

よって差があるものの比較的高い。一方

で、2.0 未満の学生が一定数いることも明

らかになった。

カリキュラムマップの効果的活用方

法について、検討を進める。単位取得状

況・GPA 分布などのデータの検証を継続

する。 

【指標「カリキュラムマップ」「2017 年
度人文学部入学年度別 GPA 分布」 
2017 年度第 10 回学科会議 「単位修得
状況」 「英語英米文学科 4 年生の内定
状況」、別添資料「専門ゼミナール名簿」】 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] カリキュラムマップを活用し、順次性のある科目体系について、履修ガイダンスなどを通して理解・周知させる。また授業 
科目体系を評価する方策として、単位取得状況・GPA 分布などのデータの検証を継続して行う。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】

[2-1] 一年次の導入教育から 4 年次専門ゼミナールまで、継続して英語運用能力を高めるため 
に効果的な教育内容を検討する。

[2-2] 入学前学習の効果を検証する。

[2-1] 
①入学時の基礎力確認

②学年進行後の基礎力確認

③蓄積された学修成果の検証

[2-2] 入学前学習の効果の評価（入学後

の成績との関連性）

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 英語運用能力に関わる新科目の中で 
も、特に新規開講となる専門ゼミナール D の 
円滑な運営に努める、そして新科目間の関連

性を継続して検証する。

新規開講科目「専門ゼミナール D」の

募集方法とスケジュールについて学科会

議で入念に確認し、学生に周知した。そ

の結果、10 名が登録し、2 ゼミで開講す

ることができた。

新規開講科目「専門ゼミナール D」の

募集方法について確認し、2 ゼミで開講

することができた。運用方法については、

今年度の実施状況に基づき、検証を行う。 
【指標 2017 年度第 3 回学科会議資料
「専門ゼミナール D の開講とスケジュー
ルについて」、第 5 回学科会議資料「専
門ゼミナール D の登録結果」】

[2-2] これまで行ってきた入学前課題を継 
続するとともに、その取り組み状況と、入学

後の成績の関連性の検証を継続する。

学科会議において、入学前課題の提出

状況と得点を検証し、過去 2 か年の結果

と比較検討を行った。その結果、入学後

の修学状況と、ある程度の相関関係があ

ることが認められた。

入学前課題を継続し、入学後の修学状

況との相関関係を引き続き検証する。

【指標 2017 年度第 10 回学科会議資料 
「AO・推薦入学者入学前課題の結果につ
いて】 

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 今年度も引き続き英語運用能力に関わる新科目（英文講読 D、資格・検定英語、専門ゼミナール D）の円滑な運用を目指し、 
点検と評価を行う。

[2-2] これまで行ってきた入学前課題を継続するとともに、その取り組み状況と、入学後の成績の関連性の検証を継続する。 

（６）人文学部こども発達学科
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】

[1-1] 専門科目と教養科目をバランスよく配置し、順次性のある授業科目を体系的に配置

して教育効果を高める。 

[1-2] 専門教育と教養教育のバランスに留意しつつ、資格取得に向けた授業科目の順次性

を考慮し、カリキュラムマップで構造化して教育効果を高める。 

[1-1、1-2 共通]
①入学年度別単位取得状況分布・推移（全学） 

②入学年度別 GPA 分布・推移（全学）

③カリキュラムマップなどによる体系性の

表現と学生の成果検証

④教職課程履修カルテ

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 教養と教養の科目バランス、年次

進行の体系化を、学生の出席状況、単位

取得状況や GPA などから把握し、教職員

で共有していく。課題への対策を考えて

いく。

 専門科目と教養科目のバランスと年

次進行の体系化を、出席状況、単位取得

状況や GPA から把握した。その結果を、

GPS 分布などで教職員で共有した。ま

た現状の教育のの課題をFDとして検討

した。

現状分析を 3/3 実施。検証を 2/2 を実施。

達成 0/1 を実施。

【指標「計画表」D4-2-1:順次性のある授業
科目を体系的に配置】 
【指標②「8．講義ごとの単位修得率」】 
【指標②「入学年度別 GPA 分布・推移」】 
【指標「FD 報告書」】

[1-2] 教員・保育士としての資格取得に

必要な専門科目、社会人として必要な教

養科目を見渡せるカリキュラムマップや

教職課程履修カルテを活用していく上で

提示された課題への対策を考えていく。

 再課程認定で教職資格取得に向けた必

要な専門科目を見直した。また、教職課

程履修カルテの修正のための準備をし

た。保育士養成カリキュラムでは、「養成

施設等指導調査」を受けて、「保育実習ハ

ンドブック」の活用に努めた。

現状分析を 2/2 実施。検証を 2/2 を実施。

達成 0/1 を実施。

【指標「計画表」D4-2-1:資格取得に向け 
た授業科目の順次性を考慮し、カリキュラム 
マップで構造化して教育効果を高める】
【指標「再課程認定の資料」】書類の性質上
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 保育士の社会人として必要な教養科

目を見渡せるカリキュラムマップやま

た現状の課題を抽出した。

添付せず 
【指標「養成施設等指導調査」】 
【指標「教職課程履修カルテ」】※現物 
【指標「保育実習ハンドブック」】※現物

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 専門科目と教養科目がバランスよく効果的に配置されているかどうかについて検証する。 
[1-2] 小学校教諭、保育士としての資格取得に向けた必要な専門科目、社会人として必要な教養科目を見渡せるカリキュラムマッ 
プや教職課程履修カルテ、保育士指定科目チェック表を活用する。また、現状の課題を抽出し、対策を検討する。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】

[2-1] 「読解力、理解力、計算力」という基礎力を客観的に把握し、その向上策を検討・実施 

する。さらに、情報処理および伝達能力という応用力の獲得を目指し、学習習慣の定着を促す 

方策についても検討・実施する。 

①入学時の基礎力確認（全学）

②学年進行毎の基礎力確認（全学）

③学習ポートフォリオの整備（全学）

④資格講座の出席状況や模試評価

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 入学時の基礎力および学年進行に

伴う基礎力の向上策とその成果を成績等 

で検証する。また、応用力の獲得につい 

てもその向上策と成果を出席状況や成績 

結果などから考察し、学習習慣の定着を 

促す方策となっているか検討する。

入学時の基礎力を確認し、その変化を把握

して、資格取得のための講座（東京アカデミ

ー）への出席状況と模擬試験の結果などを教

職員で情報共有した。問題を抱えた学生や学

習習慣を定着する方策を FD などで検討し

た。

基礎力：現状分析を 4/4 実施。検証を 2/2
を実施。達成 2/2 を実施。

応用力：現状分析を 3/3 実施。検証を 2/2
を実施。達成 1/2 を実施。 
【指標「計画表」D4-2-2】 
【指標「こども発達学科 FD」報告】 
【指標「東京アカデミー出席状況」】 
【指標「情報保障 2017 年度前期 T さん
振り返り面談結果」】 
【指標「情報保障 2017 年度後期 T さん
振り返り面談結果_最終版」】 
【指標「場面緘黙学生 I さんの近況報告
（2018 年 3 月 6 日発信メール文書）」】 
【指標「20170302 こ発学科会議_T さん
の配慮の意味について」】 
【指標「配慮文書（I さん 201709）」】 

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 入学時の基礎力および学年進行に伴う基礎力の向上策や応用力の獲得について出席状況や成績結果等で検証し、資格取得を 
視野に入れ学生の能力に応じた補習教育、補充教育の実施について検討する。また、学生の自主的な学習を促進するための取り組

みについて検討する。

（７）心理学部
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】

[1-1] 専門教育と教養教育をバランスよく配置し、順次性のある授業科目を体系的に配置して

教育効果を高める。

①学年度別単位取得状況分布・推移

②学年度別 GPA 分布・推移

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 新学部設置を機会に、教育効果 
がより高まる授業科目を体系的に配置

した。指標①②を経時的に測定、分析、 
評価する。

GPA と入試制度やサークル活動などとの関

連を分析した。また、新学部設置および公認心

理師課程導入に伴い、体系的な教育課程の編成

を行うことができた。さらに、入学前課題の内

容や添削方法、各学年ゼミの運用方法など、運

用の詳細を学科会議で話し合うことができた。

2017 年度に話し合われた入学前課題の

内容や添削方法、各学年ゼミの運用方法

などについて、まだ詳細を詰め切れてい

ない部分もある。引き続きの議論が必要

である。【指標②】

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 学年度別の単位取得状況分布・推移、GPA 分布・推移に加え、メンタルヘルスに関する指標などをとり、経時的・多面的 
に教育課程を検証する。

[1-2] 公認心理師養成プログラムに対応した授業科目設定になっているか、検証する。 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】

[2-1] 教育目標をより深い水準で達成するために下記の課題に取り組む

・上位層教育の整備。

・修学困難者への適切な処遇

・休退学者減少のための施策整備

[2-2] 入学前学習の効果を検証し、高等学校との連携の方策を検証する。

[2-1] 
①入学年度別の入退学者数

②蓄積された学修成果の検証

[2-2] 
① GPA
②入学前学習の効果の評価（入学後の成績と

の関連性）

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 既存のデータから、「上位層」「修 
学困難層」「休退学者」の傾向分析をし、 
それぞれに応じた対策案を作成する。

既存のデータから、「上位層」「修学困

難層」「休退学者」の傾向分析をした。 

「上位層」「修学困難層」「休退学者」の傾

向分析をしたが、対応策についての議論はま

だ不十分である。特にスカラシップ入試が実

施された今年度以降「上位層」への対応策が

急務である。【指標「入学年度別 GPA 分布・

推移」】

[2-2]  [2-1]の分析結果から、入学前課題 
の目的を再検討し、効果検証の方法につ

入学前課題の目的を再検討し、効果検証

の方法について提案した。 

入学前課題の結果と、入学以降の学習状況

について、経時的に測定・分析する必要があ
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いて提案する。 る。【指標なし】

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 「上位層」「修学困難層」「休退学者」の傾向分析を継続し、それぞれに応じた対策案を作成する。特に「上位層」への対 
策案は急務である。

[2-2]  入学前課題の結果と、入学以降の学習状況を経時的に測定・分析する。 
[2-3] 学生の趣味・関心に応じた学修とそれに対する評価が可能となる方策を検討する。 

（８）法学部
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】

[1-1] 教養教育と専門教育の履修において、体系的に配置して教育効果を高める。 

[1-2] 法律学を中心に、社会科学の隣接分野の専門教育を幅広く提供する。 

[1-1,1-2 共通] 
①入学年度別単位取得状況分布

②入学年度別 GPA分布

③コース選択状況

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 現行カリキュラムの完成年度となる

ことを踏まえ、カリキュラムの検証を開始 

する。とりわけ、必修科目の達成状況、専 

門科目の履修状況および年次配置、教養科 

目の修得状況および所期したところ（豊か 

な教養の涵養）の達成程度等を中心に幅広 

い検証に着手する。 

卒業年次に到達した新カリキュラム 1 

年生（現 4 年生）についてみると、卒業

判定対象者 58名中、卒業不可が 4名いた。 

うち、英語の未修得 1名、学部コア科目 

のうち憲法入門と民法入門は 0名、他方、 

法学スキル基礎は 3名、コース基礎科目 

も 3名であった。これらから、特定の科 

目が修得できていないために卒業できな 

いというより、複数の科目修得に困難を 

抱え、かつ、単位も足りないことが読み 

取れる。つまづく層を中心に全般的な底 

上げが必要である。年次配置については、 

現行カリキュラムの更新を視野に、次年 

度に取り組む。また、豊かな教養の涵養 

との関係で、現行カリキュラムは教養 20 

単位、専門 104単位と、計 124単位のう 

ち教養の占める割合を下げている。しか 

しながら、教養 20単位ギリギリで卒業し 

た者は、54名中 22名であり、すなわち過 

半数が、卒業には必要な範囲を超えて積 

極的に教養科目した。これは積極的な評 

価が可能である。 

J14 の年度の学生のデータ：在籍 65

名、卒業判定対象 58名（7名は在籍期間

が不足のため）、卒業可 54 名、卒業不

可 4 名；在籍期間不足をあわせた 11 名

について、英語単位不足 3名、憲法入門

未修得 3名、民法入門未修得 2名、法学

スキル基礎未修得 7名、コース基礎科目

未修得 6名；教養科目修得単位数の最大

42、30単位以上が他に 8名

[1-2] 現行カリキュラムの特徴である、経

済学、社会学、情報分野といった隣接分野 

の科目配置の狙いがどの程度達成されてい 

るかを検証する。他学部ゼミの履修はやや 

低空飛行が続いているが、その要因および 

ゼミガイダンスにおける工夫を検討する。 

これらを通じて、法学・政治学系の専門科 

目と隣接諸分野との有機的な連携のあり方 

を引き続き検討していく。 

例年に引き続き、隣接科目を法学部専 

門科目として開講した。教員の再配置に

伴い、よく似た傾向の科目であっても、

法学部所属教員としての開講と経済学部

所属教員としての開講というように状況

が錯綜しており、検証は容易ではないが、 

CUPコースに所属し、他学部専門ゼミを受 

講するものが、新年度にかけても出てお 

り、経済学部と協働でのゼミガイダンス 

の効果が定着しつつある。 

新カリキュラム開始後、コース選択状

況をみてみると、CUP コースがスタンダ

ードとほぼ同じ割合で推移してきたが、

J17 の学年（新 2 年生）は少し様子が変

わり、スタンダードが伸び、CUP がやや

後退した。ゼミ選択動向と重ねてみる

と、むしろ正常化しつつあるといえる。

ゼミガイダンスをさらに工夫し、将来選

択との関係で1年生への働きかけを強め

ていきたい。 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] すでに現行カリキュラムの完成年度をむかえているが、学部再編の検討に入っているために、カリキュラムの改変を行う

ことはできない状況にある。従って、必修科目の達成状況、専門科目の履修状況および年次配置、教養科目の修得状況等を中心 

に幅広い検証を行うのみにする。 

[1-2] 現行カリキュラムの特徴である、経済学、社会学、情報分野といった隣接分野の科目配置の狙いがどの程度達成されてい

るかを検証する。他学部ゼミの履修ニーズはやや低いが、その要因の検討およびゼミガイダンスにおける工夫を行う。 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】

[2-1] 初年次における基礎学力の確認とその育成を図る。

[2-2] 法の理念や解釈に関する基本的な知識の修得を図る。

[2-3] プレゼンテーションとコミュニケーションの能力育成を図る。

[2-1] ①基礎学力にかかわる入門科目の

履修と単位取得状況 

[2-2] ①法学検定試験ベーシックコース

の合格状況 

[2-3] ①基礎ゼミナール、専門ゼミナー

ルのシラバスの確認、②ディベート大

会の開催実績

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 現行カリキュラムは、初年次の導入科目

として基礎ゼミナールや憲法入門、民法入門の 

科目を配し、新入生全員の履修を義務づけてい 

る。憲法入門、民法入門においては当然ながら、 

今後は基礎ゼミナールにおいても、法学部で学 

ぶ意味や法解釈学の方法論などを積極的に伝え 

ることで、学生が積極的に法学部での学びに取 

各種入門科目は例年通り実施し、基

礎ゼミナールについても各教員の裁

量により、学生に対して指導を実施し

ている。 

履修及び単位取得状況については概

ね例年通りであり、今後は単位を修得で

きなかった学生を中心とした基礎学力

の向上について検討を加える。 
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り組むことができる環境を構築し、出席状況及 

び単位習得状況により、その結果を確認する。 

[2-2] かねてより実施している法学検定試験

は学部生全員に対して受験を求めているが、そ 

れに合格することまでは必ずしも要求されてい 

ない。法学検定試験に合格していても、同検定 

試験は択一式であり、学部での論述式試験にお 

いて単位習得ができない学生もいることから、 

基礎学力の有無を測る指標として同検定が必要 

十分なものであるかは、今後の検討課題である。 

外部の試験によらなければ基礎学力の有無を測 

れないということはないはずであり、基本的に 

は学部内で行われる試験やレポート課題等によ 

って基礎学力を測る方策を検討していきたい。 

法学検定試験に合格するための科

目である法学スキル基礎、同応用を開

講し、前者については全員の履修を要

求している。単位修得に際しては、法

学検定試験に合格すれば無条件で、合

格しなかった場合は法学スキル基礎

の期末試験の点数に応じて合否を決

定している。なお、法学スキル科目は

2年次配当科目であるが、1年生のう

ちに検定試験に合格した場合は自動

的に単位が認定される。 

検定試験合格率は前年に比べて低下

している一方、法学スキル基礎の配当年

次ではない 1年生の中にも合格者が 26

名(50名受験)いた。得点率 80％以上の

エクセレント合格者が 2年生で 2名、1

年生に 3名いた。

[2-3] プレゼンテーション及びコミュニケー

ション能力の育成については、1年次は基礎ゼ

ミナール、2年次以降は専門ゼミナールを通じ

て行っているが、具体的な教育内容は統一的で

はなく各担当教員の裁量にゆだねられている。

そのこと自体は問題ではないが、学生のコミュ

ニケーション能力を引き出すことは教員にとっ

ても容易ではないため統一的に実施する内容を

策定するなどして一定程度画一的な育成方法を

確立することが可能かを検証したい。

シラバスについては統一的なもの

を各教員間で共有し、その範囲内で教

員の裁量により、基礎学力の向上を図

った。 

2018年 1月に実施したディベート大

会（3ゼミ参加）を実施することで、プ

レゼンテーション能力がどの程度つい

ているかを検証した。

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 初年次の導入科目として基礎ゼミナールや憲法入門、民法入門の科目を配し、新入生全員の履修を義務づける。また憲法

入門、民法入門、および基礎ゼミナールにおいても、法学部で学ぶ意味や法解釈学の方法論などを積極的に伝えることで、学生

が積極的に法学部での学びに取り組むことができる環境を構築する。 

[2-2] １年時より法学検定試験ベーシックを積極的に受けさせるとともに、エクステンションセンターによる講座を受けてもら

うことで合格率を高める方策を取る。  

[2-3] プレゼンテーション及びコミュニケーション能力の育成については、1年次は基礎ゼミナール、2年次以降は専門ゼミナー

ルを通じて行っており、さらに強化する。

（９）大学院法学研究科
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】

[1-1] カリキュラムに順次性のある授業科目を体系的に配置し、教育効果を高める。

[1-2] カリキュラムにコースワークとリサーチワークを適切に配置し、教育効果を高める。

[1-1,1-2 共通] 
①開講科目一覧表

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1]  2016年度に引き続き、教育課程の編成・ 
実施方針に基づき、教育課程が編成されている

のか確認する。

[1-1] 在籍大学院生のニーズを把握し、必要 
な教育課程を体系的に配置し、教育効果を

高めることに資している。

①開講科目一覧表、参照。

[1-2]  2016 年度に引き続き、地域社会マネジ 
メント研究科との連携を視野に入れつつ 、コ

ースワークとリサーチワークの体系性のあり

方について検討することを始める。

[1-2] 地域社会マネジメント研究科との連 
携協力については両研究科の在籍院生のニ

ーズの違い、目的の違いなどがあり今のと

ころ実質的な連携はしないが、今後の大学

再編の中でどのような連携協力が可能かに

ついて研究していく。

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 2017 年度に引き続き、教育課程の編成・実施方針に基づき、教育課程が編成されているのか確認する。 
[1-2] 大学院改革・再編については学部再編完成年次以降になったことにかんがみ、当面法学研究科として存続することとなっ 
た。法学研究科としての社会的ニーズの適切な把握、教育指導体制の確立を目指すとともに、大学院改革・再編に際し、地域マ

ネジメント研究科との協力の在り方を模索する。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】

[2-1] 開講科目の教育内容をシラバスで確認することを通じて、その適切性を継続的に検証する。 ①開講科目一覧表、参照。

②シラバス、参照。

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1]  教育課程の編成・実施方針に基づき、 
各課程に相応しい教育内容を提供しているの

か、開講科目の教育内容をシラバスで確認する

ことを通じて、その適切性を継続的に検証す

る。

[2-1] 運営会議で開講科目の教育内容の適

切性をシラバスで確認した。

①開講科目一覧表、参照。

②シラバス、参照。

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1]  教育課程の編成・実施方針に基づき、各課程に相応しい教育内容を提供しているのか、開講科目の教育内容をシラバス 
で確認することを通じて、その適切性を継続的に検証する。
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（１０）大学院臨床心理学研究科
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】

[1-1] 臨床心理士養成指定大学院としての要請に基づく教育課程･教育内容について、現有の

人的教育資源に基づく効果的な対応を検討する。

[1-2] 新たな国家資格として検討されている公認心理師制度の動向を踏まえて教育課程･教育

内容の検討を進める。

[1-1,1-2 に共通] 
①開設科目・担当者・単位取得状況

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] カリキュラム作成に際して、適切な人

的教育資源の活用を行う。

計画に沿って遂行した。

研究科教員資格審査に関わる基準と科

目適合性に基づいて適切に実施した。

① 達成

[1-2] 公認心理師制度のカリキュラム要件

などについて把握し、可能であれば 2018 年

度から公認心理師資格に必要なカリキュラ

ム改訂を視野に入れて検討する。

計画に沿って遂行した。

2017 年 9 月に公認心理師法が公布さ

れ、これに基づいて新年度から同資格養成

課程を含む新カリキュラムを開始する体

制を整えた。

① 達成

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 公認心理師法を鑑み、カリキュラム改変のためのワーキンググループを組織する。 
[1-2] 公認心理師制度および既存の臨床心理士制度のカリキュラム要件などについて把握し、統廃合・拡充を議論する。 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】

[2-1] コースワークとリサーチワークをバランス良く配置し教育効果を高める。

[2-2] 修了に必要な必修科目と認定協会から要請される選択科目を中心に 30 数単位程度の履修 
を大幅に上回る単位修得状態を把握し、対応を検討する

[2-1,2-2 に共通] 
①単位修得状況・修士論文の状況(内
容、レベル、執筆量)

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 高いレベルで実現されている現在の 
コースワーク､リサーチワークを維持し継続

する。

計画に沿って遂行した。

リサーチワークとして、M2 院生 5 名の

修論は評価基準を十分に満たすとともに執

筆量も十分であり学会発表レベル以上の研

究であった。

①達成

[2-2] 修了に必要な単位数を大幅に上回る 
単位修得状況を把握し、一年後期から開始さ

れる相談実習のケース担当との兼ね合いに

ついて検討する。

計画に沿って遂行した。

履修内容は院生の選択によるが、心理臨

床センターでの面談実習等の負担との兼ね

合いとともに、公認心理師資格要件に関わ

り必要な科目修得指導を行った。

①達成

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 研究指導計画の明示と周知の点検を、FD 会議で行う。 
[2-2] 院生の能力や学習進度、取得単位数等を把握し、補習・補充教育が必要かを判断するために、毎月の研究科委員会に FD 
会議を取り入れる。

（１１）大学院地域社会マネジメント研究科
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】

[1-1] 基本科目、コミュニティ科目、ビジネス科目をバランスよく配置するとともに授業科目

を体系的に配置して教育効果を高める。

[1-2] 講義科目とフィールドワーク的な要素をもった演習科目、インターンシップ等をバラン

スよく配置し、教育効果を高める。

[1-1,1-2 共通] 
①入学年度別単位取得状況分布・推移

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1]  大学院の方向性,退職した教員、これ

までの議論を踏まえ、カリキュラムの構成、

基本科目、コミュニティ科目、ビジネス科目

の内容を検討し、必要があればカリキュラム

の見直しを行う。

カリキュラムの見直しについては基本

科目や非常勤講師の科目についていくつ

かの意見があったが、十分な見直しは出来

なかった。

①院生は、単位取得状況は良好である。

長期履修者を除き、1 年目で修了に必要

な単位を取得している。また長期履修者

も十分な単位取得をしている。ただ休学

者が 1 名いるがすでに十分な単位を取

得している（資料 1） 
[1-2] 
①大学院生にフィールドワーク等に積極的

に参加を促す。

②今年度から「地域プロジェクト論演習」の

中で試験的にフィールドワークを行うこと

としたが、その結果を検証し、今後、フィー

ルドワークをどうカリキュラムに取りいれ

るか検討する。

①大学院生で調査や院生の研究テーマに

関連するシンポジウムなどへの参加の動

きが見られた。

②「地域プロジェクト論演習」のなかで試

験的にフィールドワークを組み入れた講

義が行われた。来年度以降継続するかどう

かは未定である。

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 学部再編の議論の動向、法学研究科との再編の議論、新キャンパスへの移転計画を踏まえ、大学院のビジョンと理念を明 
確にし、カリキュラムの構成、基本科目、コミュニティ科目、ビジネス科目の内容を検討し、必要があればカリキュラムの見直し

を行う。

[1-2] 
①院生へフィールドワーク、学会、外部のシンポジウム、政策提案公募等の学外で行われる情報を提供し、自主的な学習・研究機

会を増やす。

②フィールドワークをカリキュラムの中にどのように取り入れるか、今後も検討を続ける。
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中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 定期的にカリキュラム、科目の見直しを行い、教育課程の編成・実施方針に適合した教 
育内容の充実を図る。 

 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 学部再編の議論の動向、法学研究科と 
の再編の検討の内容を見ながら地域マネジ 
メント研究科の方向性を検討する。 

学部再編、研究科再編については現在議

論がなされている段階である。来年度の検

討課題となる。 

 

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 学部再編の議論の動向、法学研究科との再編の議論、新キャンパスへの移転計画、所属教員の研究と教育内容、社会のニー

ズを踏まえて地域社会マネジメント研究科の教育内容を検討する。 
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大学基準４．教育内容・方法・成果 
４-３ 教育方法

中期目標 

【目標１】教育目標を達成するために、適切な教育方法および学習指導を行う。 

【目標２】学生の学習意欲を促進させる適切なシラバスを作成し、これに基づいた授業を展開する。 

【目標３】単位制度の趣旨に基づいて、成績評価と単位認定を適切に行う。 

【目標４】教育効果について定期的な検証を行い、その結果に基づいて教育課程や教育内容・方法を改善する。 

（１）全学教務委員会
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】

[1-1] 教育目標の達成に向けた授業形態(講義・演習・実験等)の実施を検証する。 
[1-2] 学習指導を充実させるとともに、本学の新しい学習環境を活用して、学生の講義への主 
体的参加を促す授業方法を行う。

[1-3] 履修システムや時間割、学事暦を教育目標の実現に最適な方法を試行し実証する。 

[1-1,1-2,1-3 共通] 
①学生による授業評価アンケート

②入学年度別単位修得状況分布・推移

③入学年度別 GPA 分布・推移

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 「10 分 FD」を、学部学生の修学状況 
や指導状況、有効な指導方法に関する情報提

供の機会として活用する。修学状況と指導状

況にあたっては、2016 年度 NEWVERY によ 
る休退学予防コンサルなどの資料を参照す

る。指導方法の検討は、学生の主体的学び、

特に能動的学習の実現に向かって行う。

[1-2] 学生の主体的学び、特に能動的学習の 
実現に資する学内研修会を実施し、その成果

を教職員の行動の指針として活用する。有効

な実践事例を FD センターや学部教授会の 
「10 分 FD」を通じて周知し、積極的な活用 
を要請する。

[1-3] 学内外の行事等を円滑に遂行できるよ

うに暦に影響されないように授業時間を保持

しながら授業回数の削減を検討する。併せて、 
本学の教育効果が最適になるような学期制の

あり方(例えば 4 学期制)や、前後期の授業時 
間および授業開始時刻の変更などについて検

討を開始する。

[1-1] 会議冒頭の時間を留意すべき学生 
の情報交換と対策にあてる学科が生まれ

た。

[1-2] FD 研究会において、アクティブ 
ラーニングの実践例報告を行なった。ま

た少数参加者ながらアクティブラーニン

グの研修グループが有志によって立ち上

げられ、数回の実施を見た。

[1-3]  補講や追試の期間を保証できる

13 週で完結する時間割案を策定したが、 
全学的検討には至っていない。

[1-1] FD 活動を全学的に促進するた 
め 2016 年度から学科別に「10 分間」 
FD を導入した。これによって教員の 
FD 参加率は、導入前が 2 割程度であっ 
たものが学科平均 75％（2016 年 9 月 
～2017 年 9 月実績調査結果）に向上し 
た。

[1-2] 北海道教育委員会職員、現場の 
高校教員と連携して、高大接続、アク

ティブラーニングに関する研究会を行

った。

[1-3] 教育目標の実現に合わせた時間 
割、学事暦を見直しについては具体的

な検討が進まなかった。

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 「10 分 FD」を、学部学生の修学状況や指導状況、有効な指導方法に関する情報提供の機会として活用する。全学実施を 
目指す。

[1-2] 学生の主体的学び、特に能動的学習の実施率の数値目標を定める。

[1-3] 補講期間担保のため、授業時間を保持しながら授業回数の削減を検討する。併せて、前後期の授業時間および授業開始時

刻の変更などについて検討を開始する。

[1-4] 学生の能力に応じた補習教育、補充教育の実施について検討する。

[1-5]  学生の自主的な学習を促進するための環境づくりを検討する。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】

[2-1] 授業の内容、到達目標、授業内容・方法、授業計画、成績評価方法等必要な事項を明記

したシラバスを作成する。

[2-2] 授業内容・方法とシラバスとの整合性を検証し、維持する。

[2-1,2-2 共通] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致

度調査

②教員によるシラバスに基づいた講義

実施状況達成度調査

③学生による授業評価アンケート

④教員による授業の自己評価

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 学部、学科の教育目標に従い、各科目 
の「授業のねらい」「履修者が到達すべき目

標」を設定する。同時に「成績評価方法」を

「履修者が到達すべき目標」への到達度を測

定するものにする。

以上を、シラバスに明記することとする。

[2-2] 「学力の三要素」「社会人基礎力」「国 
語力」などの基礎学力やジェネリックスキル

の獲得がどのように目指されているかを、

「授業の進め方・時間外学習・学習上の助言」 
としてシラバスに明記する。

[2-3] 上記のようなシラバス内容となって 
いることを、教務委員が中心となって各学科

でチェックし、適切な記載になるようにす

る。

[2-1] シラバスガイドラインをつうじ 
て、各科目の「授業のねらい」「履修者が

到達すべき目標」「成績評価方法」「履修

者が到達すべき目標」「教育目標との関連

性」「課題フィードバック」を明記するよ

う各教員に求めた

2017 年度のシラバスの第三者チェック 
の結果をみると科目の約 2.0％（2016 年

度 2.9％）が要修正とみなされ、作成者へ

フィードバックした後、73.5（昨年度

68.0％）が適性に修正された。

[2-2]実施に至らなかった。次年度に実施

する。

[2-3]実施に至らなかった。次年度に実施

する。

シラバスについてこれまでの項目

「授業のねらい」「到達目標」「授業内

容・計画」「成績評価」等に加え、2017
年度から「課題のフィードバック」「学

科の教育目標と当該科目との関連」の 2
点を記載するように、シラバスガイド

ラインを見直した。2015 年度から「シ

ラバス第三者チェック体制」を敷き、

シラバス内容の組織的検証を行ってき

た。2017 年度は、より精度の高いチェ

ックを行うため体制を一部変更（チェ

ック担当者の科目を第三者がチェッ

ク）した。次年度のシラバスガイドラ

インにおいて基礎学力やジェネリック

スキルの獲得について明示するよう改

訂したい。
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2018

年度

年次計画内容

[2-1] 学部、学科の教育目標に従い、各科目の「授業のねらい」「履修者が到達すべき目標」を設定する。同時に「成績評価方法」 
を「履修者が到達すべき目標」への到達度を測定するものにする。以上を、シラバスに明記することとする。実施率 100%を目指 
す。

[2-2] 「学力の三要素」「社会人基礎力」「国語力」などの基礎学力やジェネリックスキルの獲得がどのように目指されているか

を、「授業の進め方・時間外学習・学習上の助言」としてシラバスに明記する。実施率 100%を目指す。 
[2-3] 上記のようなシラバス内容となっていることを、教務委員が中心となって各学科でチェックし、適切な記載になるように

する。

[2-4] 授業内容とシラバスとの整合性の確保の取組み、すなわちシラバスの第三者評価を強化・徹底する。

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】

[3-1] 科目の特質に応じて多面的な評価を採用するとともに、評価方法・基準をシラバ 
スに明記し、それに従った評価を行う。

[3-2] 単位の実質化を図ることができる教育方法、学修指導を行う。

[3-1] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調査

（成績評価方法の記載状況）

②学生による授業評価アンケート

④教員による授業の自己評価

⑤学生の GPA 推移表

[3-2]
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調査

（事前・事後学習の記載状況）

② 学 生 に よ る 学 修 時 間 の 申 告 調 査 や

e-learning 等を用いた学修時間の計測

③学生による授業評価アンケート

④教員による授業の自己評価

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[3-1] 教学 IR や授業評価アンケートの 
データを解析し、学生の実行動と成績評

価の関連性を見出す。

[3-2] 単位取得状況や科目毎の成績分 
布から、学科毎の教育方法、学修指導の

改善に生かす。

[3-3] 「到達すべき目標」への到達をも 
って単位取得となるよう、不合格者に対

する有料制補講の実施を検討する。

[3-1] 臨床心理学科において、卒業時 
GPA や就職を目的変数とし、入試制度、 
高校評定などを説明変数とした分析を

行なった。その成果を全学教務委員会

を通じて、各学科に周知した。

[3-2] 全学教務委員会において教養科 
目の単位修得状況とＧＰＡ分布データ

等を参照しながら検討を行った。

[3-3]  一部学科において検討を開始

した。

授業評価アンケート結果をもとに、各学科

において全体を分析し、高評価の教員へのイ

ンタビュー等をつうじて教育改善にはかる等

の取組みを行ってきた。

科目毎の単位取得状況データ、１～２年次

の学修行動調査、ＧＰＡ分布データ、出身高

校別のＩＲ分析データ等を用いて教養科目編

成の改訂や各学科での修学指導に活用した。

2018

年度 

年次計画内容 

[3-1] 教学 IR や授業評価アンケートのデータを解析し、学生の実行動と成績評価の関連性を見出す。 
[3-2] 単位取得状況や科目毎の成績分布から、学科毎の教育方法、学修指導の改善に生かす。 
[3-3] 「到達すべき目標」への到達をもって単位取得となるよう、不合格者に対する「有料制補講」の実施を検討する。時間割 
整備(十分な補講期間を設定する等)と関連させて検討する。 

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】

[4-1] 教育目標と学位授与方針との連関性の検証と並行し、教育目標の達成状況を測定する指

標を検討し適用する。

[4-2] 教育効果を上げるために、教育内容・方法について、ＦＤ等を通じて組織的な改善の取

り組みを行い、さらなる教育成果の向上を図る。

[4-1,4-2 共通] 
①教育目標達成状況測定指標の作成

②入学年度別単位修得状況分布・推移

③入学年度別 GPA 分布・推移

④入学年度別学位授与状況

⑤進路決定状況

⑥学部・学科 FD、FD 研究会等実施状況

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[4-1] 教学 IR の分析を組織的に行い、教 
育目標、学位授与方針の適正化に活かす。

[4-2] 入試成績、入学前学習等の入学前の 
情報から、初年次教育、専門教育に至る情

報の連関を見出すべく、教学 IR を組織的 
に行なう。その成果を教育方法の適正化に

活かす。

[4-3] FD センターと協力し、優れた教育 
方法、教育内容の実践事例を抽出し、「FD 
研修会」や「10 分 FD」などで紹介し、周 
知する。

[4-1] 臨床心理学科において、卒業時 
GPA や就職を目的変数とし、入試制度、 
高校評定などを説明変数とした分析を行

なった。これは新設の心理学部の教育目

標、学位授与方針の適切化に活用される予

定となっており、今後は他学科に対しても

検討を要請していく。

[4-2] 臨床心理学科において、卒業時 
GPA や就職を目的変数とし、入試制度、 
高校評定などを説明変数とした分析を行

なった。

[4-3] アクティブラーニングについては 
実践報告が行なわれ、新設の心理学部の初

年次教育「基礎ゼミナール」のアクティブ

ラーニング化につながった。

教育目標、学位授与方針の適切性の観

点から、2016～2017 年度の２カ年にわ

たって江別市と企業の協力を得て、点検

評価を受けた。

授業評価アンケート結果をもとに、各

学科において全体を分析し、高評価の教

員へのインタビュー等をつうじて教育改

善にはかる等の取組みを行ってきた。科

目毎の単位取得状況データ、１～２年次

の学修行動調査、ＧＰＡ分布データ、出

身高校別のＩＲ分析データ等を用いて教

養科目編成の改訂や各学科での修学指導

に活用した。FD センターと協力し、優

れた教育方法、教育内容の実践事例を抽

出し、毎年５回程度の FD 研究会の中で

紹介、周知してきた。

2018

年度 

年次計画内容 

[4-3] FD センターと協力し、優れた教育方法、教育内容の実践事例を抽出し、「FD 研修会」や「10 分 FD」などで紹介し、周知

する。
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（２）経営学部
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】

[1-1] 教育目標の達成に向けた授業形態(講義・演習・実験等)の実施を検証する。 
[1-2] 学習指導を充実させるとともに、本学の新しい学習環境を活用して、学生の講義への主

体的参加を促す授業方法を行う。経営学部では実践教育科目であるフィールド実践科目群を中

心に新しい学習環境の利用を積極的に行うことによって、その効果などの測定を行い、授業の

改善に生かしていく。

[1-1,1-2 共通] 
①学生による授業評価アンケート

②入学年度別単位修得状況分布・推移

③入学年度別 GPA 分布・推移

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 教育目標の達成に向けた授業形態

(講義・演習・実験)の検証作業を継続する。 
様々な授業形態が行われている点につ

いては教務委員会として認知しているが、

具体的な検証作業は行わなかった。

授業評価アンケートにより、一定の検

証は可能であるが、個々の教員と教務委

員会との相互検証作業はしていない。

[1-2] コラボレーションセンターなど学内

のアクティブラーニング教室の積極的な活

用を継続する。

継続して活用がなされた。 活用の結果についての指標に基づく

評価はできなかった。次年度、授業評価

アンケートなどに基づき評価する。

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 教育目標の達成に向け、多様な授業形態(講義・演習・実験)を展開する。 
[1-2] アクティブラーニングの積極的な展開を進める。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 

[2-1] 授業の内容、到達目標、授業内容・方法、授業計画、成績評価方法等必要な事項を明記

したシラバスを作成する。

[2-2] 授業内容・方法とシラバスとの整合性を検証し、維持する。

[2-1,2-2 共通] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致

度調査

②教員によるシラバスに基づいた講義

実施状況達成度調査

③学生による授業評価アンケート

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] シラバスガイドラインに沿っている

か検証作業を継続する。

引き続き検証を行っている。 ガイドラインに沿っている。

[2-2] シラバスと授業内容・方法との検証

作業を継続する。

引き続き検証作業を行っている。 学生の受講状況に合わせ適宜、変更さ

れる例も見られるが、シラバスに沿った

授業が行われている。

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] シラバスガイドラインに沿っているか検証作業を継続する。

[2-2] シラバスと授業内容・方法との検証作業を継続する

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 

[3-1] 科目の特質に応じて多面的な評価を採用するとともに、評価方法・基準をシラバス

に明記し、それに従った評価を行う。

[3-2] 講義の事前・事後学習も含めて学生の学修時間を確保し、単位の実質化を図ること

ができる教育方法、学修指導を行う。

[3-1] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調査

（成績評価方法の記載状況）

②学生による授業評価アンケート

[3-2] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調査

（事前・事後学習の記載状況）

② 学 生 に よ る 学 修 時 間 の 申 告 調 査 や

e-learning 等を用いた学修時間の計測

③学生による授業評価アンケート

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[3-1] 評価方法・基準がシラバスに明記され

ているか確認作業を継続する。

確認作業を行った。 シラバスに明記されている。

[3-2] 単位の実質化を図る教育方法・学修指

導の検証作業を継続する。

検証作業を継続した。 卒業時の少数単位不足者に対する指導につ

いて意見が出され、検討することになった。

2018

年度 

年次計画内容 

[3-1] 評価方法・基準がシラバスに明記されているか確認作業を継続する。

[3-2] 単位の実質化を図る教育方法・学修指導の検証作業を継続する。

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 

[4-1] 教育目標と学位授与方針との連関性の検証と並行し、教育目標の達成状況を測定する

指標を検討し適用する。その際 GPA や単位取得状況など具体的な数値を利用した検証を行 
う。

[4-2] 教育効果を上げるために、教育内容・方法について、ＦＤ等を通じて組織的な改善の

取り組みを行い、さらなる教育成果の向上を図る。

[4-1,4-2 共通] 
①教育目標達成状況測定指標の作成

②入学年度別単位修得状況分布・推移

③入学年度別 GPA 分布・推移

④入学年度別学位授与状況

⑤進路決定状況

⑥学部・学科 FD、FD 研究会等実施状況

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[4-1] 教育目標と学位授与方針の関連の検 
証、達成状況測定のあり方を検討する。

教育目標との関連の検証、達成状況

測定方法は、カリキュラム改訂の作業

が先行し、実施できなかった。

達成状況測定のあり方について検討で

きなかった。

[4-2] FD を展開し教育内容・方法について 
組織的な改善に努める。

FD において出された意見について

は、すぐに改善するという姿勢でカリ

キュラム改訂を行った。

組織的な改善に努めた。
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2018

年度 

年次計画内容 

[4-1] 社会科学系学部再編に向け、既存の教育資源、教育成果を活用した、新たな教育目標と学位授与方針を策定する。 
[4-2] 既存のカリキュラムについても、怠ることなく FD を展開し教育内容・方法について組織的な改善に努める。 

（３）経済学部
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】

[1-1] 教育目標の達成に向けた授業形態(講義・演習・実験等)の実施を検証する。 

[1-2] 経済のグローバル化、ユニバーサル段階、職業能力に対応する学習方法の開発と推進 

[1-3] 双方向型授業（講義）の推進 

[1-4] 本学の新しい学習環境を活用して、学生の講義への主体的参加を促す授業方法を行う。 

[1-1] 
①入学年度別単位修得状況分布・推移

②入学年度別 GPA分布・推移

[1-2] 
①フィールドワーク補助制度利用状況

②学外合同研究交流補助制度利用状況

[1-3] 
①学生による授業評価アンケート

②入学年度別単位修得状況分布・推移

③入学年度別 GPA分布・推移

[1-4] 
①アクティブラーニング教室や産業調

査実習室の利用の仕方

②コラボレーションセンターとの連携

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 各科目を授業形態別に分類したうえ

で、それぞれの修得状況を確認する。その上

で、教育目標を達成するための授業形態を検

討する。 

「学生による授業評価アンケート」の結果

を踏まえた教員へのインタビューを 3 名

の教員に実施し、教育活動の実態を調査し

た。 

教育目標の達成に向けた授業形態の実

施を継続して検証している。なお、経済

学部全体の授業評価アンケートは全学

平均並である。 

[1-2] 
1) 学生のエントリーシート作成を支援し、学

生の就業力のアップを図るとともに、ゼミナ

ールなどで面接の練習を実施する。

2) 他大学とのゼミナール交流やフィールド

補

助調査の支援・推進を引き続き図る。 

1) 外部講師を招き、３年生対象にエント

リーシートの書き方についての講話をし、 

学生の理解を深めた。さらに，「職業と人

生 IV」で作成のエントリーシート(添削バ 

ージョン)の複写を指導教員に返却し、情

報を共有した。

2) 12月に札幌大学で行われた第 8回合同

研究発表大会 SCANに 1ゼミが参加した。

フィールドワーク補助については 1件の

申請があり調査を行った。

①フィールドワーク補助については1件

の申請があった。来年度は申請者が増

えるよう努力したい。

②学外合同研究交流補助は1件の申請に

留まった。こちらも活性化していきた

い。

[1-3] 
1) 科目別の単位修得状況を確認し、少人数授

業、双方向型科目が理解度にどのように影響

しているかを調べる

2) TA(SA)の活用方法を履修者や講義内容に

基づいて再検討を行う。

3) プロゼミナールの SAの活用について総括

し、次年度以降の改善点を検討する。

4) プロゼミナールの適正規模について検討

する。

1) 昨年度と同様に少人数授業、双方向型

科目を実施している。少人数のほうが、授 

業評価が高い傾向にある。

2) 予算要求に伴い、TAの必要性を文書化 

してどのように活用するかをまとめた。さ 

らに来年度からプロゼミナールで SAを活

用することを決めた。

双方向型授業（講義）については従来

の方法で行った。更なる推進を検討した

い。 

②入学年度別単位修得状況分布・推移に

ついて、分析を進める。

③入学年度別GPA分布・推移については、

年々GPA低下の傾向がある。

[1-4] 
1) アクティブラーニング教室、経済学部調査

実習室の利用状況を調査し、更なる利用を検

討する。

2) コラボレーションセンターとの連携を検

討する。

3) 経済学部調査実習室について、学生が使い

やすい利用方法や管理運営であるかを調査

する。

1) アクティブラーニング教室、経済学部

調査実習室の利用状況を調査はできなか

った。

2) コラボレーションセンターとの連携に

ついて具体的な検討は行わなかった。

3) 経済学部調査実習室について、学生が

使いやすい利用方法や管理運営であるか

は調査していない。

本学の新しい学習環境を活用しての

学生の講義への主体的参加を促す授業

方法については具体的な検討はできな

かった。また、アクティブラーニング教

室や産業調査実習室の利用状況は調査

していない。さらに、コラボレーション

センターとの連携について具体的な検

討は行われていない。

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 各科目を授業形態別に分類したうえで、それぞれの修得状況を確認する。その上で、教育目標を達成するための授業形態を

検討する。 

[1-2] 
1) 学生のエントリーシート作成を支援し、学生の就業力のアップを図るとともに、ゼミナールなどで面接の練習を実施する。

2) 他大学とのゼミナール交流やフィールド補助調査の支援・推進を引き続き図る。

3) 留学生など多様な学生に対する修学支援策を検討する。

[1-3] 
1) 科目別の単位修得状況を確認し、少人数授業、双方向型科目が理解度にどのように影響しているかを調べる

2) TA(SA)の活用方法を履修者や講義内容に基づいて再検討を行う。

3) プロゼミナールの SAの活用について状況を確認し、次年度以降の改善点を検討する。

4) プロゼミナールの適正規模について検討する。

[1-4] 
1)アクティブラーニング教室、経済学部調査実習室の利用状況を調査し、更なる利用を検討する。

2)コラボレーションセンターとの連携を検討する。



４－３．教育方法

43 

3)経済学部調査実習室について、学生が使いやすい利用方法や管理運営であるかを調査する。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 

[2-1] 授業の内容、到達目標、授業内容・方法、授業計画、成績評価方法等必要な事項を明記 

したシラバスを作成する。 

[2-2] 学生の質保証のための制度設計 

[2-3] 補習や補助事業の計画的活用 

[2-4] 授業内容・方法とシラバスとの整合性を検証し、維持する。 

[2-5] 総合的学習と創造的思考力の伸張 

[2-1]①シラバス作成ガイドラインとの

一致度調査 

[2-2]
①休退学除籍者数一覧

②科目別成績分布

[2-3]
①学生による授業評価アンケート

②TA(SA)に対するヒアリング

[2-4]①専門科目の授業内容と方法の一

覧表

[2-5]
①カリキュラムマップや履修要項

②学生による報告会の報告者数

③ゼミナール交流やフィールドワーク

補助事業の申請状況

④卒論発表会の報告者数

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 
1) シラバスに必要な事項が記入されている

かを検証する。

2)コース内の科目との関連性についてシラバ

スで記入するかを検討する。

1)全学としてのシラバスチェックを行っ

た。学部独自の調査は行っていない。

2)具体的な検討は行っていない。次年度

の課題とする。

シラバスの作成についてはガイドラ

インに沿った形で作成するよう呼びか

け、各教員に委ねる形となった。シラバ

ス作成ガイドラインとの一致度調査は

行っていない。

[2-2]
1)学生の理解度に応じた適切な教育方法を模

索する。

2)シラバスどおり適切に授業運営されている

かを引き続き確認する。

休退学予防の一環としてプロゼミナー

ルにおけるＳＡの導入を実施した。

学生の質保証のための制度設計につ

いては引き続き検証している。 

[2-3]
1）学生の予習・復習がなされているかを調査

する。 

2）TA（SA）が有効に活用されているかを確認

する。 

3)プロゼミナールの SAの活用について総括

し、次年度以降の改善点を検討する。

教員間のコミュニケーションにより、

適切な授業運営を確認した。 

2)学生が定着するために、プロゼミナー

ルに SAの役割について検討し、具体的な

方法を策定した。

プロゼミナールにおける SA の役割に

対する共通見解を持ったうえで、次年度

の初年次教育を行う。 

[2-4] 専門科目の授業内容と方法について一

覧表を作成し、教員間で情報を共有すること 

を検討する。 

授業内容と方法に関する一覧表は作成

していない。次年度検討する。 

授業内容と方法に関する一覧表は次

年度以降の検討課題である。なお、学生

による授業評価アンケートは学部全体

では全学平均を維持している。 

[2-5] 
1) 体系的な学修が行われるための方策を検

討する。

2) 「産業調査演習」や｢社会調査演習｣、「イ

ンターンシップ」、「専門ゼミナール」など体

験型科目における学生の報告会を昨年に引き

続き実施する。

3) 他大学とのゼミナール交流やフィールド

ワーク補助事業の支援・推進を引き続き図る。 

4) 卒業論文やゼミナール論文の教育課程に

おける位置づけを明確にし、卒論発表会の参

加者をさらに増やす方策を検討する。

5) コースの特徴づけがなされているかにつ

いて検討する。

1) コースごとに推奨する科目を定め、

シラバスに掲載することを決めた。

2) インターンシップ報告会を 10月に行

った。2年生の多くが参加し、来年度以

降のインターンシップ参加の重要性を

理解させることができた。また、12月に

学外活動報告会を実施し、専門ゼミナー

ルなどでの学外活動の報告を行った。

3) 12月に札幌大学で行われた第 8回合

同研究発表大会 SCANに 1ゼミが参加し

た。

4) 卒業論文の教育課程における位置づ

けについては，文書化した。

5) コース責任者を校務分掌の中に設け、 

コース会議を行った。

総合的学習と創造的思考力の伸張に

努めている。しかしカリキュラムマップ

と履修要項の検証は行っていない。 

④卒業論文については 64 名が提出し、

そのうち 44名が報告会で報告した。

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 
1) 授業内容とシラバスとの整合性の確保を検証するための方策を検討する。

2) コース内の科目との関連性についてシラバスで記入するかを検討する。

[2-2]
1) 学生の理解度に応じた適切な教育方法を模索する。

2) シラバスどおり適切に授業運営されているかを引き続き確認する。

[2-3]
1) 学生の予習・復習がなされているかを調査する。

2) TA（SA）が有効に活用されているかを確認する。

3) プロゼミナールの SAの活用について総括し、次年度以降の改善点を検討する。

[2-4] 専門科目の授業内容と方法について一覧表を作成し、教員間で情報を共有することを検討する。

[2-5] 
1) 体系的な学修が行われるための方策を検討する。
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2) 「産業調査演習」や｢社会調査演習｣、「インターンシップ」、「専門ゼミナール」など体験型科目における学生の報告会を昨年に

引き続き実施する。

3) 他大学とのゼミナール交流やフィールドワーク補助事業の支援・推進を引き続き図る。

4) 卒業論文やゼミナール論文の教育課程における位置づけを明確にし、卒論発表会の参加者をさらに増やす方策を検討する。

5) コースの特徴づけがなされているかについて検討する。

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 

[3-1] 評価方法・基準をシラバスに明記し、厳格な成績評価を行う。

[3-2] 単位の実質化を図ることができる学事暦と教育体制の検討を行う。

[3-1]
① シラバス作成ガイドラインとの一致

度調査（成績評価方法の記載状況）

② 学生による授業評価アンケート

③成績確認願の状況

[3-2]
① シラバス作成ガイドラインとの一致

度調査（事前・事後学習の記載状況）

② 学生による授業評価アンケート

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[3-1] 
1)学生による授業評価アンケートや学生か

らの成績確認願に対する応答で厳格な成績

評価を担保する。

2）学生による成績確認願の出願状況につい

て確認する。 

3）学生の修学指導と成績評価との関連につ

いて検討する。 

1) 学生による授業評価アンケートや学生

からの成績確認願に対する応答で厳格な

成績評価を担保した。

2) 学生の成績確認願提出について、各教

員が成績確認することにより、成績評価の

透明性を担保している。

3) 学生の修学指導は十分行ったものの、

その後の成績評価との関連ついては学部

全体として十分に調査・検討は出来なかっ

た。

評価方法・基準をシラバスに明記し、

厳格な成績評価に努めた。しかし、教員

によるシラバスに基づいた講義実施状

況達成度調査は行っていない。なお、学

生による授業評価アンケートは学部全

体では全学平均を維持している。 

[3-2] 単位の実質化を図ることができる学

事暦と教育体制の検討を引き続き行う。 

単位の実質化を図ることができる学事

暦を議論し、半期 15 週確保することと、

補講期間を設けることで、教育体制を維持

するよう努めた。 

単位の実質化を図ることができる学

事暦と教育体制の検討は引き続き行う。

また、教員によるシラバスに基づいた講

義実施状況達成度調査は行っていない。

しかし、学生による授業評価アンケート

は学部全体では全学平均を維持してい

る。 

2018

年度 

年次計画内容 

[3-1] 
1) 学生による授業評価アンケートや学生からの成績確認願に対する応答で厳格な成績評価を担保する。

2) 学生による成績確認願の出願状況について確認する。

3) 学生の修学指導と成績評価との関連について検討する。

[3-2] 単位の実質化を図ることができる学事暦と教育体制の検討を引き続き行う。

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 

[4-1] 教育目標と学位授与方針との連関性の検証と並行し、教育目標の達成状況を測定する 

指標を検討し適用する。 

[4-2] 教育内容・方法について、ＦＤ等を通じて組織的な改善の取り組みを行い、教育成果 

の向上を図る。 

[4-3] 経済のグローバル化、ユニバーサル段階、職業能力に対応する学習方法の開発と推進 

[4-4] 学生の他学部・他大学での講義履修の便宜を図る 

[4-5] ゲストスピーカーによる学生への総合学習の機会を設け、学生の社会との連携を促す 

[4-1] 
①教育目標達成状況測定指標の作成

②入学年度別単位修得状況分布・推移

③入学年度別 GPA分布・推移

[4-2]①学部・学科 FD、FD研究会等実施・

参加状況 

[4-3] 
①就業力向上のための学部企画開催回数

②フィールドワーク補助事業の参加者数

③学業奨励制度利用者の動向

[4-4]①単位互換性度による派遣者数およ

び受入者数 

[4-5]①経済学特別講義の履修者数

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[4-1] 教育目標の達成状況を測定する指

標として、ジョブパス３級の合格率 90％以 

上、就職率 90％以上を達成させる。 

「ビジネス演習 A」でのジョブパス能力

資格試験の高い合格率（90%以上）は達成

した。就職内定率（90%以上）についても､

経済学部教員とキャリア支援課の協力に

よって達成した。また実就職率は､昨年同

様に 80％を超えた。（しかし，昨年度の

88％には達しなかった） 

継続して目標達成するよう努める。ジョ

ブパスの高い合格率、一昨年並の実就職率

を達成することが次年度の課題である。 

[4-2] 10分 FDを継続的に行うとともに、

全学的な FD活動に積極的参加を促す。 

10 分ＦＤを 7 回行い、休退学予防、SA

の活用方法、授業評価アンケートの活用、

欠席がちな学生の情報共有などについて

議論した。 

10分 FDにより、定期的に FD 活動を実施

している。 

[4-3] 
1) 学生の就業力をあげるための学部企画

を開催する。さらに、これに関連した履

1) 就業力を上げるための企画として、3

年生対象に前期 1回、1年生対象に後期 1

回、ゼミの時間に行った。

経済のグローバル化、ユニバーサル段

階、職業能力に対応する学習方法の開発と

推進に努めた。 
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修・修学指導のあり方を再検討する。 

2) 修学ポートフォリオについて、学習効果

を向上させるための利用を引き続き検討

する。

3) 「フィールドワーク補助事業」の運営方

法について再検討する。

4) 「専門ゼミナール I」の発表会を、学生

の学習効果が上がるように教育課程に位

置づけるかを検討する。

5) 成績優秀者に対する学業奨励制度を有

効活用する。

6) 卒論懸賞制度の検討を厳格に実施する。 

2) 修学ポートフォリオを実施したもの

の、利用方法については検討していない。 

3) フィールドワーク補助事業において

2年生 26名が栗山町で行った。

4) 専門ゼミナール Iの発表会について

は検討していない。今年度は，インター

ンシップ報告，SCAN参加ゼミの報告，産

業調査実習ゼミの報告や海外フィールド

ワーク参加ゼミの報告を通じて，学生の

体験学習への取組を刺激した。

5) 成績優秀者に対しての表彰を 5月に

行った。

6) 卒論懸賞を行い、最優秀賞 1名、優秀

賞 4名を選び、卒業式で表彰した。

①就業力向上のための学部企画は 1回にと

どまった。

②フィールドワーク補助事業は昨年に比

べて参加者が増えたが十分ではない。次

年度はゼミ担当者による告知をして参加

者をさらに増やしたい。

③学業奨励者は順調に学修している。

④卒論懸賞の応募者が 18 名にとどまった

ことから。次年度はより多くの応募者を

募りたい。

[4-4] 札幌圏の単位互換制度を維持する。 単位互換制度による受入および派遣は

なかった。 

札幌圏の単位互換制度による相互協力

は維持ざれているものの利用者が数ない

状況である。 

[4-5] 経済学特別講義の履修率の向上に

向けた施策の検討をする。 

今年度からゲストスピーカーによる講

義は経済学特別講義 B, Cを隔年開講して

3年次科目として運営することとした。今

年度実施した経済学特別講義 C は学生 43

名の履修者、一般市民延べ 562 名の受講

生であった。 

ゲストスピーカーによる学生への総合

学習の機会を設け、学生の社会との連携を

促すよう、努めた。 

2018

年度 

年次計画内容 

[4-1] 教育目標の達成状況を測定する指標として、ジョブパス３級の合格率 90％以上、実就職率 88％以上を達成させる。

[4-2] 10分 FDを継続的に行うとともに、全学的な FD活動に積極的参加を促す。

[4-3] 
1) 学生の就業力をあげるための学部企画を開催する。さらに、これに関連した履修・修学指導のあり方を再検討する。

2) 修学ポートフォリオについて、学習効果を向上させるための利用を引き続き検討する。

3) 「フィールドワーク補助事業」の適切な運営を行い、参加者を増やす。

4) 「専門ゼミナール I」の発表会を、学生の学習効果が上がるように教育課程に位置づけるかを検討する。

5) 成績優秀者に対する学業奨励制度を有効活用する。

6) 卒論懸賞制度の検討を厳格に実施する。

[4-4] 札幌圏の単位互換制度を維持する。

[4-5] 経済学特別講義の履修率の向上に向けた施策の検討をする。

（４）人文学部人間科学科
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 「基礎ゼミナール A･B および C」において、教育目標 2．「人間科学科の専門領域で 
ある社会、心理・教育、福祉、文化、思想の諸分野の学問的基礎力を養成する」の達成に向

けた展開を図る。

[1-2] 教育目標 4.「体験学習・実習を重視し、職業人として社会に貢献できる学生を育成 
する」の達成に向け、実験・実習科目の充実を図り、その効果について検証する。

[1-3] 教育目標 5.「社会福祉士、学芸員、中学校・高校・特別支援学校教員などの資格を 
もった専門的な職業人を養成し、地域社会の産業、福祉、文化、教育等に貢献できる学生を

育成する」の達成に向け、資格関連科目の充実を図り、その効果について検証する。

[1-4] 4 年間を通しての学習指導を充実させるとともに、学生の講義・演習への主体的参加 
を促す授業方法を検討する。

[1-1] 
基礎ゼミ AB 連絡会議実施状況 
基礎ゼミ C 報告集 
[1-2] 
①「フィールドワーク」報告書

②社会福祉実習報告書

③「遊べンチャー」実施状況

④考古学実習報告書

[1-3] 
①社会福祉国家試験受験者数および合格者

数

②社会福祉にかかわる OBOG との交流会実

施状況

③福祉実習準備室活用状況

④学芸員課程登録者数および資格取得者数

⑤教職課程登録者数および修了者数

⑥教員採用試験受験者数および合格者数

⑦「複免」取得者数

⑧特別支援教育実習の実習生数と実習実施

状況

[1-4] 
①[1-1]と同じ

②卒論発表会の実施状況

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1]【基礎ゼミＡＢ】 
・少人数教育により、学修の基礎となる読む

力、報告する力、討論する力を養成する。 

・専門領域における学びへの関心を喚起する

ための交流企画や学修ガイダンスを工夫

し、実施する。 

・多様化する学生のニーズに応え、初年次の

[1-1]【基礎ゼミＡＢ】 
1 年生全体を 20 数名程度の少人数

の４クラスに編成し、クラスごとに学

習基礎力の養成をはかった。後期は１

年間の学習の成果を発表・交流するた

めに、学年全体の発表会を実施し、と

くに口頭発表と討論の力の養成をは

[1-1]【基礎ゼミＡＢ】 1 クラスの人数は、

今年度は入学者数が予想より多かったため

20 名を若干こえる人数となってしまった。

全体発表会、学習ガイダンスも予定の回数・

日程で開催することができた。ただ、例年実

施されていた「交流会」に関しては、効果に

関する反省を踏まえ、今年度は行わなかっ
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順調な適応を支援するために、連絡会議を

行って担当教員間の情報共有を綿密に行

うとともに SAとも緊密な連携を図る。 

かった。

また、学年全体に対して各領域の教

員が学科の教育課程について具体的

に説明する学習ガイダンスを後期に

実施した。担当者の情報交換、とくに

注意を要する学生に関する情報共有

化のために担当者会議を 3 回実施し

た。SA との連絡・調整のための会議

も１回実施した。

た。

担当者会議は予定どおり合計 3 回実施し

た。SA は各クラス 2 名配置することができ

た。

全体として新入生を大学での学修と日常

生活へと円滑に導入するための機能を果た

すことができた。しかし、単位が取れなか

った学生が各クラスで出てしまったこと、

同じクラブの学生が集中することでクラス

運営に難しさを抱えたクラスがあったこと

などの課題を残すことになった。

基礎ゼミ AB 連絡会議実施状況  
基礎ゼミ AB 総括 2018 年 4 月学科会議資
料

【基礎ゼミＣ】基礎ゼミ Cでは、文献や資料

の蒐集、検討、それに基づく報告、討議を通

して、大学での学びに必要な基礎的能力を養

う。また、これまでに引き続き、各ゼミにお

いて報告・検討された内容をゼミ報告集とし

てまとめ、論理的な記述と他者に伝える力の

育成をはかる。学生の個別的な学修状況等を

把握し、クラスでの成果を高めるために教員

間の打ち合わせを適宜行うとともに、SA間

の情報共有の機会をもつ。 

【基礎ゼミＣ】基礎ゼミ C では、文献

や資料の蒐集、検討、それに基づく報

告、討議を通して、大学での学びに必

要な基礎的能力の育成をはかった。ク

ラス間の情報共有および報告集作成の

ために、担当教員間で打ち合わせを行

うとともに、報告集作成についてはゼ

ミから選出された報告集編集委員間で

の打ち合わせも適宜、実施し発行した。 

基礎ゼミCの位置づけや成果の報告の

仕方については検討が必要との意見が

担任間で共有されたため、学科会議で

基礎ゼミCの報告を行うとともに次年

度にむけての検討を行った。

【基礎ゼミＣ】すべてのゼミから学習の成果

（報告集の原稿）が 7 月の最終授業日に提

出され、コーディネータによる編集作業をへ

て、9 月に報告集を刊行することができた。

後期開講後に、この報告集はゼミ担当教員と

学生すべてに配布された。

  「基礎ゼミ C 報告集」※現物提出

[1-2] 
【社会領域】「社会調査法」では、社会調査

のいくつかの方法を習得するために、体験的

な学習機会を設ける。「フィールドワーク」

では、対象地域の人々と直接関わり、地域社

会やそこに暮らす人々が抱える諸問題を体

験的に把握するために現地調査を実施する。 

[1-2] 
【社会領域】2017 年度も昨年と同様に

北海道江別市大麻銀座商店街および

福島県昭和村の 2 地点を調査対象地

域に選定したが、前者については履

修者がおらず、昭和村をフィールド

とした地域づくりに携わる人びとへ

のインタビューを中心とするフィー

ルドワークのみを実施した。

[1-2] 
【社会領域】2016 年度の報告書を 2017 年

4 月中に発行し、関係者に配布した。2017
年度のフィールドワークの報告書は PDF
版については年度内に完成した。現在、

印刷準備中。昨年同様、8 人の履修者すべ

てが熱心に課題に取り組み、優秀な成績

を修めた。

「フィールドワーク」報告書※現物提出 

【福祉領域】引き続き、「社会福祉論 A」と

「社会福祉演習Ⅰ／Ⅱ」および「相談援助の

基盤と専門職Ⅱ」において、実践的な知識の

獲得をねらいとし、学外講師を積極的に招聘

する。

【福祉領域】 社会福祉領域における最

初の専門科目である「社会福祉論 A」で

は、例年同様、地域で暮らす障がい当事

者のお二方（うち 1 名は本学 OG）と、大

学病院で HIV 患者専門の MSW として活

躍している OB に登壇いただき、初学者

に向けて福祉の基礎となる見方・考え方

を伝えていただいた。 

社会福祉士養成課程の基幹科目であ

る「演習Ⅰ」「演習Ⅱ」では、現役の SW で

ある学外講師としてお招きし、福祉の現

場とそこでの実習を具体的にイメージで

きるような働きかけをしていただいた。 

【福祉領域】・社会福祉演習Ⅰ学外講師･･･4
名

・社会福祉演習Ⅱ学外講師･･･4 名

・社会福祉論 A 学外講師･･･3 名

以上の学外講師の招へいは、教育目標 4.「体

験学習・実習を重視し、職業人として社会に

貢献できる学生を育成する」の達成に向け、

「実験・実習科目の充実を図った」実績とし

て位置づけられるが、その効果について検証

することは難しい。     【指標なし】 

【福祉領域】相談援助職としての基本的技能

である面接力と対人関係形成力を評価し実

習に活かすために 2015 年度より開始した

「当事者参加型実習前評価システム」を継続

する。また、「社会福祉士養成校協会北海道

ブロック」が推奨するもう一つの実習前評価

システムである「実習前コンピテンスアセス

メント」に基づく「CBT（Computer Based
Training）」の SGU 版の実施も予定してい

る。これは本学でも従来「実習前知識テスト」

と称して実施してきたものだが、2017 年度

はより広くかつ緻密な知識を求める内容に

刷新し、実習前学習の深化を図ることで、実

習をより充実した状態で迎えられるよう働

きかける。

【福祉領域】引き続き、実習前学習と

して「当事者参加型実習前評価システ

ム」による模擬面接を実施した（学生

22名、協力者 10名）。自宅等でインテ

ークを想定した面接を行い、その内容

を録音したものを学生自らが逐語記録

化して、基本的な面接技法の評価と向

上を図った。

また、「実習前知識テスト」に関して

も、今年度は北海道ブロックが公表し

ている CBT 問題集から抜粋するかたち

で出題し、質・量とも厚みを増したも

のとなったが、得点率 50%以下の学生

は 22名中 1名であった。 

【福祉領域】左記の事業は、教育目標 4.「体

験学習・実習を重視し、職業人として社会

に貢献できる学生を育成する」の達成に向

け、実習をより充実したものにするための

学生個々のレディネスの向上を意図したも

のである。

その効果は経験的には共有されている

が、学生の多様化・多層化を背景に、その

効果は一概には評価しきれないものがあ

る。とはいえ、本学独自の方法として今後

も改善しつつ継続していきたい。

「模擬面接実施後の学生アンケート」 
「社会福祉実習報告書」】

【心理・教育領域】職業人として必要な、分

析的・合理的な視点とプレゼンテーション能

力を養うために、「心理学実験実習」におい

て少人数教育体制を活かした指導をおこな

うとともに、学生の能力の伸長程度を測定す

る方法を引き続き検討する。

【心理・教育領域】「心理学実験実習

Ⅰ・Ⅱ」において、データの採取と

分析、結果の発表活動やレポート作

成などに力点を置いた指導を引き続

き行った。

【心理・教育領域】発表活動やレポート作

成を通じて、学生が職業人として必要な、分

析的・合理的な視点とプレゼンテーション能

力を涵養する機会を与えることができたが、

具体的な伸びについては測定できなかった。

この測定については、方法も含めて引き続き
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今後の課題とする。

「心理学実験実習Ⅰ・Ⅱ」のシラバス 

【心理・教育領域】学生の地域連携活動（Ｓ

ＧＵ遊べンチャー）への支援を継続し、その

成果を活動報告書にまとめる。

【心理・教育領域】学生の地域連携活

動の支援を継続し、成果について学生

の協力を得て活動報告集にまとめた。

【心理・教育領域】年間で 4 回の子どもと

の活動を学生が企画し、事前事後の綿密な会

議、打ち合わせを通じて無事に実施すること

ができた。

【指標「ＳＧＵ遊べンチャー活動報告集」】 

【文化領域】置戸町での「考古学実習」の発

掘調査を継続するとともに、その調査成果を

活用して、学生が学習成果を主体的に発信す

る機会を作る。

【文化領域】前期は、論文を読解し実

習の手引きを作成するとともに、機材

を実際に操作し発掘調査の基礎知識

習得を図った。その後のフィールドワ

ークは、北海道常呂郡置戸町に位置す

る勝山 2 遺跡を対象に 2017 年度も引

き続き発掘調査を実施した。発掘から

出土資料の分析まで学生とともに行

い、調査の概要報告書を作成した。

【文化領域】2016 年度の調査概要報告書を

2017 年度中に発行し、関係者に配布した。

2017年度のフィールドワークの報告書の作

成も終了したため、次年度に関係者に配布

する予定である。本年度のフィールドワー

クは 5 名が受講し、いずれも現地調査等に

おいて熱心に学習に取り組んだ。

「考古学実習報告書」（印刷中）

[1-3]
【社会福祉士課程】引き続き、社会福祉士国

家試験受験資格取得のためのカリキュラム

を円滑に推進する。

[1-3]
【社会福祉士課程】当教員間の連携と

教育支援課担当職員の協力のもとに

今年度も円滑に進めることができた。 

[1-3]
【社会福祉士課程】教育目標 5.「･･･資格を

もった専門的な職業人を養成し、地域社会

の産業、福祉、文化、教育等に貢献できる

学生を育成する」の達成に向け、カリキュ

ラムの運営については円滑に行うことが出

来たが、国家試験の合格率向上につながる

教育方法および学習指導については今後一

層具体的に検討する必要がある。

【社会福祉士課程】現場の実習指導者の実習

報告会への積極的な参加を呼びかける。これ

により実習成果に関して現場からのフィー

ドバックを得るとともに、実習指導者・学

生・教員間の連携を図る。

【社会福祉士課程】実習修了生 21 名

による実習報告会を12月16日午後に

学内で開催した。全実習施設に案内を

送付し、実習指導者も 2 名程度の参加

があった。また今年度は「福祉分野で

働く卒業生との交流会」と合同開催の

年であり、本学卒業生 9 名の参加があ

った。実習生の報告に続いて、札幌市

内の医療機関で働く若手 OB/OG の実

践報告が行われ、全体の総評として学

外講師（北海道医療大学向谷地生良先

生）からの講話をいただいた。 

【社会福祉士課程】ほぼ例年通りの内容・質

で実施できた。 

なお、OBOG 交流会については、2019
年度は従来のような郵送による案内をせ

ず、別な形で効率の良い広報のしかたを工

夫することとなった。

「実習報告会プログラム」※現物提出 

【社会福祉士課程】社会福祉士国家試験対策

として、自主模試・自主勉協会の実施、毎週

月曜 4 講の「演習Ⅲ」終了後の 30 分テスト、

学外模試の必須化（4 回）、東京アカデミー

への委託による対策講座などを企画してい

る。個別の状況を「見える化」する「国試対

策個人カルテ」を作成し、都度学生自身に記

入・提出させ、それに基づきながら国試申し

込み時や卒論提出前後、試験直前には個別面

談を実施する予定である。

【社会福祉士課程】社会福祉士国家試

験対策として、年間を通しての自主模

試・自主勉協会の実施、前期月曜 4 講

の「演習Ⅲ」終了後の 30 分テスト、

学外模試の必須化（4 回）、東京アカ

デミーへの委託による対策講座の受

講を学生に義務付けた。また新しい試

みとして、「国試対策個人カルテ」を

作成し、都度学生自身に記入・提出さ

せた。しかしながら、東京アカデミー

の対策講座を欠席がちな学生の動向

をつかみきれなかったり、個別面談を

実施できた学生とできなかった学生

が生じた。

【社会福祉士課程】 大学が用意したさまざ

まな国試対策の取り組みに適応的な学生と

そうでない学生のばらつきが目立った。カル

テの利用方法も含め、次年度さらなる検討が

必要である。

・国家試験受験者 18 名

東京アカデミーの対策講座出席簿 
プリント学習提出状況】 

【指標 社会福祉士受験資格取得状況】 

【社会福祉士課程】隔年開催となった福祉系 

OB/OG交流会は、2017年度は実施の年であ 

る。今年度は卒後間もない OB/OGへの声掛け 

を積極的に行い、実習報告会と連動させるこ 

とで現役学生との交流を深めるとともに、既 

卒者へのフォローアップ教育の場としての 

位置づけを検討する。 

【社会福祉士課程】本学卒業生 9 名の

参加があった。実習生の報告に続い

て、札幌市内の医療機関で働く若手

OB/OG の実践報告が行われ、全体の

総評として学外講師（北海道医療大学

向谷地生良先生）からの講話をいただ

いた。

【社会福祉士課程】次回 2019 年度について

は従来のような郵送による案内をせず、別な

形で効率の良い広報のしかたを工夫するこ

ととなった。

【社会福祉士課程】「福祉実習準備室」の学

生利用が促進されるよう、準備室パート職員

および学生へのヒアリングを行い、環境整備

の方針を明確化する。 

【社会福祉士課程】学生およびパート

職員へのヒアリングは実施できなか

ったが、特に国家試験の日程が近くな

った年明け以降、利用頻度が高まり、 
毎日遅くまで自習する学生が目立っ

た。2018 年度入学生からは心理学部 
開設

に伴い PSW 課程も人間科学科のみと 
なるため、福祉領域の一層の活性化が

求められる。実習室の環境改善と利用

の向上に向け具体的に検討し学部を

通して要望していきたい。

【社会福祉士課程】 

利用頻度が高まる時期に、より利用しやす

いように、レイアウトの変更や備品、資

料の管理方法を工夫することを話しあっ

ているが、引き続き検討する。 

【指標なし】
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【学芸員課程】学芸員資格課程を円滑に実施

し、学生の資格取得を進めるとともに、講

義・実習を通して博物館・生涯教育・文化財

に関連する進路への意欲を高める。 

【学芸員課程】講義・実習の双方にお

いて、カリキュラムを円滑に実施し、

履修学生の資格取得が進んだ。講義で

は、博物館見学の課題を出すなど、意

欲向上に取り組んだ。また、学芸員志

望学生を中心に、文化財に関わる地域

連携事業に参加し、生涯教育・文化財

への関心を高める取り組みを行った。

【学芸員課程】カリキュラムの円滑な運営

により、今年度は７名の学生が資格を取得

した。新卒学生の関連施設等への就職はな

かったが、2017 年度より既卒学生の自治体 
学芸員採用があり、在学生への意欲向上に

も寄与した。今後も、資格を活かした進路

を検討していきたい。

【指標「2017 資格取得者人数」】 
【教職課程】昨年度は全学的にかつてない規

模の教員採用実績を残し人間科学科生・卒業

生への大きな励みとなっている。教員免許取

得と採用機会の拡大を目指し、現役生及び期

限付き教員として奮闘している卒業生に対

して、合格への意欲を喚起させる取組を一層

強める。免許統合などの政策動向を注視しな

がら，こども発達学科と結んだ小学校教員免

許の取得に関わる「他学科教員免許履修制度

（副免）」の協定を活用する機運を高め、実

りあるものとして安定的な運用を図る。 

【教職課程】中学校、高校、特別支援

学校の教員免許取得に加え、若干名に

留まるが小学校教員免許取得のための

「他学科教員免許履修制度」が活用さ

れている。

【教職課程】2 年生の小学校教員免許取得希

望者はその後辞退することになった。一方、

4 年生の小学校免許取得者が石狩管内の小

学校期限付教員として採用された。教員採用

は、全学において現役・既卒合わせて近年最

高だった昨年の 52 名（特別支援 17 名）に

次ぐ 41 名（特別支援 11 名）の合格者を出

し、人間科学科生も現役で特別支援学校中学

部２名、既卒で小学校１名、特別支援学校小

学部１名、同高等部１名の合格者を出した。

ここでも他学科教員免許履修制度が効を奏

していたことがわかる。期限付教員として奮

闘している卒業生や教職をめざす現役生に

対して合格への意欲を喚起させる取組が引

き続き必要である。

人間科学科の教職課程履修者数は減少傾

向であったが、本年度 4 年生 20 名、３年生

10 名、２年生 17 名、１年生 24 名であり、

回復基調にある。

【指標「教職課程登録者数および修了者数」】 
【指標「教職免許状取得者数」】 
【指標「「副免」取得者数」＝取得者なし】
【指標「特別支援教育実習の実習生数」】 

【教職課程】特別支援学校教諭一種免許課

程における「特別支援教育実習」の３年次

履修，４年次履修の履修条件に基づく判定

を適切に進め、実習事前指導の一層の充実

を図る。

【教職課程】３年次に実施される特別

支援教育実習に意欲的に取り組み、辞

退者、中止者はいなかった。

【教職課程】特別支援教育実習を履修した

人間科学科の現役生は 3 名に留まった。 
【指標「特別支援教育実習の実習生数」】 

【教職課程】「特別支援学校教育実習連絡協

議会」において，他大学並びに特別支援学校

長会と緊密に連携しながら，「特別支援教育

実習」の円滑な推進を図る。

【教職課程】特別支援教育実習は、「特

別支援学校教育実習連絡協議会」が適

切に調整し、実習校の確保は概ね実習

生の希望に沿う形で進められている。

【教職課程】特別支援学校の増設が続き、実

習生の受け入れ枠は拡大傾向にあるが、実習

希望地に偏りがあり、今後、札幌、旭川、釧

路を希望する実習生には希望地の再考を促

す可能性もある。

特別支援教育実習の実習生数と実習実施状
況

[1-4] 
・学生が 4 年間の学修をイメージしやすく、

計画的に学習して卒業論文で集大成でき

るように、各領域の方針に沿って講義・演

習での指導方法を整える。

・基礎ゼミＡＢ・Ｃ各クラスに配置されたＳ

Ａ学生だけではなく、上級生と下級生の交

流ができないか検討する。

[1-4] 
・4 年間の学修を計画的に行えるよう

に、各領域で講義や演習での指導に

おいて考慮した。指導方法は分野や

その内部の各ゼミで異なっている。

・1 年生のはじめの学修ガイダンスや

基礎ゼミの最終時における専門ゼミ

に向けた学修ガイダンスでは、上級

生がアドバイスをしたり学修の経験

を語ったりすることを引き続き行っ

た。4 年生の卒論発表会も交流の機

会となった。より多く学修面で交流

の機会を持つことは、時間割の問題

もあり、組織的には難しい。

[1-4] 4 年間を通しての学習指導の充実につ 
いては、専門ゼミへ誘導する役割としての

基礎ゼミのあり方が、課題の一つである。

引き続き検討が求められる。

学生の講義・演習への主体的参加を促す授

業方法については、4-2[3-2]参照 

基礎ゼミＡＢ・Ｃ活動報告、卒論発表会報 
告 3 月学科会議資料 

2018

年度 

年次計画内容

[1-1]【基礎ゼミＡＢ】 
・少人数教育により、学修の基礎となる読む力、報告する力、討論する力を養成する。

・専門領域における学びへの関心を喚起するような授業内容及び学修ガイダンスを工夫する。

・多様化する学生のニーズに応え、初年次の順調な適応を支援するために、連絡会議を行って担当教員間の情報共有を綿密に行う

とともに、SAとも緊密な連携を図る。

【基礎ゼミＣ】基礎ゼミ Cでは、課題の設定、文献や資料の蒐集、検討、それに基づく報告、討議を通して、大学での学びに必要 

な基礎的能力を養う。各ゼミにおいて報告・検討された内容は、各ゼミが報告等の形でまとめ、論理的な記述や他者に伝える力の 

育成をはかる。学生の個別的な学修状況等を把握し、クラスでの成果を高めるために教員間の打ち合わせを適宜行い、SA間の情 

報共有の機会をもつ。また、カリキュラム上の位置づけをより明確化するため、運営手法、目的等の検討を行う。

[1-2]【社会領域】厳しい現代社会を生き抜き、社会貢献できる力を養うことを目指す。そのため、「フィールドワーク」では、対

象地域の人々と直接関わり、地域社会やそこで暮らす人々が抱える諸問題を体験的に把握するために現地調査を実施する。

【福祉領域】教育目標 4.「体験学習・実習を重視し、職業人として社会に貢献できる学生を育成する」の達成に向け、福祉の現場 
の具体的イメージや専門職観を醸成すべく、学外講師を積極的に招へいする。
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【福祉領域】従来からの社会福祉士課程とともに、心理学部開設にともない 2018 年度から人間科学科のみ、且つ（社会福祉士と 
の積み上げではなく）単独での履修も可となった精神保健福祉士課程を、学生が適切に履修・単位取得できるよう、円滑な課程運

営に努める。

【福祉領域】社会福祉士課程においては、実習前に相談援助職としての基本的技能と知識を客観的に評価・確認し実習に活かすた

めに、SGU 版実習前評価システムを引き続き実施する。 
【福祉領域】精神保健福祉士課程においては、「実習前の施設見学」、「地域診断」等の体験的学習の機会等を設ける。 

【心理・教育領域】 

・職業人として必要な、分析的・合理的な視点とプレゼンテーション能力を養うために、「心理学実験実習」において少人数教育

体制を活かした指導をおこなう。分析的・合理的な視点のためにはレポート作成を取り入れ、プレゼンテーション能力のために

は授業内での発表活動を経験させる。

・学生の地域連携活動（ＳＧＵ遊べンチャー）への支援を継続し、その成果を活動報告書にまとめる。

【文化領域】置戸町での「考古学実習」の発掘調査を継続するとともに、その調査成果を活用して、学生が学習成果を主体的に発

信する機会を作る。また次年度以降の発掘実習のありかたについて検討を開始する。（2018重点取り組み課題 A-4）

[1-3]【社会福祉士・精神保健福祉士課程】

社会福祉士及び精神保健福祉士国家試験対策として、卒論指導の工夫や、各種の取り組みを積極的に実施するとともに、ペースメ

イクと状況把握のための個別面談を随時実施する予定である。（2018重点取り組み課題 A-3/A-4）

【社会福祉士・精神保健福祉士課程】現場の実習指導者の実習報告会への積極的な参加を呼びかける。これにより実習成果に関し 

て現場からのフィードバックを得るとともに、実習指導者・学生・教員間の連携を図る。 

なお、昨年度は実習報告会を福祉系 OB/OG 交流会と合同で行ったが、2015 年度から隔年開催としており、2018 年度は実施しない

こととなる。

【社会福祉士・精神保健福祉士課程】精神保健福祉士課程においては、実習指導者打合せ会と報告会後の指導者との実習振返りを 

実施し、実習指導者や学生と情報を共有し、連携する。 

【社会福祉士・精神保健福祉士課程】「福祉実習準備室」の学生利用が促進されるよう、準備室パート職員および学生へのヒアリ 

ングを行い、環境整備の方針を明確化する。

【学芸員課程】学芸員資格課程を円滑に実施し、学生の資格取得を進めるとともに、講義・実習を通して博物館・生涯教育・文化

財に関連する進路への意欲を高める。

【教職課程】 

・人間科学科生の教員免許取得と採用機会の更なる拡大を目指し、現役生および期限付き教員として奮闘している卒業生に対して

合格への意欲を喚起させる取組を引き続き強める。免許統合などの政策動向を注視しながら，こども発達学科と結んだ小学校教

員免許の取得に関わる「他学科教員免許履修制度（副免）」の協定を両学科間の調整の下、円滑に運営し、その指導の安定的な

運用を計る。

・特別支援学校教諭一種免許課程における「特別支援教育実習」の３年次履修，４年次履修の履修条件に基づく判定と、学生に対

する事前指導を引き続き充実させる。

・「特別支援学校教育実習連絡協議会」において，他大学並びに特別支援学校長会と緊密に連携しながら，引き続き「特別支援教

育実習」の円滑な推進を図る。

[1-4]
・学部学生への教育の一環という SA の制度の趣旨に立ち戻り、適切な教育効果が得られているか、過度な責任や負荷を負わされ

ていないかを検討し、必要があればしかるべき全学的な機関に問題提起する。

・領域ごとの特性を生かしつつ、多くの学科教員・学生が参加・交流できるような卒論発表会のあり方を検討・実施する。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 

[2-1] 授業の内容、到達目標、授業内容・方法、授業計画、成績評価方法等必要な事項を

明記したシラバスを作成する。

[2-2] 授業内容・方法とシラバスとの整合性を検証し、維持する。

[2-1,2-2 共通] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調査

②教員によるシラバスに基づいた講義実施状

況達成度調査

③学生による授業評価アンケート

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 今年度も「シラバス作成ガイド 
ライン」を全教員に配布し、適正なシ

ラバス作成に努力する。

[2-1] 授業の内容、到達目標、授業内容・ 
方法、授業計画、成績評価方法等必要な

事項を明記したシラバスを作成するよう、 
教授会で依頼するとともに、記述内容が適

正か否かを自己点検するためのチェック

リストを盛り込んだ「シラバス作成ガイド

ライン」を全教員に配布した。

[2-1] 人間科学科の専門科目 170科目（担当

者 62名）のシラバスに関してガイドラインと 

の一致度チェックを行い、3科目（担当者 3 

名）のうち、2科目（担当者 2名）について 

修正を行った。対象となった科目数と担当者 

数は前年度比で半減した。 

【指標①「2017 年度開講科目 シラバスの第
三者評価結果について」2017 年 6 月 8 日 全
学教務委員会資料➃】 

[2-2] 「新入生意識調査」や「学生に 
よる授業評価アンケート」以外に授業

内容・方法とシラバスの整合性を検証

する適切な手段があるか否か、検討を

進める。

[2-2] 新入生意識調査」「学生による授業 
評価アンケート」では、授業内容・方法と

シラバスとの整合性を問う設問がないの

で、検証することができなかった。ただ、 
「新入生意識調査」の自由記述欄をみる

と、この点についての記述がないことか

ら、両者の整合性について、特に大きな問

題がないと考えられる。

[2-2] 授業内容・方法とシラバスとの整合性 
を検証する必要があるか否かについて検討を

進める。その必要があると判断した場合は、

学生よる授業評価アンケートの設問項目のな 

かに、授業内容・方法とシラバスとの整合性

を問う設問を復活させるよう求める。 

【指標「2017、16、15、14 年度新入生意識

調査の集計結果」2018 年 1 月 11 日 全学教
務委員会資料 17】 
【指標「学生による授業評価アンケート 
2017 年度前期、2017 年度後期」】 

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 今年度も「シラバス作成ガイドライン」を全教員に配布し、適正なシラバス作成に努力する。（2018重点取り組み課題 A-1） 
[2-2] 「新入生意識調査」や「学生による授業評価アンケート」以外に授業内容・方法とシラバスの整合性を検証する適切な手段 
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があるか否か、検討を進める。（2018重点取り組み課題 A-1）

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 

[3-1] 科目の特質に応じて多面的な評価を採用するとともに、評価方法・基準を 
シラバスに明記し、それに従った評価を行う。

[3-2] 講義の事前・事後学習も含めて学生の学修時間を確保し、単位の実質化を 
図ることができる教育方法、学修指導を行う。

[3-1] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調査（成績評

価方法の記載状況）

②教員によるシラバスに基づいた講義実施状況達成度

調査

②学生による授業評価アンケート

[3-2] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調査（事前・

事後学習の記載状況）

②学生による授業評価アンケート

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[3-1] 昨年度に引き続き、作成さ 
れたシラバスを調査し、どのよう

な評価法・基準が採用されている

かを把握する。

[3-1] 成績評価方法・基準がシラバス 
に明記されているか否かについてシラ

バスチェックを行った。

[3-1] 人間科学科の専門科目 170 科目（担当者 62 名）

のシラバスに関してガイドラインとの一致度チェック

を行い、3科目（担当者 3名）のうち、2科目（担当者

2 名）について修正を行った。対象となった科目数と

担当者数は前年度比で半減した。 

【指標①「2017 年度開講科目 シラバスの第三者評価
結果について」2017 年 6 月 8 日 全学教務委員会資
料➃】 
【指標①「シラバス作成ガイドラインとの一致度調査」
6 月教授会資料】

[3-2] 講義の事前・事後学習が行 
われている授業を選び、工夫して

いる点を明らかにする。

[3-2] 学生による授業評価アンケート 
において、事前事後学習をしていると

答えた学生の割合が多かった教員 2 名 
を選び、ヒアリングを実施して、工夫

している点などを公表するとともに、

教務委員の所見を記した。

[3-2] 今年も学生による授業評価アンケートから、2 つ

の事例を取り上げ、学科教員間で共有した。今後も、

これを積み重ねていき、学生の時間外学習を増やす努

力を継続していきたい。

【指標「2016 年度「学生による授業評価アンケート」
の結果分析（2017/7/13）」※第 4 回（7 月）教務委員
会資料 12】 

2018

年度 

年次計画内容 

[3-1] 昨年度に引き続き、作成されたシラバスを調査し、どのような評価法・基準が採用されているかを把握する。 
[3-2] 講義の事前・事後学習が行われている授業を選び、工夫している点を明らかにする。 

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 

[4-1] 教育効果について、既存の指標を用いて定期的に検証する。 
[4-2] 教育効果を上げるために、教育内容・方法について、ＦＤ等を通じて組織的な改善の取 
り組みを行い、さらなる教育成果の向上を図る。

[4-1,4-2 共通] 
①意識調査・学修行動調査

②入学年度別単位修得状況分布・推移

③入学年度別 GPA 分布・推移

④入学年度別学位授与状況

⑤進路決定状況

② 学科 FD の実施状況

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[4-1] 昨年度に引き続き、学修行動調査の 
データからどれくらいの学生の学ぶ意欲

を引き出せているかについて検証する試

みを行う。昨年度は 2 年生を対象とした 
ので、今年度は 3 年生以上を対象とした 
い。

[4-1] 学修行動調査は毎年、2 年生を対象に 
しているので、3 年生以上を対象としたデー 
タは存在しない。よって、2 年生を対象とす

る。週平均の時間外学習時間は 99 分（2015 
年）、121 分（2016 年）、94 分（2017 年） 
と 100 分前後で推移している。この数字は 
全学部の平均値とほぼ等しく、全国平均を

かなり下回る。

[4-1] 引き継ぎ 2 年生を対象とした学修

行動調査を実施して、学習意欲に関する

調査を継続し、学習意欲を引き出す方策

を探っていきたい。

【指標「2 年生学修行動調査の集計結果」
2018 年 1 月 11 日、人文学部教務委員会
資料 10】

[4-2] 昨年度から定期的に実施している 
学科 FD において、教育効果を上げる要因 
について明らかにする努力を継続する。

[4-2] 今年度も、毎月の学科会議で「学科 
FD」を行った。毎回のテーマは次のとお 
りである。「卒業論発表会の総括について」 
（4 月）、「新入生の入学前課題について」（5 
月）「人間科学基礎ゼミナール AB の運営に 
ついて」（6 月）「人間科学基礎ゼミナール C 
の運営について」(7 月)、「3 年以上専門ゼミ 
ナール等の運営について」（9 月）、「人間科

学基礎論について」（10 月）」、「人間科学基

礎ゼミナール C の総括について」(11 月)、
「人間科学基礎ゼミナール C の教育目標に

ついて」(12 月)、「自己推薦入試の反省点に

ついて」（1 月、2 月）、「2018 年度 AO 入試

の総括と 2019 年度の AO 入試について」（3
月）。今後、基礎ゼミのクラス編成において、 
入試形態や男女比、また課外活動などに偏

りがないよう配慮することが確認された。

これからも引き続き、学科 FD を実施

して教育効果を上げる要因について検討

を進める。

「2017 年度学科会議資料（学科 FD）」 
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2018

年度 

年次計画内容 

[4-1] 昨年度に引き続き、学修行動調査のデータからどれくらいの学生の学ぶ意欲を引き出せているかについて検証する試みを行 
う。

[4-2] 一昨年度から定期的に実施している学科 FD において、教育効果を上げる要因について明らかにする努力を継続する。（2018

重点取り組み課題 E-1）

（５）人文学部英語英米文学科
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 学生の講義への主体的参加を促す授業のあり方を検証する。 
[1-2] 本学の学習環境の活用を検証し、学習指導を充実させる。 

[1-1] 
①学生による授業評価アンケート

②入学年度別単位修得状況分布・推移

③入学年度別 GPA 分布・推移

[1-2] 教室利用状況一覧

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] SA・TA との連携、グループワーク 
の採用、卒業論文の取り組み等について現

状を分析し、学生の講義への主体的参加を

促す方法を継続して検証する。

英文講読での SA の活用方法、そして

クループワークを行っている授業につい

ては、学科 FD を利用して情報を共有で

きたが、TA との連携、卒業論文の取り

組みについては検証できなかった。

学生の講義への主体的参加を促す方法に

ついて、引き続き検証を行う。

【指標 2017 年度第 3 回、4 回、5 回学科

会議資料 「10 分 FD について」】 

[1-2] 本学の学習環境を効果的に利用し 
ている教員に、学科会議において利用状況

の報告を継続して依頼する。

学科会議の 10 分 FD において、授業

方法などについて意見交換を行ったが、

学習環境の効果的な利用を共有するまで

には至らなかった。

次年度も 10 分 FD を継続し、本学の学習

環境を効果的に利用している授業について

も、情報共有ができるように検討する。

【指標 2017 年度第 6 回、8 回、9 回、10
回学科会議資料 「10 分 FD について」】 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] SA・TA との連携、グループワークの採用、卒業論文の取り組み等について現状を分析し、学生の講義への主体的参加を促 
す方法を継続して検証する。（重点課題 A-4 学生の自主的な学習を促進するための取り組み） 
[1-2] 本学の学習環境を効果的に利用している教員に、学科会議において利用状況の報告を継続して依頼する。 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 

[2-1] 授業内容、到達目標、授業の進め方、授業計画、成績評価方法など必要事項を明記した 
シラバスを作成する。

①シラバス作成ガイドラインとの一致

度調査

②学生による授業評価アンケート

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] シラバス作成の留意事項について学 
科会議においても注意喚起し、必要事項が明

記された適切なシラバス作成を目指す。

教職課程再課程認定に関わる科目につ

いて注意喚起を行い、適切なシラバス作成

を実現できたが、それ以外の専門科目にま

では及ばなかった。

シラバス作成の留意事項について学

科会議で注意喚起を行い、適切なシラバ

ス作成を継続する。

【指標 2017 年度第 6 回学科会議資料
「教職課程再課程認定申請について」】

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] シラバス作成の留意事項について学科会議においても注意喚起し、必要事項が明記された適切なシラバス作成を目指す。ま 
た、シラバスと授業内容の整合性について、検証する。（重点課題 A-1 授業内容とシラバスとの整合性の確保の取り組み）

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 

[3-1] 科目の特質に応じて多面的な評価を採用するとともに、評価方法・基準をシラバスに明

記し、それに従った評価を行う。

[3-2] 講義の事前・事後学習も含めて学生の修学時間を確保し、単位の実質化を測ることがで

きる教育方法、修学指導を行う。

[3-1]成績評価方法の記載状況一覧 
[3-2] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致

度調査（事前・事後学習の記載状況） 
②学生による授業評価アンケート

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[3-1] 学習者の目標意識が高まる評価方法 
について、学科で問題意識を共有し、適切な

評価のあり方を引き続き検討する。

前年度の授業評価アンケートの結果で

高い評価を得た講義を例に挙げ、学習者

の目標意識が高まる授業内容と評価方法

について報告し、学科で共有した。

引き続き、学習者の目的意識が高まる

評価方法について、学科で問題意識を共

有し、適切な評価の在り方を検討する。 

【指標 2017 年度第 4 回学科会議資料 
「学生による授業評価アンケートの組織
的活用について」】 

[3-2] シラバスの「時間外学習の取り組み」 
について、授業評価アンケートを参照し、学

科会議での情報共有を継続して行う。

上記の授業評価アンケート結果に基づ

き、「時間外学習の取り組み」と授業方法

について報告し、学科で情報を共有した。 

シラバスの「時間外学習の取り組み」

について、授業評価アンケートを参照し、

学科会議での情報共有を継続して行う。

【指標 2017 年度第 4 回学科会議資料 
「学生による授業評価アンケートの組織
的活用について」】 

2018

年度 

年次計画内容 

[3-1] 学習者の目標意識が高まる評価方法について、学科で問題意識を共有し、適切な評価のあり方を引き続き検討する。 
[3-2] シラバスの「時間外学習の取り組み」について、授業評価アンケートを参照し、学科会議での情報共有を継続して行う。 
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中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 

[4-1] 教育目標の達成に向けて効果的な教育内容・方法を検証する。

[4-2] 教育効果を上げるために、教育内容・方法について、FD 等を通じて改善の取り組み 
を行い、さらなる教育成果の向上を図る。

[4-1,4-2 共通] 
①入学年度別単位修得状況分布・推移

②入学年度別 GPA 分布・推移

③入学年度別学位授与状況

④進路決定状況

⑤学部・学科 FD、FD 研究会等実施状況

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[4-1] 4 年生の成績、英語プレイスメントテ 
ストと TOEIC のスコア、留学状況、進路決

定状況などさまざまなデータから、教育効果

の検証と分析を継続する。

複数の資料に基づき、4 年生の修学

状況、TOEIC・英検、半期留学等と、

進路決定状況との関連性を検証し、あ

る程度の相関性を見ることができた。 

次年度も 4 年生の成績、英語プレイスメン

トテストと TOEIC のスコア、留学状況、進

路決定状況などさまざまなデータから、教育

効果の検証と分析を行い、データの蓄積を継

続する。

【指標 2017 年度第 10 回学科会議資料 
「英語英米文学科 4 年生の内定状況につい
て」「学位記授与式の学科代表について（4
年生取得単位・GPA 一覧」】

[4-2] 学科会議において、各学問分野におけ 
る FD 実施状況についての情報共有を継続 
し、教育方法の改善に努める。

学科会議での 10 分 FD において、

授業実践報告において意見交換を行

い、問題点等を共有できたが、各学問

分野間での情報共有を行うまでには

至らなかった。

次年度も学科会議での 10分FDを継続し、

異なるレベル間や分野間での情報共有もで

きるように、具体的な方法を検討する。

【指標 2017 年度第 3 回～第 10 回学科会
議資料 「10 分 FD」】 

2018

年度 

年次計画内容 

[4-1] 学習成果を把握し評価するため、4 年生の成績、英語プレイスメントテストと TOEIC のスコア、留学状況、進路決定状況 
などさまざまなデータから、教育効果の検証と分析を継続する。（重点課題 A-2 学習成果を把握及び評価するための方法の開発） 
[4-2] 学科会議において、各学問分野における FD 実施状況についての情報共有を継続し、教育方法の改善に努める。また今年度 
は特に、能力に応じた補習の実施の観点から、現状の把握を行う。（重点課題 A-3 学生の能力に応じた補習教育、補充教育の実施） 

（６）人文学部こども発達学科
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 教育目標の達成に向けた授業形態（講義・演習・実習等）の実施を検証する。

[1-2] 学習指導の充実を図るとともに、本学の新しい学習環境を活用し、学生主体の双

方向の授業形態について検討する。 

[1-1、1-2 共通] 
①学生による授業評価アンケート（全学）

②入学年度別単位修得状況分布・推移（全学） 
③入学年度別 GPA 分布・推移（全学）

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 授業評価アンケートや教職員の

授業評価や GPA などで達成度を把握

し、教育目標に向けた授業形態が行われ

ているか検証する。

授業評価アンケートや教職員の授業

評価と GPA などの達成度を把握し、教

育目標に向けた授業形態になっている

のかを検討し、改善すべき課題につい

て学科会議で報告した。また、FD や学

生個別の修学状況についての情報交換

などの機会に学科全体として検証すべ

き課題について共有した。

現状分析を 2/2 実施。検証を 1/1 を実施。達

成 1/1 を実施。

【指標「計画表」D4-3-1:教育目標の達成に向
けた授業形態の検証】 
【指標①「学生による授業評価アンケート」】 
【指標②③「入学年度別 GPA 分布・推移」】 
【指標「こども発達学科 FD」報告】

[1-2] 前年度に引き続き、授業形態の特

色に合わせた学習指導の充実を図る。そ

のために、コラボレーションセンターの

利用やリアクションペーパーなどの活

用など学生主体の双方向の授業形態に

ついて検討し、実施する。

昨年度に引き続き、学習指導の充実

を図るために、基礎ゼミなどでコラボ

レーションセンターを活用した。また、

各授業において、小テストやリアクシ

ョンペーパー、自己評価シートなど、

学生と双方向の授業になるような工夫

を行った。

現状分析を 4/4 実施。検証を 4/4 を実施。達

成 1/3 を実施。 
【指標「計画表」D4-3-1:教育目標の達成に向
けた授業形態の検証】 
【指標①「学生による授業評価アンケート」】 
【指標「2018 年度基礎ゼミ担当割りについて
修正」】 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 教育目標の達成に向けた授業形態について学生による授業評価アンケートや教職員の授業評価とＧＰＡなどで検証する。 
[1-2] 授業形態の特色に合わせて、コラボレーションセンターなどの学習施設の活用や小テスト、レポートなどのフィードバッ

クを実施して学習指導の充実を図る。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 

[2-1] 授業の内容、到達目標、授業方法、授業計画、成績評価方法等必要

な項目を明記したシラバスを作成する。 

[2-2] 授業内容・方法が明記されたシラバスと講義実施状況を検証する。 

[2-1、2-2 共通]
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調査（全学）

②教員によるシラバスに基づいた講義実施状況達成度調査

（全学）

③学生による授業評価アンケート（全学）

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] シラバス作成ガイドライ

ンに従い、授業の内容、到達目

標、授業方法、授業計画、成績

評価方法等必要な項目を明記し

たシラバスを作成するよう周知

徹底する。

シラバス作成ガイドラインが

達成できているかのチェックを

行い、必要項目の明記等につい

ても周知徹底を図った。

現状分析を 3/3 実施。検証を 1/1 を実施。達成 1/1 を実施。 

【指標「計画表」D4-3-2:適切なシラバスの作成】 
【指標①2017 シラバス第三者チェック状況表】（全学教務
委員会資料） 
【指標②「非常勤講師の説明会」（資料）】 
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[2-2] 授業内容・方法が明記さ

れたシラバスと講義実施状況の

検証を、学生による「授業評価

アンケート」や「講義実施達成

度調査」などを通して実施する。 

シラバスと実施状況との一致

度を、学生による「授業評価ア

ンケート」および「講義実施状

況達成度調査」を通して検証し、

その改善を図った。

現状分析を 1/2 実施。検証を 1/1 実施。達成を 0/1 実施。 

【指標「計画表」D4-3-2:シラバスに基づいた講義の実施】 
【指標② 卒論評価 2017 年度】 
【指標③「学生による授業評価アンケート」】 
【指標「入学年度別 GPA 分布・推移」】 
【指標「講義ごとの単位修得率」】（教育支援課所管） 

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] シラバス作成ガイドラインを各担当教員に配布し、適正なシラバスを作成するよう周知徹底を図る。 
[2-2] シラバスと授業内容との整合性について「講義実施状況達成度調査」および学生による「授業評価アンケート」を通して 
検証し改善を図る。

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 

[3-1] 科目の特質に応じて多面的な評価の視点を設定するとともに、評価方法・ 

基準をシラバスに明記し、それに従った成績・単位認定評価を行う。 

[3-2] 講義や実習の事前・事後学習も含めて学生の学修時間を確保し、単位の実 

質化を図ることができる教育方法、学修指導を行う。 

[3-1]
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調査（事

前・事後学習の記載状況）（全学） 

②学生による授業評価アンケート（全学）

[3-2]
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調査（事

前・事後学習の記載状況）（全学）

②学生による学修時間の申告調査や e-learning 等を

用いた学修時間の計測（全学）

③学生による授業評価アンケート（全学）

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[3-1] 科目の特質に応じて多面

的な評価の視点を設定するとと

もに、評価方法・基準をシラバス

に明記すること、および、それに

従った成績・単位認定評価を行う

ことを周知徹底する。また、その

結果を学生による「授業評価アン

ケート」や成績などによって検証

する。

科目の特質に応じて多面的な評価の

視点を設定し、評価方法・基準をシラ

バスに明記して、およびそれに従った

成績・単位認定評価を行うことを周知

徹底した。その結果については、学生

による「授業評価アンケート」や成績

などによって検証した。

現状分析を 3/3 実施。検証を 1/1 を実施。達成 0/1
を実施。 
【指標「計画表」D4-3-3:適切な成績・単位認定評価】 
【指標①2017 シラバス第三者チェック状況表（全学
教務委員会資料）】 
【指標③「学生による授業評価アンケート」】 
【指標「入学年度別 GPA 分布・推移」】 
【指標「卒論評価 2017 年度」】 
【指標「講義ごとの単位修得率」】（教育支援課所管） 

[3-2] 講義や実習の事前・事後学

習も含めて学生の学修時間を確

保し、単位の実質化を図ることが

できる教育方法、学修指導を行う

よう奨励する。

講義や実習の事前・事後学習、およ

び学生の学修時間の確保について授業

の中で周知し、単位の実質化が図れる

ようにシラバス等に明記して、学修指

導上においても奨励するよう努めた。

現状分析を 3/3 実施。検証を 2/2 を実施。達成 0/1
を実施。 
【指標「計画表」D4-3-3:単位の実質化を図る教育方法、
学修指導】 
【指標①2017 シラバス第三者チェック状況表（全学
教務委員会資料）】 
【指標③「学生による授業評価アンケート」】 
【指標「２年生学修行動調査 2017」】 

2018

年度 

年次計画内容 

[3-1] 作成されたシラバスを調査して科目の特質に応じてどのような評価法が採用されているかを把握し、検討を図る。 
[3-2] 授業形態の特色に合わせて予習復習など学生の自主的な学習を促す教育方法、学習指導について検討する。 

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 

[4-1] 教育目標と学位授与方針との関連性を検証しつつ、教育目標の達成状 

況を把握するための指標を検討し適用する。 

[4-2] 教育の充実と学習成果の向上のために、教育内容・方法等について研 

究会等を通じて組織的な取り組みを行う。 

[4-1、4-2 共通]
①教育目標達成状況測定指標の作成（全学）

②入学年度別単位修得状況分布・推移（全学）

③入学年度別 GPA 分布・推移（全学）

④入学年度別学位授与状況（全学）

⑤学部・学科 FD、FD 研究会等実施状況（全学）

⑥「はぐくみ」への記入

⑦自己評価シート

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[4-1] 教育目標と学位授与方針との

関連性を教職カルテなどの自己評価

システムの運用と教員によるチェッ

ク体制で検証し、教育目標の達成状

況を把握するための指標を検討す

る。

教育目標と学位授与方針の関

連性を、教職カルテなどの自己

評価システムと教員によるチェ

ック体制で検証し、教育目標の

達成状況を把握するための指標

を検討した。

現状分析を 2/2 実施。検証を 2/2 実施。達成を 0/1 実

施。 

【指標「計画表」D4-3-4:教育目標の達成状況を把握するた
めの指標の適用】 
【指標③人文学部入学年度別 GPA 推移（2017 年度）】 
【指標「卒業率推移表」】 
【指標「こども発達学科 FD」報告】 
【指標「教職課程履修カルテ」】※現物 

[4-2] 教育の充実と学習成果の向上

のために、教育内容・方法等につい

て、研究会や情報交換の場、学科会

議の FD 等で組織的に検討する取り

組みを行う。

教育の充実や学習成果の向上の

ために、毎回の学科会議におい

て、FD や修学状況に関して検討

する情報交換の機会を設けた。

現状分析を 3/3 実施。検証を 1/1 実施。達成を 0/1 実

施。 

【指標「計画表」D4-3-4:教育内容・方法等についての組織
的な取り組み】 
【指標③人文学部入学年度別 GPA 推移（2017 年度）】 
【指標「卒業率推移表」】 
【指標「こども発達学科 FD」報告】 
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2018

年度 

年次計画内容 

[4-1] 教育目標と学位授与との関連性を教職課程履修カルテなどの自己評価システム運用と教員がチェックする体制で検証し、

教育目標の達成状況を把握する指標の確立に向けたとりまとめを行う。

[4-2] ＧＰＡの分布や推移に注意し、学科全学生について教育の充実と学習成果向上を図る教育内容、方法を FD 等で組織的に

検討し、単位の実質化を「見える」化する。

（７）心理学部
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] カリキュラムマップに基づき、教育目標に合わせた講義を展開しつつ個別の指導を行う。 学年別 GPA 分布

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

前年度同様、学科会議の中で、カリキュ

ラムマップ、教育目標の共有を行う。

学科会議の中で、カリキュラムマップや

教育目標の共有を行うことができた。

次年度以降、新学部および公認心理

師課程運用に伴う指標の変化を経時的

に分析・検証する必要がある。

【指標「入学年度別 GPA 分布・推移」】 
2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 新学部および公認心理師課程運用に伴う指標の変化を経時的に分析・検証する。 
[1-2] インターネット検索等を利用した自主的学習を促す具体的方法について検討する。 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 

[2-1] シラバス作成ガイドに基づく適切なシラバスを作成し、各講義の目標を

広く学生に周知する。

授業評価アンケート

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

前年度同様、学科会議の中で、

シラバス作成ガイドを確認する。

特に新学部設置以降のシラバス内

容について、何度も教員間で情報交換

を行うことができた。

現在在籍している教員間では充分にシラバス作成ガ

イドラインや意欲を促進させるシラバス内容について

共有できていると考えられるが、非常勤職員などにも

新学部シラバス検討の経過や、適切なシラバス作成に

ついて伝達する必要がある。

【指標「シラバス作成ガイドラインとの一致度調査」】 
2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 教授会でシラバス作成ガイドや、公認心理師要件、カリキュラムマップとの整合性を確認するとともに、非常勤講師説明 
会などの機会を利用して、非常勤講師にも共有いただけるよう工夫する。

[2-2] シラバスに関する学生アンケートを実施し、学習意欲等に関して分析・検討する。 

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 

[3-1] シラバスに成績評価基準の明確化を行う。 シラバス作成ガイドランンとの一致度

調査

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[3-1] 前年度同様、学科会議の中で、成績評 
価基準の明確化について確認する。

成績評価基準や単位認定基準について

充分に検討する時間がなかった。

今後、新学部設置に伴い、特に公認心

理師演習科目や実習科目の成績評価基

準の議論が今後必須である。あわせて少

数科目不足による卒業認定救済措置の

有無や具体的方法を再確認する必要が

ある。【指標なし】

2018

年度 

年次計画内容 

[3-1] 教授会の中で、特に公認心理師演習科目や実習科目の成績評価基準、および少数科目不足による卒業認定救済措置ついて 
議論する。

[3-2] 講義・演習・実習等について、ルーブリック評価を用いる方法を検討する。 

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 

[4-1] 教育効果の検証のために、既存の指標を用いて検証を行う。 ①授業評価アンケート

②各講義ごとの単位修得率

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[4-1] 前年度同様、①②を経時的に分析し、 
学科会議で共有する。

指標①②を学科会議で共有するととも

に、学科として今後どうしていくべきか議

論した。一方で①②については教員間で

様々な見解があった。

指標①②の指標としての信頼性・妥当

性・必要性について、議論を重ねる必要

がある。【指標①②】

2018

年度 

年次計画内容 

[4-1] 前年度同様、①②を経時的に分析し、教授会で共有する。あわせてよりよい指標がないか、計測方法がないか、議論を重 
ねる。

[4-2] 心理学部の教育課程・内容に対応した演習・実習中心の授業評価アンケートを検討する。 

（８）法学部
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 授業参観による自己研修、教員協議会における意見交換を通じて、授業方法および演習

運営の工夫・改善を図る。 

[1-2] 授業理解度および出席率の低い学生に対し、個別面談を実施して学習方法を指導するこ

[1-1,1-2,1-3 共通]

①学生による授業評価アンケート

②入学年度別ＧＰＡ分布
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とで、講義への継続的出席を促す。 

[1-3] 学生が法の理念や解釈に関する知識を修得し、かつ将来の進路のために努力する姿勢を

確立するため、法学検定試験ベーシックコースに合格させる。 

③学部専門講義科目出席統計

④法学検定試験ベーシックコース合格

率

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] かねてより設けられている授業参観

期間を今年度も設定し、授業方法がどのよう 

に工夫されているかを見て、自己の授業にお 

いて改善することができるようにする。 

今年度においても例年通りの授業参観

を実施した。 

学生による授業評価アンケートの結

果や、専門講義科目の出席統計をみるか

ぎり、各教員が工夫等を重ねていること

がうかがわれ、授業改善効果があがって

いるものと思われる。 

[1-2] 情報ポータルを積極的に活用すべき

ことをすべての教員に対して周知し、文書の 

みで説明できない内容については口頭で教 

員及び教育支援課職員に周知し、問題のある 

学生を早期に発見し、情報の共有を図る。 

各教員がゼミ生と随時面談し、留年生

等については担任教員が 5月と 10 月に

一斉面談を行い、その結果を「はぐくみ」

に記入して情報を共有した。 

単位取得状況や修学意欲について問

題のある学生については、はぐくみを活

用しながら、教務委員会等において適宜

情報を共有している。 

[1-3] 法解釈学の基礎は 1年次の必修科目

及び基礎ゼミナールで習得することを前提 

として、法律知識の定着度合いを測る指標の 

1つとして法学検定試験を受験させる。また、 

そのための対策授業である「法学スキル（基 

礎・応用）」を実施し、合格率の向上に努め 

る。 

法学スキル基礎の出席率と定期試験結

果、および授業評価を踏まえ、法学スキ

ル応用の授業について、4名の担当教員が

統一的な方式で行うこととし、各回に確

認テストをすることで、法学検定試験ベ

ーシックの合格率向上に努めた。

法学検定試験ベーシックについては、

受検者 129名中 59名が合格し、合格率

が 45.7％となり、昨年よりも低下してい

る。2年生については、受験者 68名中

30名が合格している。 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] かねてより設けられている授業参観期間を今年度も設定し、授業方法がどのように工夫されているかを見て、自己の授業

において改善することができるようにする。 

[1-2] 情報ポータルを積極的に活用すべきことをすべての教員に対して周知し、文書のみで説明できない内容については口頭で

教員及び教育支援課職員に周知し、問題のある学生を早期に発見し、情報の共有を図る。 

[1-3] 法解釈学の基礎は 1年次の必修科目などで習得することを前提として、法律知識の定着度合いを測る指標の 1つとして法

学検定試験を受験させる。また、そのための対策授業である「法学スキル（基礎）」を実施し、合格率の向上に努める。 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 

[2-1] 授業のねらい、到達目標、授業の進め方に関し、明確かつ具体的な記述がなされている 

か、教務委員会で点検する 

[2-2] 授業の進め方、学生の時間外学習等に関し、どのような成果と課題があるか、教員協議 

会における意見交換にて確認する。 

[2-1,2-2 共通]

①シラバス第三者点検にて修正依頼を

した科目数 

②学生による授業評価アンケート

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 学部コア科目を中心に、シラバスを点

検する。 

時間外学習および学習上の助言が、シ

ラバスに明記されているか確認し、学生

へのフィードバックを行った。

時間外学習および学習上の助言が明

記されていないシラバスは、4 科目であ

った。 

[2-2] 90分一コマ以外における学生の学習

行動を多面的に把握する。積極的・能動的な 

予復習を招来する具体的な工夫を、FDの推進 

と並行して検討する。 

全学レベルで展開されている学習行動

調査を学部内で紹介した。予復習のシラ

バスへの記載はほぼ完了しているので、

レポート作成、宿題等の課題の実施状況

を調査することを考えることとしたい。

学生の授業時間外学習について、具体

的な工夫が各科目でなされていると思

われるが、それを統合的に把握する仕組

みが十分でない。 

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 学部コア科目を中心に、シラバスを点検する。

[2-2] FDの機会を積極的に活用し、授業評価アンケートに基づいた教育改善を行う。

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 

[3-1] 
①科目展開の特性を踏まえた評価方法・評価基準をシラバスに明記する。

②シラバスに明記した評価方法・評価基準に従って評価を行う。

[3-2] 
①事前・事後学習の必要性および目処をシラバスに明記する。

②学生の学習時間を確保することを目的に適切な教育指導を行う。

[3-1] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調

査（成績評価方法の記載状況）

②学生による授業評価アンケート

[3-2] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調

査（事前・事後学習の記載状況）

②学生による授業評価アンケート

③学生による申告調査を通じて計測した学

習時間

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[3-1] シラバスに基づく授業展開を徹底す

る。成績評価や単位認定に大きなバラツキが 

みられないかを検証する。 

シラバスから大きく乖離すると思

われる授業科目は基本的にないと思

われる。 

非常勤講師による一部の科目において、新

年度に向けて、遠慮なく成績評価をしていた

だくことを話し合う機会をもった。 

[3-2] 事前・事後学習における学修の位置

づけを明確化し、各種指導を通じて学生に対 

し予復習の徹底を図る。授業評価アンケート 

へのレスポンスを通じたフィードバックな 

いし双方向的活用に取り組む。 

授業評価アンケートについて、レス

ポンスを確実におこなうよう、FDを通

じた取り組みに今年度も協力した。

いったんストップしたかたちになってい

る学生自治会（今年度復活）と学部三役との

懇話会を来年度に向けて復活させるなど、学

生の生の声を拾い上げる仕組みの構築を今

後図っていきたい。 

2018

年度 

年次計画内容 

[3-1] シラバスに基づく授業展開を徹底する。成績評価や単位認定に大きなバラツキがみられないかを検証する。
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[3-2] 事前・事後学習における学修の位置づけを明確化し、各種指導を通じて学生に対し予復習の徹底を図る。授業評価アンケー

トへのレスポンスを通じたフィードバックないし双方向的活用にさらに取り組む。

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 

[4-1] 
①教育目標と学位授与方針との連関性を検証する。

②教育目標達成状況を測定する指標の開発を検討する。

[4-2] 
①学部内・学部間 FD等を通じて教育内容・方法の組織的改善に取り組む。

②FDのフィードバックを踏まえ、教育効果の継続的向上に努める。

[4-1,4-2 共通]

①教育目標達成状況測定指標の検討状況

②入学年度別単位修得状況・GPA分布

③入学年度別学位授与・進路決定状況

④優秀学生表彰、学生論文顕彰、学生論集発

行状況

⑤授業参観、FD等実施状況

⑥教員協議会開催状況

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[4-1] コース別を含めた入学年度ごと

の単位修得状況を多角的に把握し、特 

待入試学生・成績優秀学生のトップア 

ップ、学生全体のボトムアップおよび 

要指導学生の掘り起こしに取り組む。 

現在のコース制になってからはじめて

の卒業生をむかえた。卒業率をみる限り、

トップアップとして位置づけたアドバン

ストコースにおいて、100%の卒業率をたた

き出しており、他コースとの差を見ても、

所期の目標に近いところに到達している。

ただしすぐ下の学年では、アドバンストコ

ースの就業状況が逆に他コースの後塵を

拝している。コース制の狙いをしっかり指

導していく必要が読み取れる。学業特待生

の動向もまだら模様であり、ボトムアップ

の取り組みもあわせて、学部全体でのさら

なる指導が必要である。

4年生の卒業率：アド 12/12 (100%)、ス

タ 18/25 (72%)、CUP 24/28 (86%)

3年生における 3年間終了後の卒業見込み

90単位到達率：アド 8/14 (57%)、スタ 

35/43 (81%)、CUP 30/36 (83%) 

学業特待生動向：4年生 1名（卒業）；3

年生 3名（124単位、48単位（休学中）、

31単位（休学中））；2年生 2名（94単位、

76単位）；1年生 3名（48単位、44単位、

36単位） 

[4-2] 10分 FDを中心に学部内のディ

ベロップメントに取り組む。あわせて、 

学内の FD関連事業への教員の参加、学 

外での FD関連の催しへの教員の派遣 

などに取り組む。教員協議会を開催し、 

教員間の意見交換の場を設ける。 

教員協議会を開催した。FD への参加を

呼びかけた。10分 FDは、全学教務の体制

に一定の変更が生じたことを受けて、学部

内での FD 活動の一環として留め置くこと

とした。 

教員協議会提出資料、2 月末現在の内定率

90.7%、顕彰 

論文 2名提出、学生論集 15号発行、ゼミナー

ル論集

2件（刑事法、社会保障法）

2018

年度 

年次計画内容 

[4-1] コース別を含めた入学年度ごとの単位修得状況を多角的に把握し、成績下位学生に対する基礎力の底上げ、並びにスカラシ

ップ入学者や成績優秀学生に対する質の高い教育を提供する。 

[4-2] 10分 FDを中心に学部内のディベロップメントに取り組む。あわせて、学内の FD関連事業への教員の参加、学外での FD関

連の催しへの教員の派遣などに取り組む。教員協議会を開催し、教員間の意見交換の場を設ける。 

（９）大学院法学研究科
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 教育目標の達成に向けた授業形態(講義・演習・実験等)の適切性を検証する。 
[1-2] 研究指導計画に基づき、学位論文作成に向けて適切な研究指導を行う。

[1-1] 
①シラバス

②学生による授業評価アンケート

③単位修得・GPA 分布状況

[1-2]
①修士論文作成スケジュール（便覧） 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 2016 年度に引き続き、教育目標の達成に

向けた授業形態(講義・演習)の適切性を検証す

る。

[1-1] シラバスや院生アンケートの結

果をみるかぎり、教育目標の達成の向け

て適切な授業形態（講義ないし演習）が

取られているものと思われる。

シラバス

[1-2] 2016 年度に引き続き、研究指導について

アンケートで院生の感想・意見を集約し、必要

に応じて研究指導計画に反映させる。

[1-2] 本研究科独自の「研究と研究環境

に関するアンケート調査」を 12 月に実

施した。その結果に加えて、事務窓口に

寄せられた要望等を集約し、可能な範囲

で研究指導計画に反映した。

「研究と研究環境に関するアンケー

ト調査」

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 2017 年度に引き続き、教育目標の達成に向けた授業形態(講義・演習)の適切性を検証する。 
[1-2] 2017 年度に引き続き、研究指導についてアンケートで院生の感想・意見を集約し、必要に応じて研究指導計画に反映させ 
る。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 

[2-1] シラバス作成ガイドラインに基づいて、授業の目的、到達目標、授業内容・方法、授業計画、 
成績評価方法等必要な事項を明記した統一的なシラバスを作成し、公表する。

[2-2] シラバスと実際の授業展開との整合性を恒常的に検証し、維持する。 

[2-1,2-2 共通] 
①シラバス作成ガイドラインとの

一致度調査

②教員によるシラバスに基づいた

講義実施状況達成度調査

③学生による授業評価アンケート



４－３．教育方法

57 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 
①2016 年度に引き続き、大学基準協会の指摘

に従い、精粗のないシラバスを作成する。

②2016 年度に引き続き、シラバス作成ガイド

ラインに基づきシラバスに必要事項が明記

されているか、運営会議で点検する。

[2-1] 
①大学基準協会の指摘にしたがい、教員は

精粗がほぼないように、シラバスを作成

した。

②シラバス作成ガイドラインに基づき、必

要事項が記載されているかどうか、運営

会議で点検した。

①シラバス作成ガイドラインに沿

っているかどうかを、運営会議

で点検した。

②教員によるシラバスに基づいた

講義実施状況達成度調査は、実

施できなかった。

[2-2] 2016 年度に引き続き、シラバスと実際 
の授業展開との整合性を院生による授業評価

アンケートで検証する。

[2-2] 院生による授業評価アンケートの質

問項目について検討したが、改定の必要性

を認めなかった。

院生による授業評価アンケート

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 
①2017 年度に引き続き、大学基準協会の指摘に従い、精粗のないシラバスを作成する。

②2017 年度に引き続き、シラバス作成ガイドラインに基づきシラバスに必要事項が明記されているか、運営会議で点検する。

[2-2] 2017 年度に引き続き、シラバスと実際の授業展開との整合性を院生による授業評価アンケートで検証する。 

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 

[3-1] 科目の特性に応じて多面的な評価を採用するとともに、成績評価方法・基準をシ

ラバスに明記し、それに従って成績評価と単位認定を行う。

[3-2] 授業の事前・事後学習も含めて学生の学修時間を確保し、単位の実質化を図るこ

とができる教育方法、学修指導を模索し、実施する。

[3-1] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調査

（成績評価方法の記載状況）

②学生による授業評価アンケート

[3-2] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調査

（事前・事後学習の記載状況）

②学生による授業評価アンケート

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[3-1] 2016 年度に引き続き、シラバスに 
明記された成績評価方法・基準に従って成

績評価と単位認定を行う。

[3-1] シラバスに明記された成績評 
価方法・基準に従って、単位認定され

ている。

今年度、税法担当教員の年度途中での交代

に伴い、院生の研究環境の変化があったが、

新税法担当教員の尽力もあり、院生の研究指

導をバックアップすることができた。

[3-2] 2016 年度に引き続き、事前・事後 
学習を促す教育方法、学習指導について検

討する。

[3-2] シラバスに明記された成績評 
価方法・基準に従って、単位認定され

ている。

シラバスに明記された方法・基準で単位認

定された。

2018

年度 

年次計画内容 

[3-1] 2017 年度に引き続き、シラバスに明記された成績評価方法・基準に従って成績評価と単位認定を行う。 
[3-2] 2017 年度に引き続き、事前・事後学習を促す教育方法、学習指導について検討する。 

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 

[4-1] 教育目標と学位授与方針との整合性を検証しつつ、教育目標の達成状況を測定する指標

を検討・作成し、その指標を適用する。

[4-2] 教育効果を上げるために、FD 等を通じて教育内容・方法の改善の組織的な取り組みを行 
う。

[4-1,4-2 共通] 
①教育目標達成状況測定指標の作成

②単位修得・GPA 分布状況

③学位授与状況

④修了生進路状況

⑤研究科 FD、FD 研究会等実施状況

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[4-1] 
①教育目標と学位授与方針との整合性を検

証する。

②上記の検証に基づき、教育目標の達成状況

を測定する指標を検討する。

[4-1] 教育目標について検討できなかっ

た。次年度において本学大学院を志望する

学生のニーズを的確に把握し、教育目標を

検討していかなければならない。

[4-2] 教育効果を上げるために、FD 等を通

じて教育内容・方法の改善の組織的な取り

組みのあり方について検討する。

[4-2] [4-1]との関わりで新年度 FD に関す

る意見交流会を実施すべく検討を進めて

いる。

2018

年度 

年次計画内容 

[4-1] 
①教育目標と学位授与方針との整合性を検証する。

②上記の検証に基づき、教育目標の達成状況を測定する指標を検討する。

[4-2] 教育効果を上げるために、FD 等を通じて教育内容・方法の改善の組織的な取り組みのあり方について検討する。 

（１０）大学院臨床心理学研究科
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 各学年定員 10 名の少人数教育に適切な授業評価調査方法を運営会議において継続的に 
検討する。

[1-2] 事例検討を通じて学習する機会を維持する。

[1-3] 専門科目によっては道内に適切な講師がいない現状を踏まえ、道外からの優秀な非常勤

講師の確保に努める。

[1-4] 心理臨床センターは臨床心理士指定大学院として必須の実習教育施設であり、その運営

[1-1] 
①研究科委員会議題(ワーキンググルー

プ･運営会議からの報告･審議) 
[1-2]①特別事例検討会実施状況 
[1-3] 
①道外非常勤講師数
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を適切に維持し継続する ②道外非常勤講師旅費･滞在費

[1-4]①心理臨床センター相談室員数・

運営日数ならびに時間数等

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 全学的にアンケート方式での授業評

価が実施されたが、必ずしも匿名性が保た 

れない事情が確認されたため、あらためて 

適切な授業評価方法を検討し探索的に実施 

する。

全学的に実施される授業評価アンケー

トを大学院でも実施することになり、履修

者が 5 名以上の科目を中心にアンケート

調査を実施した。少人数教育の場でのアン

ケート調査の問題点が指摘された。

① 達成

[1-2] 事例検討会を企画し実施する。 計画に沿って遂行した。 ① 達成(拡大事例検討会、特別事例検討

会)
[1-3] 科目適合性の高い教員を道内で検討 
しつつ、道外からの適確な教員の確保を行

う。

計画に沿って遂行した。

なお、非常勤講師の出張旅費の減額に伴

い、道外からの教育確保を 1 名に留めた。 

① 達成

② 達成

[1-4] 相談室員の実働状況を把握し、心理 
臨床センターの維持･運営に問題がないか

を引き続き確認する。

計画に沿って遂行した。

なお、心理臨床センターの運営につい

て、毎月定例で開かれる心理臨床センター

運営会議で議論され、必要な対応を行っ

た。

① 達成(心理臨床センター運営会議議

事録･資料)

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 各学年定員 10 名の少人数教育に適切な授業評価調査方法を運営会議において継続的に検討する。 
[1-2] 本学教員の特徴を活かす事例検討を行う。それを通じて院生がより実際的な学習を行う機会を維持する。

[1-3] 専門科目によっては道内に適切な講師がいない現状を踏まえ、道外からの優秀な非常勤講師の確保に努める。

[1-4] 心理臨床センターは臨床心理士及び公認心理師指定大学院として必須の実習教育施設であり、その運営を適切に維持し継

続する。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 

[2-1] 適切なシラバスを作成し、履修状況･学習状況に基づいて適切な柔軟性を維持しながら授業

を展開する。

[2-2] 実習科目に関わる指導では専任教員を含め有能なスーパーバイザーを確保する。

[2-1]①シラバス 
[2-2]①スーパーバイザー名簿

リスト

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] シラバス作成基準に則って作成を行 
い、少人数教員である特徴を生かして、柔

軟な対応をとりつつ授業を展開する。

計画に沿って遂行した。

シラバスの記載方法･内容と第三者による

チェック体制が全学的に整備されたため、そ

れに即して実施した。少人数教育のメリット

を生かして必要に応じて柔軟な授業展開を行

った。

① 達成

[2-2] 有能な外部スーパーバイザーを引き 
続き確保する。

計画に沿って遂行した。

有能な外部スーパーバイザー(SV)を確保し

た。特殊な相談事例への対応のため、今後も

引き続き確保する必要が指摘された。

① 達成

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 本学シラバス作成基準はもちろん、公認心理師要件となっているシラバス内容を満たしているか、シラバス内容と授業内 
容が整合しているか、チェックを行う。

[2-2] 外部スーパーバイザーが公認心理師カリキュラム指導要件を満たしているか情報の整理を行い、満たしている外部スーパ 
ーバイザーが足りない場合は、他のスーパーバイザーを確保する。

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 

[3-1] 適切な成績評価を行い、院生に対する説明責任が伴うことを継続的に確認する。 ①成績表

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[3-1] 不合格者の出た科目について､研究 
科運営会議ないし研究科委員会で理由･状

況の確認を行う。

計画に沿って遂行した。

必修科目での成績が低い院生を把握し個

別指導を実施して対応した。なお、不合格

者は主に体調不良等であることを確認し

た。

① 達成

2018

年度 

年次計画内容 

[3-1]  不合格者の出た科目について､研究科運営会議ないし研究科委員会で理由･状況の確認を行う。 

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 

[4-1] 回答の匿名性を保ちながら定員 10 名の少人数教育に適した授業評価アンケートの実施方 
法を検討する。

①授業評価アンケート(試案を含む)

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[4-1] 匿名のアンケート方式などの有効性 
を調べるため、引き続き探索的に実施する。 

全学的に実施されている授業評価アンケ

ートが研究科科目にも拡大されて実施され

た。匿名の投書箱方式と比較して、少人数教

育におけるアンケート形式による調査の問

題点について運営会議において検討を行っ

た。

① 実施
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2018

年度 

年次計画内容 

[4-1]  院生の自主的な学習を促すためゼミ横断的な交流機会や、学部・大学横断的な研究交流の場を提供する。 

（１１）大学院地域社会マネジメント研究科
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 教育目標の達成に向けた授業形態(講義・演習等)を検討し、実施する。 
[1-2] 演習を中心として、院生の修論作成に向けた指導体制を実施、検証する。

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1]  現在の講義のあり方を検討し、改善 
の必要な点があれば改善に向けて検討す

る。

今年度は、「地域プロジェクト論演習」

でフィールドワークを取り入れたが、それ

以外に特に講義のあり方の検討は出来な

かった。ただ大学院生のアンケートなどで

講義に対する要望が出てきているので今

後検討する必要がある。

[1-2]  指導教員の演習による指導の他に、 
修士論文の中間報告会、報告会、リサーチ

ペーパーの報告会を行い、修士論文の作成

の指導を行う。

修士論文の中間報告会、報告会、リサー

チペーパーの報告会を行い、修士論文の作

成の指導を行った。

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 現在、設置している演習内容、演習のあり方を検討し、改善の必要な点があれば改善に向けて検討する。 
[1-2] 指導教員による院生への指導の他、副指導教員制度の新設を検討する。 
[1-3] ① 個別指導以外に修士論文の中間報告会と報告会、リサーチペーパーの報告会を通じた、院生への集団指導を行う。 

② 各報告会への教員の参加を増やす。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 

[2-1] 到達目標、授業内容・方法、授業計画、成績評価方法等必要な事項を明記した

シラバスを作成する。

[2-2] 授業内容・方法とシラバスとの整合性を検証し、維持する。

[2-1,2-2 共通] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調査

②教員によるシラバスに基づいた講義実施状

況達成度調査

③学生による授業評価アンケート

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] シラバスの概要について説明書を

配布し、適切なシラバスを作成することを

教員に要請する。

適切なシラバスの作成を教員に

要請した。

①シラバス作成ガイドラインと一致している。

②授業評価アンケートはおこなわなかったが、

大学院生に大学院に関するアンケート調査

をおこない、その中で講義の全体的な評価を

質問している。

[2-2] シラバスに必要事項が記載されて

いるかどうか、整合性がとれているかどう

かを検証する。

シラバスの検証を行った。

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] シラバスの概要について説明書を配布し、適切なシラバスを作成することを教員に要請する。

[2-2] シラバスに必要事項が記載されているかどうかを確認する。

[2-3] 演習内容とシラバスの整合性がとれているかどうかを院生向けアンケート調査の項目に入れて検証する。

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 

[3-1] 科目の特質に応じて多面的な評価を採用するとともに、評価方法・基準をシラバスに明

記し、それに従った評価を行う。

[3-2] 講義の事前・事後学習も含めて学生の学修時間を確保し、単位の実質化を図ることがで

きる教育方法、学修指導を行う。

[3-1] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致

度調査（成績評価方法の記載状況）

②院生によるアンケート

[3-2] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致

度調査（事前・事後学習の記載状況） 
2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[3-1] シラバスに評価方法・基準を明記す

る。講義の特質に応じた評価を行う。

シラバスに評価方法・基準を明記させ

た。

①シラバス作成ガイドラインと一致し

ている。

②院生アンケートは行った。

[3-2] シラバスや講義などで事前・事後学

習をするように指導する。

シラバスで事前・事後学習をするような

記述をするように教員に要請した。

①シラバス作成ガイドラインと一致し

ている。

②院生アンケートは行った。

2018

年度 

年次計画内容 

[3-1] シラバスに評価方法・基準を明記する。講義の特質に応じた院生への評価を行う。

[3-2] シラバスや講義などで院生へ事前・事後学習をするように指導することを継続する。

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 

[4-1] 教育目標と学位授与方針との連関性の検証と並行し、修士論文や単位取得の状況、進路

状況等をみて教育目標の達成状況を検証する。

[4-2] 教育効果を上げるために、教育内容・方法について、組織的な改善の取り組みを行い、 
さらなる教育成果の向上を図る。

[4-1,4-2 共通] 
①教育目標達成状況測定指標の作成

②入学年度別単位修得状況分布・推移

③進路決定状況
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2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[4-1]  修士論文や単位取得の状況、進路状況 
等をみて教育目標の達成状況を検証する。 

修士論文や就職状況から見て、教育目

標は達成されている。 
 

[4-2] 大学院生の講義に対する要望、意見等 
を調査し、今後の講義に反映させる。 

大学院に対するアンケート調査おこ

なった。その中で講義に対する要望が出

てきている。来年度に向けてその要望を

検討する必要がある。 

①教育目標達成状況測定指標は検討中

である。 
②院生の単位取得状況は良好である。 
③今年度留学生を除く修了生は 1 名で

あり、その 1 名については研究と関

連する分野に進路を定めている。 
2018

年度 

年次計画内容 

[4-1] 
①院生の修士論文執筆や単位取得の状況、進路状況等をみて教育目標の達成状況を検証する。 
②修士論文・特定課題研究だけでなく、リサーチペーパーと修士論文中間報告へのフィードバック制度を導入する。 

[4-2] 
①院生の講義に対する要望、意見等を調査し、今後の講義に反映させる。 
②昨年度のアンケート調査結果を踏まえた要望への対応策を検討する。検討結果を院生へ報告する。 

[4-3] 教員の教育方法に問題が生じないように教員へ注意を喚起する。 
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大学基準４．教育内容・方法・成果 
４-４ 成果

中期目標 

【目標１】教育目標に基づいた人材を育成する。 

【目標２】学位授与方針に基づいた能力を育成し、適切に学位授与を行う。 

（１）全学教務委員会
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】

[1-1] 教育目標達成の観点から、学生の学習成果を測定するための評価指標を開発し適用する。 
[1-2] 各学部学科が実施する、学生の自己評価、卒業後の評価（就職先の評価、卒業生評価） 
を支援する。

[1-1] 
①入学年度別 GPA 分布・推移

②進路決定状況（業種別等を含む）

③資格等取得状況

④入学年度別学位授与率・４年間卒業率

[1-2] 
①学生満足度調査

②卒業生満足度調査

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 学部、学科の教育目標に従い、各科目の「授 
業のねらい」「履修者が到達すべき目標」を設定す

る。同時に「成績評価方法」を「履修者が到達す

べき目標」への到達度を測定するものにする。

[1-2] 「学力の三要素」「社会人基礎力」「国語力」 
などの基礎学力やジェネリックスキルの獲得がど

のように目指されているかを明確にする。

[1-3] 入試成績、入学前学習等の入学前の情報か 
ら、初年次教育、専門教育に至る情報の連関、さ

らには進路情報、資格取得情報との連関を探るべ

く、教学 IR を活用する。その成果を教育目標、 
教育方法の適正化に活かす。

[1-1] 一部教養科目で実現されたが 
全学的な展開は今後である。全学教

務委員会などを通じて、広く周知し

たい。

[1-2] 一部教養科目で実現された 
他、非常勤講師説明会などで本学が

強調する「国語力」の涵養を依頼し

た。

[1-3] 臨床心理学科において、卒業 
時 GPA や就職を目的変数とし、入試 
制度、高校評定などを説明変数とし

た分析を行なった。

[1-1] 一部教養科目で実現されたが全 
学的な展開は今後である。全学教務委員

会などを通じて、広く周知したい。

[1-2] 一部教養科目で実現された他、非 
常勤講師説明会などで本学が強調する

「国語力」の涵養を依頼した。

[1-3] 臨床心理学科において、卒業時 
GPA や就職を目的変数とし、入試制度、 
高校評定などを説明変数とした分析を

行なった。

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 学部、学科の教育目標に従い、各科目の「授業のねらい」「履修者が到達すべき目標」を設定する。同時に「成績評価方法」 
を「履修者が到達すべき目標」への到達度を測定するものにする。

[1-2] 「学力の三要素」「社会人基礎力」「国語力」などの基礎学力やジェネリックスキルの獲得がどのように目指されているかを

明確にする。

[1-3] 入試成績、入学前学習等の入学前の情報から、初年次教育、専門教育に至る情報の連関、さらには進路情報、資格取得情報

との連関を探るべく、教学 IR を活用する。その成果を教育目標、教育方法の適正化に活かす。 
[1-2] 学習成果を把握及び評価するための方法の開発を目指す。（アセスメントテスト、ルーブリックを活用した測定、学習成果

の測定を目的とした学生調査、卒業生、就職先への意見聴取など）

（２）教職課程委員会
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] ４年間の切れ目のない指導体制を確立し、教職に対する意識･態度を身につけ、教育実

践的知識・スキルを十分に習得するような指導方法の工夫に努める。 

[1-2] 教員採用の実績の向上に向けた改善を行う。

[1-3] 地域社会の要請に応えて、新たな免許教科開設の可能性を検討する。 

[1-1] 
①教職資格登録状況

②教育実習を行った学生の人数

③教育職員免許取得者数

[1-2] 
①教員採用状況・推移

②教員採用状況（期限付き）

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1]４年間の切れ目のない指導を行い、教

職に関する十分な知識、技能を身につけ 

させる。 

(1) 学部教授会と協力し教職課程カリキュラ

ムの編成と検証を行う。

(2）教職課程履修カルテを活用して教科教育

法、教職特講及び教職実践演習を軸とする４

年間の継続した指導を行う。

(3）小学校、中・高等学校及び特別支援学校

の教職課程履修及び免許取得に向けたガイ

ダンスを各学年に応じて実施する。

(4) 教職特講、教育実習事前・事後指導等に

学外の現職教員等の協力を得て実践的に行

う。また、授業見学などを積極的に取り入れ

る。

(5) 全教育実習生に対する訪問指導を学部ゼ

ミ教員の協力を得て実施する。

(6) 教職課程に関するＦＤ活動を推進し、

『SGU教師教育研究』の充実を図る。

(7) 教職課程に係る教員養成の目標、組織、

[1-1] 各学年、免許教科毎にガイダンス・

個別指導を行い教職に関する知識、技能

の取得を図った。 

(1) 教職課程委員及び教職課程担当教務

委員による教職課程委員会は、学部教授

会と協力し教職課程カリキュラムの編成

を行った。

(2) 教職課程履修カルテを活用して教科

教育法、教職特講及び教職実践演習を軸

とする指導を行った。

(3) 小学校、中・高等学校及び特別支援学

校の教職課程履修及び免許取得に向けた

ガイダンスを各学年に応じて実施した。

(4) 教職特講、教育実習事前・事後指導等

において予算の範囲で学外の現職教員等

を招聘し、協力を得てより実践的に行っ

た。福祉科教育法等において高校の授業

見学を行った。

(5) 全教育実習生に対する訪問指導を、学

部ゼミ教員の協力を得て実施した。

[1-1] 
①教職資格登録状況

2017 年度の教職課程新規登録者は、

102 名であった。（1 年生 100 名、2 年

生 1名、3年生 1名）

②教育実習を行った学生の人数

（科目等履修生含む）

小学校 34名、特別支援学校 18名、中

学（社会）10名、中学（英語）6名、

高校（商業）2 名、（地歴）2 名、（公

民）3 名、（英語）3 名の 78 名であっ

た。 

③教育職員免許取得者数

（科目等履修生含む）

免許の取得者は、実人数 55 名で、小

学校 33名、特別支援学校 22名、中学

（社会）10名、（英語）9名、高校（商

業）2名、（地歴）7名、（公民）10名、

（英語）8 名、（福祉）1 名、のべ 102

名(免許)であった。 
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研究業績、授業科目及び卒業者の状況等につ 

いて情報を公表する。 

(6) 『SGU教師教育研究第 32号』を発行 

した。 

(7) 教職課程に係る教員養成の目標、組 

織、研究業績、授業科目及び卒業者の状

況等についてホームページに掲載した。 

 [1-2] 教員採用の実績の向上に向けた改善を 

進める。 

(1) 学科に設置された教職課程の履修に加え 

て複数免許取得の促進を図る。 

(2) 教職特講等の授業において教員採用試験 

を想定した教科指導、個別・集団面接等の指

導を行う。また、小論文等の提出書類の添削

指導、二次試験対策指導を実施する。 

(3) 「教職をめざす学生交流会」、「教育実習 

生交流会」、「教師教育研究協議会」等を通じ

て教員採用試験突破への意欲を高める。 

(4) 学生の自主学習、学生指導の場として教 

職課程室の充実と利用促進を図る。また、特

別支援教育演習室の設置を図る。 

(5) 東京アカデミー等の課外講座の活用を進 

める。 

(6) 札幌市、北海道及び特別支援学校等の学 

校ボランティアに取り組む。 

(7) 期限付き任用教員及び非常勤講師等の採 

用に関わる情報を提供する。 

[1-2] 教員採用実績向上のために次のよ 

うな取組みを行った。 

(1) 2018年度（2017年度入学生対象）新 

規副免登録者として、小学校 2 名の履修

を許可した。 

(2) 教職特講等の授業において教員採用 

試験を想定した教科指導、個別・集団面

接等の指導を行った。また、小論文等の

提出書類の添削指導、二次試験対策指導

を実施した。 

(3) 「教職をめざす学生交流会」、「教育実 

習生交流会」、「教師教育研究協議会」等

において現職 OB教員等の具体的な指導を

受け、教職に関する認識を深め、教員採

用試験突破への意欲を高めた。 

(4) 教職課程室の配置資料を随時更新し 

た。特別支援教育演習室が C 館 4 階に設

置され、学生指導や学生が自習、演習を

行えるように備品等を準備した。 

(5) こども発達学科と連携の下、東京アカ 

デミー等の課外講座を継続して行った。 

(6) 札幌市、江別市との協定に基づくボラ 

ンティア派遣を行い援助金を支出した。

また、北海道及び特別支援学校等の学校

ボランティアについて学生に紹介した。 

(7) 期限付き任用教員及び非常勤講師等 

の採用に関わるガイダンス・指導を行っ 

た。また各自治体からの募集案内は学生 

及び関係教員へ情報ポータル等を利用し 

て案内を行った。 

[1-2] 
①教員採用状況・推移 

・教員採用者は、現役 11 名（小学校、

特別支援学校、中学校（英語）、高校

（商業））、卒業生 40 名（小学校、特

別支援学校、中学校（社会）、高校（英

語）・（商業））、合計 41 名であった。

現役学生は商業で全員合格、中学校英

語でも採用があった。また、卒業生が

期限付き教員等を行いながら採用に

向けて頑張っているといえる。 

②教員採用状況（期限付き） 

2016年度採用 24人、2017年度採用 

26人であった。 

③その他 

・英語の副免新規希望者は、6月に再募

集を行ったが希望者がいなかった。 

・学校ボランティアに、札幌市 4名、江

別市 9名が登録した。しかし、ボラン

ティア実績のない学生も数名いた。 

・教師教育研究協議会は、本学の学事暦

も勘案したが、高教研と重複した日程

となっていた。日程の重なり、平日の

開催（土曜日授業日）であったが、卒

業生教員 49名に出席いただいた。 

[1-3] 地域社会との連携を図り、新たな免許 

教科開設の検討を行う。 

(1) 教員養成制度に関する調査研究を行い、 

学部再編等の動向に対応した免許教科開設 

の可能性を検討する。 

(2) 学部教授会及び申請準備委員会と密接な 

連携をとり免許教科の保持及び再申請に必

要な準備を進める。 

(3) 免許状更新講習を「札幌圏教職課程コン 

ソーシアム」と連携して開講する。 

(4) 各教育委員会、校長会、全私教協・道私 

教協及び道特支学校教育実習連絡協等と協

力して教職課程の充実・発展を図る。 

[1-3] 再課程申請及び新たな学部学科の 

枠組みに対応した免許のあり方について 

各学部と検討をし、再課程認定申請を準 

備した。提出は 2018年 4月上旬を予定。 

(1) 教員養成制度に関する検討の一環と 

して道教育委員会及び札幌市教育委員会

と教員育成指標の策定等について懇談を

行った。 

(2) 再課程申請について教職課程委員会 

及び全学教務委員会、各学部会議におい

て検討を行った。 

(3) 「札幌圏教職課程コンソーシアム」に 

おいて、2017年度総括及び 2018年度講習

の開講について確認した。2018 年度は本

学が幹事校になる。 

(4) 各教育委員会、校長会、全私教協・道 

私教協及び道特支学校教育実習連絡協等

の主催する会議に出席し意見を述べた。

道私教協幹事校会で再課程申請について

検討した。 

 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] ４年間の切れ目のない指導を行い、教職に関する十分な知識、技能を身につけさせる。 

(1) 学部教授会と協力し教職課程カリキュラムの編成と検証を行う。 

(2) 教職課程履修カルテを活用して教科教育法、教職特講及び教職実践演習を軸とする４年間の継続した指導を行う。 

(3) 小学校、中・高等学校及び特別支援学校の教職課程履修及び免許取得に向けたガイダンスを各学年に応じて実施する。 

(4) 教職特講、教育実習事前・事後指導等に学外の現職教員等の協力を得て実践的に行う。また、授業見学などを積極的に取り入 

れる。 

(5) 全教育実習生に対する訪問指導を学部ゼミ教員の協力を得て実施する。 

(6) 教職課程に関するＦＤ活動を推進し、『SGU教師教育研究』の充実を図る。 

(7) 教職課程に係る教員養成の目標、組織、研究業績、授業科目及び卒業者の状況等について情報を公表する。 

[1-2] 教員採用の実績の向上に向けた改善を進める。 

(1) 学科に設置された教職課程の履修に加えて複数免許取得の促進を図る。 

(2) 教職特講等の授業において教員採用試験を想定した教科指導、個別・集団面接等の指導を行う。また、小論文等の提出書類の 

添削指導、二次試験対策指導を実施する。 

(3) 「教職をめざす学生交流会」、「教育実習生交流会」、「教師教育研究協議会」等を通じて教員採用試験突破への意欲を高める。 

(4) 学生の自主学習、学生指導の場として教職課程室の充実と利用促進を図る。また、特別支援教育演習室の設置を図る。 
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(5) 東京アカデミー等の課外講座の活用を進める。 

(6) 札幌市、江別市、北海道及び特別支援学校等の学校ボランティアに取り組む。 

(7) 期限付き任用教員及び非常勤講師等の採用に関わる情報を提供する。 

[1-3] 地域社会との連携を図り、新たな免許教科開設の検討を行う。 

(1) 教員養成制度に関する調査研究を行い、学部再編等の動向に対応した免許教科開設の可能性を検討する。 

(2) 学部教授会及び申請準備委員会と密接な連携をとり免許教科の保持及び再申請に必要な準備を進める。 

(3) 免許状更新講習を「札幌圏教職課程コンソーシアム」と連携して開講する。 

(4) 各教育委員会、校長会、全私教協・道私教協及び道特支学校教育実習連絡協等と協力して教職課程の充実・発展を図る。 

 

 

（３）経営学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 教育目標達成の観点から、学生の学習成果を測定するための評価指標を開発し適用 
する。その際、GPA や資格取得状況、進路決定状況など具体的な数値によって検証する。 
[1-2] 学生の自己評価、卒業後の評価（就職先の評価、卒業生評価）を行う。 

[1-1] 
①入学年度別 GPA 分布・推移 
②進路決定状況（業種別等を含む） 
③資格等取得状況 
④入学年度別学位授与率・４年間卒業率 
[1-2] 
①学生満足度調査 
②卒業生満足度調査 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 学習成果の測定について GPA、

取得資格などのデータにより検証する。 
各学習成果の報告において、GPA、資

格取得などのデータが教授会で示され、

検証を行った。 

学科間の比較が明らかにされた。経営学科

が低く、会計ファィナンス学科が高い傾向が

顕著だが、学科間の学生の違いをさらに注視

していく。 
[1-2] 学生の自己評価、卒業後の評価方

法についての検討を継続する。 
検討するに至らなかった。 自己評価については 2018 年度に導入予定

の科目があるので、その成果を見て検討を続

ける。卒業後の評価はキャリア支援課と連携

する必要があると考えている。 
2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 学習成果の測定について GPA、取得資格などのデータにより検証する。 
[1-2] 学生の自己評価、卒業後の評価方法についての検討を継続する。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 

[2-1] 学位授与方針が、教育目標の成果を評価できる内容であることを継続して検証する。 ①対照表による評価（4－1 参照） 
②進路決定状況（業種別等を含む） 
③資格等取得状況 
④入学年度別学位授与率・４年間卒業率 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 学位授与方針が、教育目標の成果を評価 
できる内容であることを継続して検証する。 

検証を行った。 引き続き、評価できる内容であると考

えている。 
2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 学位授与方針が、教育目標の成果を評価できる内容であることを継続して検証する。 
 

 

（４）経済学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 教育目標達成の観点から、学生の学習成果を測定するための評価指標を開発し、適用す 

る。 

[1-2] 学生の自己評価、卒業後の評価（就職先の評価、卒業生評価）を行う。 

[1-3] 留年者および休・退学者の状況を把握し、教育効果の検証を行う。 

[1-4] キャリア支援課と連携を強めながら学生の進路支援を組織的に行う。 

[1-5] 教育効果を踏まえて、補習・補充学習の必要性を検討する。 

[1-1] 
①入学年度別 GPA分布・推移 

②進路決定状況（業種別等を含む） 

[1-2] 
①学生満足度調査 

②卒業生満足度調査 

[1-3]  
①休退学除籍者数一覧 

②入学年度別学位授与率・４年間卒業率 

[1-4] 
①資格等取得状況 

②進路決定状況（業種別等を含む） 

③内定率・就職率 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 学習成果を測定する評価指標の検討 

を行う。 

経済学部では，全開設科目の成績分布を

一覧表にして教授会で確認しているが，具

体的な評価指標の検討には至っていない。

次年度の課題である。 

学習成果を測定する評価指標の開発

は進んでいない。なお，GPAの分布を作

成し，学習効果を評価する方向を模索す

る。また成績評価（素点）や秀・優・良・

可・不可の分布によって学習効果を測定

する評価指標の作成を模索中である。 

[1-2] 卒業アンケートおよび満足度調査に 

対して分析をして学生の評価を検討する。 

調査については報告したものの、検討は

行わなかった。次年度の課題である。 

学生の自己評価、卒業後の評価は集計

したものの、十分な分析は行われていな

い。 

[1-3] 1) 休・退学者の状況を把握し、初年次教 留年者および休・退学者の状況を踏ま
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1) 学生の実態を引き続き再確認する。さら 

に、厳格な成績評価の観点から退学や休学に 

関する課題を検討する。それと同時に、休・ 

退学者を減らすために専門科目の出欠を全 

科目調査する。 

2) 1)の結果を履修・修学指導に活用し、学生 

支援の改善を図る。 

育における出席管理を重点的に強化する 

ことにより、成績評価を向上させる取り 

組みを次年度から始めることとした。今 

年度は、専任教員が担当する専門科目の 

すべてで出欠情報の調査を行った。 

2) 出欠情報の調査は指導教員の修学指 

導には活用されたが、全体的な改善は行 

われなかった。 

えて、教育効果の検証は行い、次年度か

ら対策を行うこととした。 

①休退学除籍者数については、近年減少

の傾向がある。 

②入学年度別学位授与率・４年間卒業率

は留置制度がなくなったため、低くな

った。 

[1-4] 
1）「専門ゼミナール II」や「専門ゼミナール 

III、IV」において、学生のコミュニケーシ 

ョン力を培うために、学生の自己分析や自己 

アピールなどを支援する。 

2）学生の就業力のアップを図るために、学 

生のエントリーシート作成を支援するとと 

もに、学部企画を開催する。 

1) 各ゼミナールにおいて、指導教員など 

により学生の自己分析や自己アピールな 

どを支援できた。 

2) 学部企画として，エントリーシートの 

書き方について，「専門ゼミナール III」 

において外部講師招いて指導した。学生 

の就業力アップを図るため，学生が提出 

したエントリーシート(添削バージョン) 

の写しを指導教員に配布し､情報を共有 

し､就活支援に利用した。また､1年生の 

「ビジネス演習Ａ」において「キャリア 

支援課職員の講話」（キャリアとは何かと 

就職活動とは）を実施した。 

3年生ゼミナールを「職業と人生」と

同じ曜日に行い、履修率を上げる、学生

の就職状況をキャリア支援課と連絡を

密にし、正確に把握する、ゼミナールに

おいて学部全体のキャリア教育を実施

するなど、キャリア支援課と連携を強め

ながら学生の進路支援を組織的に行う

ことができた。 

[1-5]  
1) サポートセンター利用も含めた講義以外 

の学習方法について検討する。 

2) 補習授業について検討する（TA(SA)の活 

用）。 

1) 具体的な学習方法は検討していない。 

2) 限られた予算の中で TAの活用方法を 

検討したが、今年度は補習授業の検討の必 

要はなかった。 

教育効果を踏まえて、補習・補充学習

の必要性は引き続き検討している。 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 学習成果を測定する評価指標の検討を行う。 

[1-2] 卒業アンケートおよび満足度調査に対して分析をして学生の評価を検討する。 

[1-3] 
1) 退学・除籍率を 4％未満にする。 

2) 学生の実態を引き続き再確認する。さらに、厳格な成績評価の観点から退学や休学に関する課題を検討する。それと同時に、 

休・退学者を減らすために専門科目の出欠を全科目調査する。 

3) 2)の結果を履修・修学指導に活用し、学生支援の改善を図る。 

[1-4] 
1）「専門ゼミナール II」や「専門ゼミナール III、IV」において、学生のコミュニケーション力を培うために、学生の自己分析や 

自己アピールなどを支援する。 

2）学生の就業力のアップを図るために、学生のエントリーシート作成を支援するとともに、学部企画を開催する。 

[1-5]  
1) サポートセンター利用も含めた講義以外の学習方法について検討する。 

2) 学生の能力に応じた補習教育、補充教育の在り方について検討する。さらに、自主的な学習を促進するための方法を検討する。 
 
中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 

[2-1] 学位授与方針が、教育目標の成果を評価できる内容であることを継続して検証する。 ①進路決定状況（業種別等を含む） 

②資格等取得状況 

③入学年度別学位授与率・４年間卒業率 

④卒業論文提出者数 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 卒業論文やゼミナール論文の質の向 

上をはかるとともに、卒論発表会を今年度も 

実施する。卒論発表会の参加率をさらに増や 

すよう検討する。 

卒業論文については 64 名が提出し、そ

のうち 44 名が報告会で報告した。昨年に

比べて報告する割合が減っていることか

ら、発表会の参加率を増やすよう今後も引

き続き呼びかけを行っていく。 

②入学年度別学位授与率・４年間卒業率

は留置制度がなくなったため、低くな

った。 

④卒業論文については 64 名が提出し、

そのうち 44名が報告会で報告した。 

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 卒業論文やゼミナール論文の質の向上をはかるとともに、卒論発表会を今年度も実施する。卒論発表会の参加率をさらに増 

やすよう検討する。 

 

 

（５）人文学部人間科学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 教育目標達成の観点から、学生の学びの成果を点検し評価する（学生の自己評価を含 
む）。 
[1-2] 教育目標に基づいた人材育成の観点から、卒業後の評価（就職先の評価、卒業生評価） 
に関する調査結果を検証する。 

[1-1]  
①意識調査・学修行動調査 
②入学年度別 GPA 分布・推移 
③学生満足度調査（アンケート）の活用 
④入学年度別学位授与率 
⑤卒論の最終評価の構成比 
[1-2]  
①進路決定状況（業種別等を含む） 
②資格等取得状況 
③卒業生満足度調査の活用 

2017 年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
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年度 [1-1] 学習の集大成である卒業論文の未 
提出と不合格の理由を明らかにし、未提 
出者と不合格者を減らす努力を継続す 
る。 

[1-1] 卒論の未提出者は 6 人、不合格者は 1 
人であった。後者は事実上、未提出であり、 
実質、7 人が未提出であった。ほぼ例年並み 
の数字である。卒論以外にかなりの未修得 
単位があるケースや卒論指導の長期欠席者 
が多い。 

[1-1] 今後とも、卒業論文の提出率と最終 
評価のデータを蓄積していくとともに、未 
提出と不合者を減らす努力を継続してい 
く。 

【指標「2017 年度 人文学部卒論評価一
覧」】2018 年 3 月 7 日、人文学部教務委員
会資料 1 

[1-2] 学科の就職委員は、キャリア支援 
課担当職員と日頃から情報共有し、就職 
内定状況やその時点での課題を把握し 
て、学科会議等を通じてそれを報告す 
る。 
 また、進路が固まらなかったり学生自 
身が抱える難しさにより就職活動がま 
まならなかったりするケースに対し、卒 
業後の方向性を提示できるような進路

支援のあり方を、ゼミ担当者と就職委員

を中心に個別に検討する。 

[1-2] 毎月の学科会議で就職委員が学科の 
全学生につき、キャリア支援課の利用状況 
や就活・内定状況を報告し、担当教員との 
情報共有や指導助言についてのお願いをし 
た。 
売り手市場のなかにあっても、さまざまな 

困難さを抱えた H14 の学生の特徴から予想

されたように、内定率は低くなっている。

社会人となるためのレディネスだけでな

く、基礎的な対人関係の構築に難しさを抱

えた学生の教育と支援について、今後の課

題としたい。 

[1-2] 昨年同様、複数の内定を得られる学

生と、就活そのものから離脱してしまう学

生との二極化が進んでいるように感じら

れる。 
「進路決定状況一覧（人間科学科）」（3 月
末決定） 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 学習の集大成である卒業論文の未提出と不合格の理由を明らかにし、未提出者と不合格者を減らす努力を継続する。（2018 

重点取り組み課題 A-2） 
[1-2] 学科の就職委員は、学修（専門性、単位取得状況、資格取得）と就職の関連性と、卒業後の評価をキャリア支援課担当職員 
と情報共有し、学科会議等を通じてそれを報告し、ゼミ担任の学生指導に役立てる。 

 
中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 

[2-1] 学位授与方針が、教育目標の成果を評価できる内容であることを継続して検証する。 ①対照表による評価（4－1 参照） 
②資格等取得状況 
③入学年度別学位授与率 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 引き続き、卒業論文の指導および発表 

会・審査会などをとおして、学位授与方針に 

示された諸点を踏まえた学位の授与を行い、 

その成果を学科会議で総括する。 

[2-1] 卒業論文の指導では 4年間の学修に 
より学位が授与されることを学生に十分 
に認識させ、審査にあたっては、ポスター 
発表会（社会・福祉、心理・教育領域）、 
口頭発表会（文化領域）を実施し、その後 
領域ごとの会議において評価基準の統一 
を図りながら評価を行った。総括は 3 月 
の学科会議で行った。 

[2-1] 2017 年度の卒業論文の提出者は 
60 名、未提出者は 6 名、提出率は 90.9 
パーセントだった。合格者の内訳は S 評 
価 4 名、A 評価 16 名、B 評価 27 名、C 
評価 12 名であった。不合格者を 1 名出 
したことを含め、卒業論文は学位授与方 
針に則った学科の教育成果を評価する 
指標としても有効に機能しているとい 
える。 
【指標③「入学年度別学位授与率・年間
卒業率」「人文学部卒業論文評価一覧」3
月人文学部教授会資料】 

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 引き続き、卒業論文の指導および発表会・審査会などをとおして、学位授与方針に示された諸点を踏まえた学位の授与を行 

い、その成果を学科会議で総括する。（2018重点取り組み課題 A-2） 
 

 

（６）人文学部英語英米文学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 教育目標達成の観点から、学生の学びの成果を点検し評価する。 
[1-2] 教育目標に基づいた人材育成の観点から、卒業後の進路について点検し評価する。 

[1-1, 1-2 共通] 
①入学年度別 GPA 分布・推移 
②進路決定状況（業種別等を含む） 
③資格等取得状況 
④入学年度別学位授与率・４年間卒業率 
⑤国際交流活動の参加状況 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 今年度も引き続き TOEIC 等英語検定 
のスコア、資格等取得状況、国際交流活動の 
参加状況について調査を行い、学生の学びの 
成果を点検し評価する。 

今年度も 4 年生に関して、TOEIC のス

コアの推移・留学状況・国際交流活動参

加状況・進路決定状況について、学びの

成果を検証した。特に TOEIC 等英語検定

の成績上位者の活躍が顕著な学年である

ことが分かった。 

次年度もTOEIC等英語検定のスコア、

資格等取得状況、国際交流活動の参加状

況について調査を継続する。TOEIC 等の

英語検定の結果を集約する具体的な方法

については、検討を継続する。 
【指標 2017 年度第 10 回学科会議資料 
「英語英米文学科 4 年生の内定状況につ
いて」「学位記授与式の学科代表について
（4 年生取得単位・GPA 一覧」】 

[1-2] 当該年度の卒業生の進路について、入 
学時からの修学状況および進路決定状況に 
鑑みた検証をさらに継続し、教育目標に基づ 
いた人材育成の観点から点検と評価を行う 
ための準備を進める。 

当該年度の卒業生の進路について、高

校時代の評定平均および本学在学中の単

位取得状況を含む内定状況のデータを検

証することで、教育目標に基づいた人材

育成の観点から点検と評価を行うための

準備を進めることができた。 

来年度も同様の検証を継続する。 
【指標「内定状況」】 
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2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 今年度も引き続き TOEIC 等英語検定のスコア、資格等取得状況、国際交流活動の参加状況について調査を行い、学生の学 
びの成果を点検し評価する。 
[1-2]  当該年度の卒業生の進路について、入学時からの修学状況および進路決定状況に鑑みた検証をさらに継続し、教育目標に 
基づいた人材育成の観点から点検と評価を行うための準備を進める。 

 
中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 

[2-1] 学位授与方針が、教育目標の成果を評価できる内容であることを継続して検証する。 ①進路決定状況（業種別等を含む） 
②資格等取得状況 
③入学年度別学位授与率・４年間卒業率 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 今年度も継続して、学生の資格取得 
状況、進路決定状況などを参照し、学位授 
与方針が、教育目標の成果を評価できる内 
容であることを検証する。 

今年度も 4 年生の資格取得と進路決定

状況などを参照し、教育目標と学位授与

方針との関連性を検証した。特に英語検

定資格上位者の多くが、大学で成果を発

揮し、卒業後の進路に結び付けているこ

とが確認できた。 

今年度も 4年生の資格取得状況と進路

決定状況などを参照し、教育目標と学位

授与方針との関連性を検証した。来年度

も同様の取り組みを継続する。 

【指標 2017 年度第 10 回学科会議資料 
「英語英米文学科 4 年生の内定状況につ
いて」】 

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 今年度も継続して、学生の資格取得状況、進路決定状況などを参照し、学位授与方針が、教育目標の成果を評価できる内 
容であることを検証する。 

 

 

（７）人文学部こども発達学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 教育目標を念頭に学生の学習成果を評価する指標を検討し、運用する。 

[1-2] 学生の自己評価（修学状況、単位取得状況等を含む）、卒業後の進路（教員、保育士採用 

等、卒業生評価）評価を行う。 

[1-1] 
①入学年度別 GPA 分布・推移（全学） 

②進路決定状況（業種別等を含む） 

③資格等取得状況 

④入学年度別学位授与率・４年間卒業

率（全学） 

⑤教員・保育士採用等の採用状況 

[1-2] 
①学生満足度調査（全学） 

②卒業生満足度調査（全学） 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] こども発達学科全学年の学習成 
果を評価するため、GPA、卒業率、進路 
や資格取得状況などを把握できる仕組 
みについて検討する。 

学科の学習成果を評価するため、入学年度別

ＧＰＡ、卒業率を把握し、またゼミを中心に進

路調査や個別面談を実施して進路希望や資格

取得状況などを捉え、その結果に基づいて指導

を行った。さらに学科会議において、全教員で

修学状況や就職決定状況を共有し、指導に当た

った。 

現状分析を 2/2 実施。検証を 1/1 を

実施。達成 0/1 を実施。 

【指標「計画表」D4-4-1:学習成果を評価
する指標の検討と運用】 
【指標①④】 
【指標②進路決定状況】 
【指標「こ発在学生の進路希望調査」】 

[1-2] こども発達学科全学年の学生に 
ついての修学状況や進路希望状況を把 
握し、学生達の自己評価シート（教職課 
程履修カルテ）や保育士指定科目習得チ 
ェック表と合わせて分析する。また、新 
たに組織された卒業生の会などで直接 
意見を聞くことによって実態を把握し、 
大学在学中や卒業後の満足度を向上さ 
せるように図る。 

学生の修学状況や進路希望状況を、自己評価

シート（教職課程履修カルテ）や保育士指定科

目習得チェック表で分析し、各自の現状を把握

して将来への目標を明確に設定することに役

立てた。学科独自の卒業生の会は今年度開催に

至らなかった。個別の情報を収集して在学中や

卒業後の満足度向上に活用するため、継続的な

卒業生の会開催について今後検討する。 

現状分析を 3/4 実施。検証を 2/3 を

実施。達成 0/1 を実施。 

【指標「計画表」D4-4-1:学生の自己評
価と卒業後の進路の評価】 
【指標「自己評価シート（教職糧履修
カルテ）」】 
【指標「保育士指定科目習得チェック
表」】 

2018

年度 

 

年次計画内容 

[1-1] 学科全学年の学習成果をＧＰＡ、卒業率、進路および資格取得状況など把握できる仕組みや、評価する方法の開発を検討す

る。 
[1-2] 学科全学年について修学状況や進路希望状況を把握し、卒業生や進路先への聞き取りを通じ、学生の教職課程履修カルテや

保育士指定科目習得チェック表を合わせて分析することにより、在学中や卒業後の満足度が向上できるように努める。 
 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 

[2-1] 学位授与方針が、教育目標の成果を評価できる内容であることを継続して検証す 

る。 

①対照表による評価（4－1 参照） 

②進路決定状況（業種別等を含む） 

③資格等取得状況 

④入学年度別学位授与率・４年間卒業率（全学） 

⑤教員・保育士採用等の採用状況 
2017

年度 

年次計画内容  計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 学位授与方針に基づいた能力が、4 
年間の教育を通して充分に身についてい 
るかを、資格取得状況や進路希望調査及 
び進路決定状況などから継続的に検討す 
る。 

入学当初から卒業時まで毎月の学

科会議ならびに教職担当者教員，保育

士養成担当教員，そして，ゼミ担当教

員の3層において学生の修学情報を交

換し共有し，学位に相当する能力の育

現状分析を 3/3実施。検証を 1/2を実施。達

成 0/1を実施。 

【指標「計画表」D4-4-2】 
【指標「こ発在学生の進路希望調査」】 
【指標「進路決定状況」】 
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成のために寄与してきた。それぞれの

教科の単位認定を厳格化をはかり、学

位記授与方針に基づくを4年間の教育

を通して充分に身につけているかを

チェックした。 

【指標「新入生意識調査 2017【委員会用】」】 
【指標「２年生学修行動調査 2017【委員会
用】」】 
【指標「卒論評価 2017 年度」】 

2018

年度 

年次計画内容  

[2-1] 学位授与方針に基づいた能力が、4 年間の教育を通して身についているか,進路希望，資格取得のそれぞれ状況および進路決 
定状況などから検討する。 

 

 

（８）心理学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 教育目標達成の観点から、学生の学習成果を測定するための評価指標(学生による 
自己評価を含める)を適用する。 

①入学年度別 GPA 分布・推移 
②進路決定状況（業種別等を含む） 
③資格等取得状況 
④学生満足度調査 
⑤卒業生満足度調査 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] データベース案をつくり、経 
時的に測定、分析、評価しやすくする。 

データベースの分析・学科内での共有を

行うことができた。 
引き続きデータベースの分析・学科内での共

有・教育課程へ結果を活かす、といった PDCA
サイクルを継続する必要がある。あわせて足り

ない評価尺度についての議論も必要である。

【指標①「進路決定状況」「休退学除籍者数一

覧」「入学年度別学位授与率・年間卒業率」】 
2018

年度 

年次計画内容 

[1-1]  引き続きデータベースの分析・学科内での共有・教育課程へ結果を活かす、といった PDCA サイクルを継続する。あわせ 
て足りない評価尺度がないか教授会で議論する。 
[1-2] 就職先等へのアンケートにより、心理学部としてのアウトカムを評価する方法について検討する。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 

[2-1] 学位授与方針が、教育目標の成果を評価できる内容であることを継続して検証する。 ①進路決定状況（業種別等を含む） 
②資格等取得状況 
③学年度別学位授与率 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1］卒業生の進路決定状況、資格取得状 
況を参考に、学位授与方針が教育目標の成 
果を評価できる内容になるように検討す 
る。専門性を生かした進路決定推進ととも 
に、進路決定に困難を抱えている学生への 
フォローも重視する。 

キャリア支援課より、就職活動及び進

路決定状況をこまめに提供いただき、就

職活動に困難を抱えている学生につい

て、ゼミ担からのアプローチを強化した。   

また、ゼミ担からの声かけを控えた方

が良い学生についても学内他部署との連

携により、対応し、一人一人の学生に合

わせた対応を試みた。また、専門性を生

かした進路決定の推進を目的として、専

門職となった OBOG と在学生の懇談会を

実施した。 

2017年度の進路決定状況は、昨年度を上

回る、実就職率、内定率を得て、高い水準

で推移しており、精神保健福祉士資格合格

者数も昨年度を大きく上回った。 

 中期目標については、来年度の心理学部

設置に伴う３ポリシーの見直しをしたこ

とで、より学位授与方針とカリキュラムポ

リシーの関連性の精度を上げることがで

きた。専門性を生かした進路決定の推進に

ついても到達とはいかないものの、到達の

道しるべは明確になった。 

【指標①「進路決定状況」】 
2018

年度 

年次計画内容 

[2-1］卒業生の進路決定状況、資格取得状況を参考に、学位授与方針が教育目標の成果を評価できる内容になるように検討する。 
学生一人一人が自分の強みを生かした進路決定ができるよう、専門性を生かした進路決定推進とともに、多様な進路モデルを提示 
する。また、進路決定に困難を抱えている学生へのフォローも重視する。 

 

 

（９）法学部  

中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 教育目標達成の観点から、学生の学習成果を測定するための評価指標を開発し適用す 

る。 

[1-2] 留年、休学及び退学の状況を把握し、それらの減少に努める。 

[1-3] 資格取得者、及び検定合格者の増加を図る。 

[1-1] 
①入学年度別 GPA分布 

②進路決定状況 

③資格等取得状況 

④入学年度別学位授与率・4年間卒業率 

[1-2]①留年者、休学者・退学者の推移 

[1-3]格取得者及び検定合格者の推移 

2017

年度 

年次計画内容 

[1-1] 卒業論文の履修率と執筆率、内定獲得 

の延べ人数と実人数など、データを収集す 

る。数値の評価を多角的におこなう。 

関連データの収集に努めた。経年評価

には至らなかった。 

 

卒業論文履修率 10/72 (13.8%)、履修者

中の執筆率 6/10 (60%) 

2月末日時点の内定者 49/54 (90.7%) 

[1-2] 留年、休学、退学減少のための努力を 

引き続きおこなう。はぐくみへの記入を精力 

的におこなう。学籍移動の状況の可視化を通 

じた問題把握を教授会を中心におこなう。 

各教員が、ゼミ生との随時面談および

担任する学生との一斉面談を通じて修学

指導を行い、その結果を「はぐぐみ」に

記入した。毎教授会にて、前年同月比の

休学・退学・除籍数を確認した。 

「はぐくみ」には、ほぼすべての学生に

ついて記載がなされている。 
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[1-3] 法学検定試験（とりわけスタンダー 

ド）、TOEIC・TOEFL・英語検定試験、宅地建  

物取引士、行政書士などの各種検定試験、資 

格試験の受検を促す。 

法学検定試験スタンダードに、新カリ

キュラム施行後、はじめて複数名の合格

者を出した（過去 2 年間は 1 年に 1 名ず

つ）。反面、同ベーシックにおいて主力

となる 2 年生の受験状況が低迷した（2

年生終了時点において約 40%が法学スキ

ル基礎の単位を修得していない）。これ

を受けて、2018 年度は法学スキル基礎の

授業展開の見直しをおこなう。 

法学検定試験スタンダード合格 4名、

不合格 1名 

2 年生の法学スキル基礎単位修得状況：

認定 18名（1年次に受験し合格）、Sな

いし C 47 名、D 20 名、当日試験欠席 3

名、受験未登録 21名 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 卒業論文の履修率と執筆率、内定獲得の延べ人数と実人数など、データを収集する。数値の評価を多角的におこなう。 

[1-2] 留年、休学、退学減少のための努力を引き続きおこなう。2017年度の退学率は 4.3％であったが、2018年度は目標値を 4.0％ 

未満とする。はぐくみへの記入を精力的におこなう。学籍移動の状況の可視化を通じた問題把握を教授会を中心におこなう。 

[1-3] 法学検定試験（とりわけスタンダード）、TOEIC・TOEFL・英語検定試験、宅地建物取引士、行政書士などの各種検定試験、 

資格試験の受検を促す。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 

[2-1] 学位授与方針が、教育目標の成果を評価できる内容であることを継続して検証する。 ①進路決定状況 

②資格等取得状況 

③入学年度別学位授与率・４年間卒業率 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1] 学位授与方針に適合する、ゼミ発表 

会やディベート大会等を計画・実施する。 

専門ゼミナール間の連携を模索する。その 

他、学位授与方針に基づく教育の成果があ 

がるよう、資格取得、卒業、就職の面で改 

善を図る。 

基礎ゼミナール対抗ディベート大会を

実施した。 

 

ディベート大会には 3ゼミが参加し

た。例年であれば留学生などのスペシャ

ルチームが結成されるが今年度はタイ

ミングが合わなかった。専門ゼミナール

の活性化、連携強化の模索は、次年度に

持ち越すこととした。 

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 学位授与方針に適合する、ゼミ発表会やディベート大会等を計画・実施する。専門ゼミナール間の連携を模索する。その 

他、学位授与方針に基づく教育の成果があがるよう、資格取得、卒業、就職の面で改善を図る。 

 

 

（１０）大学院法学研究科  

中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 教育目標達成の観点から、学生の学習成果を適切に測定するための評価指標を開発し、適用 
する。 

①単位修得状況 
②GPA 分布 
③資格等取得状況 
④学位授与率 
⑤修了生進路状況 

2017

年度 

 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 2016 年度では、院生の学習成果を適切に 
測定するための評価指標として、現行の修士論文 
審査の各審査項目、各科目の成績評価、法律資格 
の取得状況で十分に行えていることを運営会議 
で確認したところであり、2017 年度はそのほかに 
適切な指標がありうるか検討する。 

[1-1] 2017 年度は、税法担当教員を中心 
に大学院生の修士論文作成を集団的に保 
証するとともに、審査項目、各科目の成 
績評価、法律資格の取得状況において十 
分行えていると確認できた。 

 

2018

年度 

 

年次計画内容 

[1-1] 2017 年度では、院生の学習成果を適切に測定するための評価指標として、現行の修士論文審査の各審査項目、各科目の成 
績評価、法律資格の取得状況で十分に行えていることを運営会議で確認したところであり、2018 年度はそのほかに適切な指標が 
ありうるか検討する。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 

[1-1] あらかじめ学位授与方針を学生に明示し、明確な責任体制の下で審査を行い、適切に学位を 
授与する。 

①学位授与率 

2017

年度 

 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 学位授与方針に基づき、明確な責任体 
制の下で審査を行い、適切に学位を授与する。 

[1-1] 学位授与方針に基づき、主査、副査 
の 2 名を基本に、十分な時間をかけて適切 
に学位を授与した。 

① 学位授与率、73％。 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 学位授与方針に基づき、明確な責任体制の下で審査を行い、適切に学位を授与する。 
 

（１１）大学院臨床心理学研究科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 臨床心理士試験合格者数ならびに修了後の進路を把握する。 ①臨床心理士試験合格者数 
②修了後の進路 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 合格者数と進路、その経年変化を 
把握する。 

計画に沿って遂行した。 
例年通り合格者数･進路について調査し把握した。 

① 達成 
② 実施(就職先など) 

2018 年次計画内容 
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年度 [1-1]  合格者数と進路、その経年変化を把握する。 
 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 

[1-1] 単位修得状況と修士論文を総合的に把握する。 ① 単位修得状況 
② 修士論文評価(修論審査報告書) 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1] 単位修得状況と修士論文の適正な質･ 
量を把握する。 

計画に沿って遂行した。 
修了判定会議において M2 院生 6 名の単位

修得状況を把握し、修論を提出した 5 名の院

生に対して主査 1 名・副査 2 名による審査報

告書が提示され、修士論文としての質･量がと

もに適正であることを把握した。 

① 達成 
② 達成 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1]  単位修得基準や修士論文の審査基準が適性か見直し共有する。 
 

 

（１２）大学院地域社会マネジメント研究科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 

[1-1] 教育目標達成の観点から、院生の学習成果を測定するため、修士論文の評価や進路状 
況などからなる評価指標を開発し適用する。 
[1-2] 学生の進路状況を把握し、就職活動の支援を行う。 

[1-1] 
①入学年度別 GPA 分布・推移 
②進路決定状況（業種別等を含む） 
③修士論文の検証 
[1-2] 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[1-1]  修士論文の評価や進路状況などか

らなる評価指標についての検討を行う。 
指標についての検討は行ったが、検

討中であり、来年度に作成する方向で

考えている。 

 

[1-2]  
①キャリア支援課と協力して学部進学生等

の職を持たない学生の就職活動の支援を

行う。 
②大学院での研究分野と関連した団体や企

業へ就職できるように活動の支援を行

う。 

①今年度、就職する院生は留学生を除

き、1 名であった。本人の進路が決ま

っていたので特にキャリア支援課と

の協力は行わなかった。 
②上記の理由で、特別な支援は行わな

かった。 

①GPA は全体として低下傾向にあるが 3
を上回っている。2016 年度生の 1 年次

の GPA は 3.1 であり、2015 年度生に比

べて低下している。(資料 2) 
②今年度は留学生を除く修了生は 1名であ

る。1 名について進路は決まっている。 
③修士論文は必要な水準を充たしている。 

2018

年度 

年次計画内容 

[1-1] 院生の修士論文等の評価や進路状況などからなる評価指標についての検討を行う。 
[1-2]  
①キャリア支援課と協力して学部から進学した職を持たない院生の就職活動の支援を行う。 
②大学院での研究分野と関連した進路へ進めるよう、院生への支援を行う。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 

[2-1] 学位授与方針が、教育目標の成果を評価できる内容であることを継続して検証する。 ①対照表による評価 
②進路決定状況（業種別等を含む） 
③資格等取得状況 

2017

年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 

[2-1]  院生の修士論文の作成状況、進路状 
況を見ながら学位授与方針が適切なもので 
あるかどうか検証する。 

修士論文から見て学位授与方針は適切

なものであるといえる。今年度の修了生の

進路は教育目標に合致したものであった

といえる。 

①対照表から見て学位授与方針と教育

目標は十分に関連している。 
②修了生 1 名については進路が決まっ

ている。 
③特に資格取得者はいなかった。 

2018

年度 

年次計画内容 

[2-1] 院生の修士論文の作成状況、進路状況を見ながら、教育した院生の能力が学位授与方針と合致しているかどうかを検証する。 
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